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 行政事業レビューシートは、作成の過程が、自然と「基礎的なEBPMの実践」となる
ことを意図して設計されている。「基礎的なEBPMの実践」とは、「政策効果の発現経
路と目標をロジカルに説明し、データに基づいて見直す」ことを、政策立案や予算要
求という将来に向けての「意思決定」の一環として実施することであり、そのための
基本的な考え方や具体的な手法については、「行政事業レビューシート作成ガイド
ブック」本体及び別冊１～別冊３（行革事務局作成）において整理されている。

 本資料は、「行政事業レビューシート作成ガイドブック」の記載内容も踏まえ、令
和６年度・７年度のレビューシートの事例を中心に、事業の実施方法や事業を構成す
る具体的な活動（アクティビティ）ごとに、政策効果の発現経路や適切な目標・指標
の設定方法、点検・改善の考え方を整理したものである。

 政策をより効果的なものにするための検討に終わりはなく、更なる工夫を続けてい
くべきものであることから、引き続き事例を積み上げ、分析していくとの意味を込め
て未定稿とする。

※ 「行政事業レビューシート作成ガイドブック」においても繰り返し指摘されていることである
が、各事業所管部局においては、自らの政策立案の営みとして、幹部職員も実質的に関与し、政
策改善の議論を積み上げていくことが大切である（こうした議論なく、本資料を模倣するべきで
はない）。

※ 行政事業レビューのみならず、政策評価においての参考資料としても活用いただきたい。

本資料の位置付け
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本資料の利用手順

• 資料は、総論において、本資料の利用手順及び基礎的なEBPMの実践とそのポイントを示し、各論において、事業の特徴（実施
方法、アクティビティ）ごとに「政策効果の測定と点検・改善のポイント」を整理している。

• 総論は必ず読んだ上で、担当する事業の特徴に応じて、以下の順序で読み進めてもらいたい。

補助金事業を実施し、補助を受けた対象者が、広報、研修、
窓口業務を実施する場合、右の順番で読み進める

利用手順の
例

1.補助金・交付金

1.広報・普及啓発

2.研修・人材育成

6.窓口・相談

１.総論
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２.各論

事業の実施方法やアクティビティの分類ごとに「政策効果の測定と点検・改善のポイント」を整理

担当する事業の特徴に応じて必要なパートのみ参照

基本的事項を整理

必読

１.総論

アクティビティ事業の実施方法

1. 広報・普及啓発

2. 研修・人材育成

3. 調査事業

4. 研究開発

5. 実証事業

6. 窓口・相談

7. 審査・検査(法執行)

8. 監督・監視・防止(法執行)

9. 設備導入・物品購入・修繕

10. 施設整備• 本資料の利用手順

• 基礎的なEBPMの実践
などを整理 (ⅱ) 国は資金の出し手

(ⅰ) 国が事業実施主体

1. 補助金・交付金

2. 拠出金・分担金



本資料の利用手順（「２．各論」の構成）

• 各論では、事業の実施方法やアクティビティの事業類型ごとに、「政策効果の測定と点検・改善のポイント」について、以下の
構成で整理している。

STEP 1：現状・課題の分析

事業所管部局が普段から当たり前に考えてい
る（考えるべき）事業の目的や課題を改めて
整理

政策効果の発現経路や適切な目標・指標の設
定方法等、「政策効果の測定のポイント」を
整理

STEP 2：ロジックモデルの構築 STEP 3：点検・改善

STEP 1・STEP 2で整理した目論見を基に、点
検・改善を積み重ね、事業の有効性を高める

指標等の参考例

STEP 2で示した「政策効果の測定のポイン
ト」等を踏まえた、事業の実質的な効果を測
るための指標等の参考例を整理

レビューシートの実例

各政策担当者の参考となるレビューシートの
実例を整理

事業の実施方法やアクティビティの事業類型ごとに「政策効果の測定と点検・改善のポイント」を整理

参考例・実例を整理

担当者に理解して
ほしいこと！

各論で示している取組だけを行
えば十分ではないことに留意！

各事業の性格を踏まえ、自らの
政策立案の営みとして、幹部職
員も実質的に関与し、議論を積
み上げていくことが大切！
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なぜアクティビティに着目するのか

事業者が行う施設Bの整
備費用の一部を補助

アクティビティ

国の機関が国民向けに周
知イベントDを実施

〇広報・普及啓発

〇補助金・交付金
→ 施設整備

政策の具体的な活動（当該事業
が、誰を対象に何を行うのか）

アウトプット

新たに施設Bの建設を
行った事業者の増加

イベントDの参加者の
増加

アクティビティをどれだけ実施
するか／したかについての目
標・実績

指標：施設整備数

指標：イベント参加者数

短期・中期アウトカム

整備した施設Bが実際に
稼働し生産量が拡大する

イベント参加者の製品A
に対する関心の増加

アウトプットを通じて望まれる、
事業対象者の変化(行動変容等)で、
短期・中期(論理的/時系列的)に
効果が発現すると考えられるもの

指標：施設稼働率、生産量

地方公共団体が行う研修
Cの費用の一部を補助

〇補助金・交付金
→ 研修・人材育成

研修Cの参加者の増加

指標：研修参加者数

研修参加者の生産技術の
向上

指標：資格保有者数

指標：参加者の関心増

施設Bに対する再投資が
行われ、事業規模が拡大

長期アウトカム

製品Aの需要増

アウトプットを通じて望まれる、
事業対象者の変化(行動変容等)
で事業の目的と対応するもの

指標：製品Aの消費量

指標：生産量、売上高

• アクティビティをその特徴（左肩の青色の部分）に応じて整理
• この整理を「タグ」のように捉え、タグごとに、各論において「政策効果の測定のポイント」を具体例を基に整理
• 実施者視点で左側(アクティビティ)から考えるだけではなく、対象者（受益者）視点で右側(政策目的)からも考え、

「左から右」、「右から左」を何度も行き来しながら検討することが重要

事業名 ：製品Ａの競争力強化事業
インパクト：製品Ａを製造する業の持続的発展 ※仮想事業のロジックモデルを用いた説明
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7

ロジックモデルの作り方と作成のメリット

STEP 1
現状・課題の分析

STEP 2
ロジックモデルの構築

STEP 2 ロジックモデルの構築の際のポイント
• 実施者視点で左側(アクティビティ)から考えるだけではなく、対象者視点で右側(政策目的)からも考え、「左から右」、「右から

左」を何度も行き来しながら検討する。
• 事業所管部局の目論見が、読むだけで理解・納得できるよう、各段階のつながりを具体的に検討する。
• 事業所管部局の「意思」が反映されたロジックや目標を踏まえて、事業の効果を測定できる指標に落とし込む。

事業対象の現状と課題の具体的内容を整理する。現状・課題

課題を解決して目指す状態（ありたい姿）を整理する。事業の目的

事業所管部局が実施しているアクティビティ（活動）を設定する（漏れなく洗い出す）。アクティビティ

実施者（国）視点でアクティビティをどれだけ実施するか（したか）に関する目標を設定する。アウトプット

対象者（受益者）視点で、アウ
トプットを通じて臨まれる、事
業対象者の変化等の目標を、時
系列により複数段階に分けて設
定する。

アウトカム

短期間で発現すると考えられる効果の目標を設定する。短期

アクティビティの最終目的として、当該事業単独でも
たらされる効果の目標を設定する。
※他の政策手段の効果も合わせて達成を目指す

と書き分ける。

長期

事業の目的

現状
課題

インプット アクティビティ アウトプット
短期・中期・長期

アウトカム
事業の
目的

STEP 1 STEP 1STEP 2

幹部職員も実質的に議論
に関与し、若手職員も主
体的に政策立案に参加す
る中で、共通理解を得な
がらロジックモデルを構
築していくことが重要

担当者に理解して
ほしいこと！

• ロジックモデルは、「STEP1 現状・課題の分析」→「STEP2 ロジックモデルの構築」の順で作る。

ロジックモデルを作成するメリット

① 「目的－手段」の関係の可視化：アクティビティ、アウトプット、アウトカムがどのようにつながるのかが明確になる。
② 指標の改善：現状の指標がロジックのどの部分に対応しているのかが整理され、測定指標の追加・改善の検討に資する。
③ 政策の改善の検討：

政策実施後にロジックモデルを振り返り、政策手段が十分寄与したかなどについてたどることにより、政策の改善の検討に資する。



基礎的なEBPMの実践（１）

• 「基礎的なEBPMの実践」とは、事業所管部局が普段から考えているであろうことをロジカルに、データに基づいて
記述し、「STEP 1：現状・課題の分析」、「STEP 2：ロジックモデルの構築」、「STEP 3：点検・改善」を適切に
行い、政策の改善につなげていくことである（具体的なサイクルについては、次頁のとおり）。

• 本資料の各論は、主に「STEP 2：ロジックモデルの構築」について、事業を構成するアクティビティに着目し、ア
クティビティの特徴に応じた「政策効果の測定のポイント」を整理しているが、まずはSTEP 1の検討から始め、事
業所管部局が普段から当たり前に考えている（考えるべき）事業の目的や課題を改めて整理することが重要である。
 どういう問題があり（社会課題）
 それを解決してどういう状態にしたいのか（目標）
 どういう手段で解決しようとしているのか（アクティビティ）

• STEP 1の検討から始めることにより、アクティビティがどのような過程を経て長期アウトカムに至るのかという事
業所管部局の目論見（＝ストーリー）が整理され、STEP 2の解像度向上につながる。

STEP 1
現状・課題の分析

STEP 2
ロジックモデルの構築

現状・課題の把握
現状・課題

目指す姿
長期アウトカム・インパクト

事業の目的※

政策手段の検討
事業の概要

STEP 3
点検・改善

モニタリング・効果測定

点検

改善策の検討
「左から右」(実施者視点)だけでなく、「右から左」(対象者（受益者）視点)でも検討

現状
課題

インプット
アクティ
ビティ

アウト
プット

短期・中期・長期
アウトカム

事業の
目的※

STEP 1 STEP 1STEP 2

事業や施策についての意思決定は幹部職員が行うことから、幹部職員が普段考
えている、所管する事業や施策の目的や効果などを若手職員に伝えていき、若
手職員も主体的に政策立案に参加する中で、共通理解を得られたロジックに基
づいたものにすることが重要

※「事業実施により得られる効果（長期アウトカム）」と「他の政策手段の効果も合わせて達成を目指すさらに大きな目的（＝インパクト）」（同一の政策体系の下にある様々な政策
手段と合わせて実現しようとする効果）を書き分けて明示することで、「政策体系において、その事業が何を目指すか」が明確になる。
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基礎的なEBPMの実践（２）

• 「基礎的なEBPMの実践」に当たっては、前頁で示したSTEP 1からSTEP 3の流れに沿ってＰlan（立案）→Ｄo（実施）
→Ｃheck（評価）→Ａction（改善）の政策サイクルを毎年繰り返すことにより、不断に改善を加えることが重要。

• 具体的には、事業の実施前（STEP 1・2）に整理した目論見（事業の目的、政策効果の発現経路、目標・指標等）を基に、
事業を実施しながら効果をモニタリング・測定する。そして効果が当初の想定どおりに発揮されていない場合には、
「次なる事業の改善」（事業の継続・拡充、あるいは廃止・統合・分割など）につなげる(STEP 3)とともに、必要に応じて
効果発現経路や成果目標・指標等を見直す（STEP 1・2）といったサイクルを毎年繰り返す。

④ 改善（運用改善、政策手段の入替え、政策転換など）

・一時点での評価・分析にとどまるスタティック（静的）なEBPMだけではなく、状
況の変化に応じて政策の見直し・実行するダイナミック（動的）なEBPMを実践

・効果が当初の想定どおりに発揮されていない場合には、「次なる事業の改善」に
つなげる（思い切って政策運用や政策手段を見直す）

③ モニタリング・点検

・事業実施前に整理した目論見を基に、
政策効果の発現状況を把握

・現場との緊密なコミュニケーションに
よる実態把握

・目標と現状の間に乖離がある場合、原
因を探るための評価を行う

→必要に応じて効果分析手法を活用
（インパクト評価）

② モニタリング・点検の事前設計

・政策効果の発現経路や適切な目標・指標を設定・
見直し

・多段階のモニタリング指標（「炭鉱のカナリア」
（異変を敏感に検知するセンサー））の設定

① 課題の発見と政策目標の設定、政策手段の検討

・ステークホルダーとのコミュニケーションに加え、
政府統計等の多様なデータ・分析を基に課題を発見
し、政策目標を設定

・事業所管部局が普段から当たり前に考えている（考
えるべき） 事業の目的や課題を改めて整理

・政策選択のための政策手段の比較検討
・目標と進捗にズレが生じる前提で政策を設計

STEP 1：現状・課題の分析

STEP 2：ロジックモデルの構築 STEP 3：点検・改善

Ｄo
（実施）

Ｃheck
（評価）

Ｐlan
（立案）

Ａction
（改善）

EBPMの政策サイクル
（ＰＤＣＡ）
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効果発現経路をつなぐロジックの重要性

効果発現経路（アクティビティ→アウトプット→短期・中期・長期アウトカムへの経路）における活動指標・成
果指標の実績は、学校の成績のような「うまくいった / うまくいかなかった」だけを見て、「過去の事実の説明」
をするのではなく、次なる政策の立案・改善につなげるための「意思決定にいかす」ことが重要。

そのため、「STEP 2：ロジックモデルの構築」（P.８-９）を通じて自らの戦略を表現する際には、

① アクティビティがどのような過程を経て長期アウトカムに至るのかという事業所管部局の目論見が、読むだけ
で理解・納得できるよう、各段階の間のつながりを具体的に分かりやすく記載する

② 各成果指標について、なぜそのデータを設定したのかの理由や、各成果目標について、なぜその水準を設定し
たのかの理由を記載する

これらの事業所管部局の目論見（＝ストーリー）が共有できることにより、意思決定過程において関係者間で議論を
する際の一助となる。

アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム
事業の
目的

(インパクト)

現状
課題

効果発現経路の「つながり」のロジックを説明する
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事業の実質的な効果を測る

• 現実の社会（社会課題）は複雑であり、事業の効果を安易に一つの数字だけで測ること
はできない。

• 事業の目的を単一的な視点で考えるのではなく、多角的に捉える必要がある。

• 安易に手元にある「既存のデータ」や「良い結果が出るデータ」にとびつくと、事業の
効果を見誤る恐れがあり、かえって自らの戦略を歪めてしまいかねない。

• 事業所管部局においては、数字では捉えきれないノウハウも存在しているはず。

• 適切な効果測定のためには、取りやすいデータを目標・指標として設定しない。

• 「STEP 1：現状・課題の分析」で整理した事業所管部局の目論見（＝ストーリー）に
沿って、本資料の各論も参考に、事業の実質的な効果を測る。

※ 各論においては、実質的な効果を測るための「指標等の参考例」も掲載している。

政策立案の精度を向上させるための効果測定の在り方

11
次なる政策の立案・改善につなげるための「意思決定にいかす」ことが重要。効果測定を踏まえ･･･

基礎的なEBPMの実践（ポイント②）
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総論

本資料の位置付け ３
本資料の利用手順 ４
なぜアクティビティに着目するのか ６
ロジックモデルの作り方と作成のメリット ７
基礎的なEBPMの実践 ８

各論

アクティビティの実施の流れと整理（全体像） 13
事業の実施方法
補助金・交付金 14
拠出金・分担金 21

アクティビティ
１．広報・普及啓発 25
２．研修・人材育成 31
３．調査事業 39
４．研究開発 44
５．実証事業 51
６．窓口・相談 57
７．審査・検査（法執行） 64
８．監督・監視・防止（法執行） 72
９．設備導入・物品購入・修繕 79
10．施設整備 85

担当する事業の特徴に応じて必要なパートのみ参照

必読



アクティビティの実施の流れと整理（全体像）

アクティビティの分類 例 ページ

１ 広報・普及啓発 ○○省の広報活動経費 25

２ 研修・人材育成 ○○人材の研修事業 31

３ 調査事業 ○○に関する調査事業 39

４ 研究開発 ○○技術に関する研究事業 44

５ 実証事業 ○○サービス実証事業 51

６ 窓口・相談 ○○相談窓口の設置・運営 57

７ 審査・検査（法執行） ○○の審査のための経費 64

８ 監督・監視・防止（法執行） ○○の公正確保のための経費 72

９ 設備導入・物品購入・修繕 ○○購入費 79

10 施設整備 ○○施設整備事業 85

国の予算事業の実施方法には、以下の２種類がある。
(ⅰ)国が事業実施主体となっているもの
(ⅱ)国が資金の出し手となり、事業実施主体が支出先の地方公共団体や民間団体等となっているもの
事業の有効性を十分に把握するためには、国や各支出先で実施されるアクティビティの効果を把握することが求められる。事業

の実施方法及びアクティビティの分類別の「政策効果の測定と点検・改善のポイント」は各項で詳述する。

国の予算事業の実施方法 例 ページ

ⅰ 直接実施
国が直接実施する事業
（なお、事業実施にあたり委託・請
負契約を行っている場合も含む）

－

ⅱ-1 補助金・交付金 補助事業、交付金事業等 14

ⅱ-2 拠出金・分担金 国際機関等への分担金、拠出金
等 21

ⅱ-3 負担金 ○○組合事務費負担金 －

ⅱ-4 その他 上記以外のもの
（例：出資金、貸付金等）

－

解決したい
社会課題

事業所管部局
（国）

地方公共団体 / 
民間団体等

支出 アクティビティの実施

(ⅱ)国は資金の出し手

(ⅰ)国が事業実施主体

支出

担当者に理解
してほしいこと！

事業の有効性を把握するためには
各アクティビティの効果を把握することが重要！

アクティビティの実施

13



• 補助金・交付金事業の実施方法には、以下の２種類がある。 ※ アクティビティの実施の流れと整理（全体像）はP.13参照

(ⅰ)国が事業実施主体となっているもの
(ⅱ)国が資金の出し手となり、事業実施主体が支出先の地方公共団体や民間団体等となっているもの

• 本項では(ⅱ)の場合について整理しており、補助金・交付金事業の有効性を十分に把握するためには、各支出先で実施
されるアクティビティの効果を把握することが求められる。

まずは「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

どのような機関等を対象に、どのような事務、事業に対して、補助金・交付金を支出しているのか、その補助金・交付
金を通じて、支出先がどのように社会課題を解決することを目指すのかという全体像を整理

単に「○○に必要な経費を補助している」と表現するのではなく、
① どのような社会課題が存在するのか
② ①の社会課題を解決するために、どのような取組が必要なのか
③ ②の取組に対し、どのような範囲で、どの段階になるまで（どの程度効果が発現するまで）支援をするべきか
④ ③の支援によって、支出先がどのように①の社会課題を解決するのか

を表現すると、手段や取組の妥当性を関係者間で共有できる

支出

支出
解決したい
社会課題

補助金・交付金

補助金・交付金

国

(ⅰ)国が事業実施主体

(ⅱ)国は資金の出し手

アクティビティの実施

アクティビティの実施地方公共団体
/ 民間団体等

14

現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

担当者に理解
してほしいこと！

国の事業の有効性を把握するためには
各アクティビティの効果を把握することが重要！

14

現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例 事業の実施方法｜ⅱ-1．補助金・交付金



支出

補助金・交付金
（事業の実施方法）

アクティビティ

採択・交付

アウトプット現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策
目的を共有する
政策手段と合
わせて実現する

効果を含む

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された

効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

補助金・交付金

短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

国 アクティビティの実施
地方公共団体
/ 民間団体等

STEP１

で整理
STEP１

で整理

事
業
の
実
施
方
法
（
補
助
金
・
交
付
金
）
に
着
目
し
た
ポ
イ
ン
ト

補助金・交付金のメ
ニューごとに効果発現
経路を設定

例）多様な世帯が安心し
て健康に暮らすことがで
きる住環境を実現するこ
とを目的とした補助金の
場合、以下のメニューご
とに効果発現経路を設定

(1)サービス付き高齢者向
け住宅を整備する事業

(2)高齢者、障害者、子育
て世帯等の住宅確保要配
慮者専用の賃貸住宅を改
修する事業

(3)共同住宅における子ど
もの安全・安心の確保に
資する設備や居住者等に
よる交流を促す施設を整
備する事業
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効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する
STEP 2

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例 事業の実施方法｜ⅱ-1．補助金・交付金

補助金・交付金が活用
されているか、事業の
目的に合致した事業を
支援（採択・交付）で
きているかを把握[炭鉱
のカナリア]

例1) 補助金の執行率
例2) 外部専門家で構成さ
れる審査委員会において、
実施体制の適格性や知見・
専門性の程度等の観点から
事業者の採否について審査
を実施

（１）補助金・交付金の支出先(地方公共団体等)で実施されるアクティビティに着目して、
事業の効果を把握する
（アクティビティの分類ごとの政策効果の測定のポイント（１．広報・普及啓発～
10．施設整備）については、P.25～91を参照）

※ 補助金・交付金を採択・交付したことのみをもって事業の効果を捉えない

（２）事業の効果を把握するためのデータを収集するに当たっては、データ収集のコストも
勘案しながら、
・交付要綱等に定めることにより、支出先から必要なデータ等を提供してもらうこと
・無理に関連性の低い定量的な目標・指標を設定するのではなく、現場からヒアリン
グした実態等を活用し、定性的に記載すること

が考えられる
※ 補助金・交付金は、実施されるアクティビティの数が多く、また、事業実施主体の裁量（自由

度）も事業によって様々であり、事業の効果を把握するためのデータの入手が難しい場合もある
ため、これらのような方法が有効であると考えられる



アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱の
カナリア）をモニタリングし、対象に望ましい
変化が見られない場合にはボトルネックを見つ
け解消する
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もあ
るが、まずは事業を広く認識してもらい使って
もらうといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも
見て課題・ボトルネックを捉える必要がある。
必要に応じて事業メニューの見直し、対象の絞
り込みなどを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く
状況の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえ
た最適な政策オプションを検討

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質

を改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極め、フェーズに沿って点検・改善する

利用件数等が低調な場合には、そ
の要因を分析し、改善に向けた方
策を検討する

周知方法や事業要綱を見直す等、事
業の改善につなげる

Ｃheck! Ａction!

各支援対象の特性・ニーズをとら
え、事業設計の見直しを行う

詳細な補助対象別のニーズや成果を
把握できる指標を設定しておき、事
業対象や支援アプローチのカスタマ
イズにつなげる

Ｃheck! Ａction!

客観的な数値（補助事業者の売上
累計額等）に基づく効果の把握に
よって、補助金・交付金事業が目
論見どおり進展しているかを複層
的な視点でモニタリング／評価す
る

対象者に想定した変化がみられない
場合には、事業自体の要否の検討や
別の事業の実施の検討といった大規
模な事業の見直しにつなげる

Ｃheck! Ａction!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

D
P

C
A

D
P

C
A

D
P

C
A

毎年の点検

来年度昨年度

改善策の検討

改善の方向性

自己点検・外部点検

点検
結果

目標年度における
効果測定に
関する評価

公開
プロセス

外部有識者
による点検

モニタリング・
効果測定

点
検
改
善
の
ポ
イ
ン
ト

: レビューシートの該当する記載欄

事業所管部局の「意
思」が反映されたロ
ジックモデル(STEP2で
作成)に沿って、事業
の実質的な効果を測る
ことで適切な効果測定
ができる

※事業の性格を踏まえ
て設定した指標を踏ま
えて効果測定を行うこ
とが重要

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3
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STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 事業の実施方法｜ⅱ-1．補助金・交付金実例



令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的
地方部への訪日外国人旅行者の誘致の加速化に向け、我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から地方部の観光地等に至るまでの既存の
公共交通機関等について、訪日外国人旅行者のニーズが特に高い多言語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式化、キャッシュレス決済対
応等の取組を一気呵成に推進する。

現状・課題

「明日の日本を支える観光ビジョン」(2016年)では、2015年に1,974万人であった訪日外国人旅行者数を2030年に6,000万人に、また、
観光立国推進基本計画(2023年)では、2025年までに訪日外国人旅行消費額を早期に5兆円にするとしており、訪日外国人旅行者数及
び消費額の増加には、訪日外国人旅行者が快適に旅行するための環境整備が重要である。
現状においては、「訪日外国人旅行者の受入環境整備に関するアンケート」によると、訪日外国人旅行者の主な困りごとの一つが「公共交通

の利用」（例えば「多言語表示の少なさ・分かりにくさ」で困った交通機関として鉄道駅やバスターミナル構内等があげられている。）となっており、
地方部への訪日外国人旅行者の誘致の加速化に向け、既存の公共交通機関等について、訪日外国人旅行者のニーズを踏まえた多言語対
応や移動手段の充実等を図り、一層快適でストレスフリーな旅行環境の実現が必要となっている。

事業の概要
公共交通事業者や旅客施設の設置管理者等が行う①多言語対応、②無料Wi-Fiサービス、③トイレの洋式化、④キャッシュレス決済対応、
⑤非常時のスマートフォン等の充電環境の確保、⑥大きな荷物を持ったインバウンド旅客のための機能向上、⑦移動そのものを楽しむ取組や新
たな観光ニーズへの対応、⑧多様なニーズに対応する新たな交通サービスの創出等、⑨地方ゲートウェイの刷新による二次交通への円滑なアク
セス環境整備に要する経費の一部等を支援（①～④のうち３点以上をセットで整備、または①～④を整備後に、⑤～⑨を支援可能）。

アクティビティ
地方部への訪日外国人旅行者の誘致の加速化に向け、我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から地方部の観光地等に至るまでの
既存の公共交通機関等について、訪日外国人旅行者のニーズが特に高い多言語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式化、キャッ
シュレス決済対応等の取組を一気呵成に推進する。

アウトプット
目標 公共交通事業者等の事業に係る交通サービスの利用環境の刷新

指標 観光庁長官が指定し、公共交通利用環境の革新等事業を実施した線区数

↓
本事業を実施しようとする公共交通事業者等は、事業の目標などを記載した計画を観光庁長官へ提出して認定を受けること、事業実
施後は自己評価を行い地方運輸局等へ報告することとなっている。支援を行った事業者自らによる事業の実施状況を確認し、評価を成
果指標とすることで、事業の実施による直接的な効果や課題を検証する。

短期アウトカム

目標 補助事業者の提出する自己評価において、事業実施によるインバウンド受入環境への効果として、「計画に位置づけられた事業の効果
はあった」と回答する割合を75%以上にする

指標 補助事業者の提出する自己評価において、事業実施によるインバウンド受入環境への効果として、「計画に位置づけられた事業の効果
はあった」と回答する割合

出典
補助対象事業者自らによる事業の実施状況の確認、評価（観光振興事業費補助金交付要綱 第23条）
令和4年度に実施した観光庁調査により、75%を目標指標とする。
補助事業者からの報告内容の例：訪日外国人旅行者が目的地へストレスなくスムーズに移動する事が可能となった

↓ 訪日外国人旅行者へのアンケート調査の結果で、不満の一つとなっている「公共交通の利用」について、本事業を実施することで、「不満
がある」と回答する訪日外国人旅行者の割合を改善させていく。

長期アウトカム
目標 「公共交通の利用」に不満があると回答する訪日外国人旅行者の割合を10％以下にする

指標 「公共交通の利用」に不満があると回答する訪日外国人旅行者の割合

公共交通利用環境の革新等（国際観光旅客税財源）-国土交通省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
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STEP 2
支出先のアクティビティに着目

アウトプット～長期アウトカムにおいて、
補助金の支出が完了したことに留まらず、
支出先（公共交通事業者）による取組
（アクティビティ）に着目して事業の
効果を把握している。

STEP 2
事業がうまく回っているかを確認
するため「炭鉱のカナリア」を
設定

事業の目的に合致した取組を支援
（採択・交付）できているかどうかに
ついて、計画の認定を受けた箇所で事業
を実施した線区数により把握している。

STEP 2
効果把握のためのデータを収集

交付要綱において、支出先自ら取組の
実施状況の確認や評価を行うよう定める
ことにより、事業の効果を把握するため
に必要なデータを支出先から提供しても
らうことにしている。

STEP3 指標等の参考例 事業の実施方法｜ⅱ-1．補助金・交付金

STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

データも使い、解決すべき具体的な社会
課題を整理している。

STEP1 STEP2 実例

https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
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STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的 酒類事業者による、日本産酒類のブランディング、インバウンドによる海外需要の開拓などの海外展開に向けた取組及び国内外の新市場開拓などの意欲的な取組を支援す
ることにより、日本産酒類の輸出拡大及び酒類業の経営改革・構造転換を図るとともに、酒類業の健全な発達を促進する。

現状・課題
酒類の国内需要が長期的に減少傾向にあり、これまでの取組を継続するだけでは今後の需要の回復・拡大が見込めない中で、酒類事業者には、従来型の商品の開発・製
造・販売等の方法にとらわれず、新たな商品・サービスの創造、新たな市場の開拓に取り組み、経営改革や酒類業界の構造転換を推進していくことが求められている。
また、日本産酒類の輸出額は近年伸長しているものの、依然として世界の酒類市場のわずか0.1％にも満たない規模にとどまっていることに鑑みれば、日本産酒類の認知度
向上及び販路拡大等を通じた海外市場の一層の開拓は、酒類業の更なる発展のために必要不可欠な取組である。

事業の概要
酒類事業者による以下の取組を支援する。
（1）商品の差別化による新たなニーズの獲得 （2）販売手法の多様化による新たなニーズの獲得
（3）ＩＣＴ技術を活用した、製造・流通の高度化・効率化 （4）海外販路拡大、商品等の高付加価値化、インバウンドによる海外需要の開拓等の取組
（5）リソース不足に対応するための(4)の取組について、複数（３者以上）の酒類事業者が集まって推進する取組

アクティビティ

酒類業の新市場を開拓するような、酒類事業者による以下の意欲的な取組を支
援する。
（1）商品の差別化による新たなニーズの獲得、
（2）販売手法の多様化による新たなニーズの獲得、
（3）ＩＣＴ技術を活用した、製造 ・流通の高度化・効率化

酒類事業者に対して、以下の取組について補助を行うことにより支援する。
（1）日本産酒類の海外販路拡大や商品等の高付加価値化に関する取組、
（2）酒蔵の観光化や地域における酒蔵ツーリズムプラン策定の取組

アウトプット 目標 酒類事業者の経営改革、酒類業の構造転換を促す。 日本産酒類の輸出拡大を図るとともに、酒類業の健全な発達を促進する。
指標 新市場開拓支援枠の採択件数 海外展開支援枠の採択件数

↓
効果発現の初期段階として、酒類事業者の経営改革や酒類業界の構造転換に
関し、補助事業者が設定した目標の達成度の認識を測ることが重要であることか
ら、目標の達成度の割合を初期アウトカムとして設定した。

効果発現の初期段階として、酒類事業者が補助金交付申請時に設定した事
業KPIの達成度を測ることが重要であることから、事業KPIの達成度の割合を初
期アウトカムとして設定した。

短期アウトカム
目標

補助事業者が補助事業期間終了後に評価を行う「目標の達成度」について、
ABCの3段階評価のうちA評価（評価できる）の割合を80％以上とする。

補助事業者が補助金交付申請時に設定する事業KPIについて、補助事業実
施年度末に達成した事業の割合を80％以上とする。（複数の事業KPIを設定
している場合には、そのうち1つでも達成すれば成果とする。）

指標 「目標の達成度」がA評価の事業の割合（A評価の事業数/交付決定事業
数）×100

事業KPIを達成した事業の割合（事業KPIを達成した事業数/交付決定事業
数）×100

↓

補助事業の成果が発現されているかの確認方法として、本事業の執行額により
増加した補助事業に係る売上を比較検証する方法が考えられ、中期的なアウト
カムとして設定した。目標値は事業実施年度の執行額が確定した後に記載する。

酒類事業者が補助金交付申請時に設定した、５年かけて達成する長期事業
KPIの最終的な達成度を測ることが本事業の成果を検証するのに重要であること
から、長期事業KPIの達成度の割合を長期アウトカムとして設定した。
なお、設定する長期事業KPIは以下のとおり。
（1）日本産酒類の海外販路拡大や商品等の高付加価値化に関する取組の
場合には、輸出金額の増加率又は商品単価の増加率
（2）酒蔵の観光化や地域における酒蔵ツーリズムプラン策定の取組の場合に
は、観光客の増加率又は観光客単価の増加率

中期アウトカム 目標 補助事業に係る全補助事業者の売上累計額（事業実施年度から起算して３
年間の各年度）が本事業執行額を上回る

指標 年度ごとの補助事業に係る全補助事業者の売上累計額（令和6～8年度）

↓
補助事業により酒類事業者の経営状況の変化を捉えることが、酒類業の経営改
革・構造転換を促すことを目的とした本事業の成果を検証するのに重要であること
から、売上総利益の年率増加率平均を長期アウトカムとして設定した。

長期アウトカム
目標 補助事業者のうち、事業終了後5年間で、売上総利益年率平均1.5％以上増

を達成する事業者割合が50％を超えること。
交付申請時に設定する長期事業KPIについて、事業終了後５年後に達成した
事業の割合を80％以上とする。

指標 売上総利益年率平均1.5％以上増を達成する補助事業者割合 長期事業KPIを達成した事業の割合（長期事業KPIを達成した事業数/交付
決定事業数）×100

STEP 2
効果把握のためのデータを収集

補助金申請時にKPIの設定等をしてもら
うことにより、事業の達成状況を把握
するために必要なデータを収集できる
ようにしている。

STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

酒類業振興支援事業-財務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/ba26bcf5-e0aa-46d6-8149-b779f89ba382
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STEP 2
支出先のアクティビティに着目

アウトプット～長期アウトカムにおいて、
補助金の支出が完了したことに留まらず、
支出先（酒類事業者）による取組（アク
ティビティ）に着目して事業の効果を
把握している。

STEP 2
補助金のメニューごとに効果発現
経路を設定

「新市場開拓支援枠」「海外展開支援
枠」という補助対象のメニューごとに
効果発現経路を設定し、事業全体で
得られた成果を的確に把握している。

補助金の支出先で何を目指すのかを整理
している。

STEP3 指標等の参考例 事業の実施方法｜ⅱ-1．補助金・交付金

データも使い、解決すべき具体的な社会
課題を整理している。

STEP1 STEP2 実例

https://rssystem.go.jp/project/ba26bcf5-e0aa-46d6-8149-b779f89ba382
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STEP 2
事業がうまく回っているかを
確認するため「炭鉱のカナリ
ア」を設定

STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

データも使い、解決すべき具体的な社会
課題を整理している。

• STEP2 効果把握のためのデータを収集

19

STEP3

令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的
2050年ネットゼロ及び2030年度温室効果ガス46％削減（2013年度比）の実現に向け、家庭部門の削減目標（2030年度に2013年比66％削減）の達成を目指すとと
もに、「ウェルビーイング／高い生活の質」の実現に貢献する。具体的には、住宅における熱損失の多くは窓等の開口部で発生していることに鑑み、窓等の断熱改修に係る費用に対
する補助を通じ、既存住宅の高断熱化を図り、省エネルギー化による温室効果ガスの削減、ひいては住まいの快適性の向上や光熱費の削減を促進する。また、先進的な高断熱
窓の導入の促進を通じた産業競争力の強化と経済成長を実現する。

現状・課題

既存住宅（約5,400万戸）のうち、現行の省エネ基準を満たしている住宅の割合は約18 %という状況にも関わらず、令和元年から令和5年までの5年弱における住宅ストックの
断熱改修実績は、約86万戸（年間平均約18万戸）と低水準にとどまっている（※１）。
住宅では冷暖房由来のCO2排出が多く（※２）、また、熱損失の多くは窓等の開口部で起きていることから、窓等の断熱改修を促し、冷暖房のための消費電力を抑えることが重
要である。
断熱改修を実施しない理由として、過半数の消費者が「予算が合わなかったため」と回答しており（※３）、窓の断熱改修に係る費用に対して補助することで、断熱改修の促進に
つながる。また、先進的な高断熱窓が普及することで、高断熱窓の価格が低下し、補助事業終了後も自走的な改修が継続すると期待される。
※１･･･総務省"令和5年住宅・土地統計調査"（令和5年）等を基に推計
※２･･･環境省"令和5年度家庭部門のCO2排出実態統計調査（令和5年度確報値）"（令和7年6月）
※３･･･LIXIL"住まいに関する調査"（令和4年3月）

事業の概要
本事業は、既存住宅の窓等の断熱改修事業について、改修に係る費用の一部の補助等を実施する事業である。
実施内容は、①既存住宅の窓の断熱改修に係る費用の一部の補助及び②補助事業の運営に必要なデータ管理・分析等の２つである（2023年補正予算事業までは①を補
助事業、②を委託事業として実施）
※2022年度補正予算事業については、戸建住宅分は経済産業省、集合住宅分は環境省で実施。2023年度補正予算事業以降は、環境省のみで実施。

アクティビティ 既存住宅の窓断熱改修に対する補助

アウトプット
目標 補助事業を通じた既存住宅の窓等の断熱改修

指標 補助の実施戸数（単年度）

↓ 本事業による既存住宅の窓等の断熱改修に対する補助を実施することにより、断熱窓改修についての認知度が向上し、予算執行率が増加することが期待できるため、
短期アウトカムとして設定した。

短期アウトカム
目標 補助事業の予算執行率の増加

指標 補助事業の予算執行率

↓ 補助事業が活用され、高断熱窓の導入が進み、改修済戸数が増えていくことから、改修済戸数を中期アウトカムとして設定した。

中期アウトカム
目標 断熱性能が向上した既存住宅の増加

指標 窓の断熱改修の実施済戸数

出典 成果指標：補助事業実績戸数（先進的窓リノベ及び窓断熱改修を含む他の事業）の累積値。メーカーに高断熱窓の出荷数をヒアリングし検証。

↓ 窓の断熱改修済戸数の増加は、住宅の脱炭素化を促進し、家庭部門のCO2削減に寄与することから、CO2削減率を長期アウトカムとして設定した。

長期アウトカム
目標 住宅の脱炭素化促進による家庭部門のCO2削減

指標 住宅の脱炭素化促進による2013年度比の家庭部門のCO2削減率

レビューシートはこちら(行政事業レビュー見える化サイト):https://rssystem.go.jp/project/106d8d4a-3028-4310-8b8b-051b7e47e50a

指標等の参考例 事業の実施方法｜ⅱ-1．補助金・交付金

断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ・省CO2加速化支援事業
（経済産業省・国土交通省連携事業）-環境省-

STEP1 STEP2 実例

事業目的「省エネルギー化による温室効果ガスの削減、ひいては住まいの快適性の向上や光熱費の削減」につ
ながる指標を設定し、事業の目的につながるような補助の効果を測定している。

STEP 2
効果把握のためのデータを収集

メーカーへのヒアリングにより、事業
の効果を把握するために必要なデータ
を支出先から提供してもらうことにし
ている。

補助の実施による補助対象からの認知
度向上を間接的に測ることができる短
期アウトカムを設定している
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STEP 3 [フェーズ③]
想定した目標値との乖離を踏まえ、事業を見直し

３つのコースを設けた上で、各コースに対応する目標・指標を設定し、その達成状況を測定している。このうち、ア
クティビティ③について、長期アウトカムが目標値を下回る結果となったことを踏まえ、支給対象となる研修メ
ニューの新設を行い、事業の見直しにつなげている。
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65歳超雇用推進助成金-厚生労働省-
レビューシートはこちら(行政事業レビュー見える化サイト): https://rssystem.go.jp/project/d6d77a7b-d428-4597-ab3b-744fc51823b8

指標等の参考例

令和6年度行政事業レビューシート

事業所管部局によ
る点検・改善

点検結果

・生涯現役社会の実現に向けた取組として、継続雇用の延長や定年引上げに向けた環境を整備するに
あたり、企業の自発的な取組を促すための支援を行うことは有効な手段であると考えられるところ、①～
③のアクティビティ及び短期アウトカムにおいては概ね順調に推移していることから、本助成金は高年齢者
の雇用の推進を図る上で必要な助成金であるということが分かった。
・令和５年度の執行率をアクティビティ別に確認した場合、②高年齢者無期雇用転換コース及び③高
年齢者評価制度等雇用管理改善コースについては概ね70%であったところ、①65歳超継続雇用促進
コースについては30%台であったことにより、65歳超雇用推進助成金全体として47%となった。ただし、
令和４年度の同コースの執行率が概ね20％であったことを踏まえると、執行率は上昇傾向にあり、かつ
申請件数も増加傾向にあること、また、令和４年度の実績に基づき令和６年度の予算の見直しを図っ
たことから、令和６年度は更なる執行率の上昇を目指す。
・当該補助金は全額が事業目的である助成金として支出されており、機構において審査の上、適切に支
給している。なお、機構では審査の見直しなどにより、随時事業の効率化を図っている。
・高齢法第49条により、高年齢者の雇用の推進を図るために定年の引上げ等の措置を講ずる事業主
等に対して、給付金を支給する業務を機構に行わせるものとしていることから、国費を投じて実施する必
要がある。

目標年度における効
果測定に関する評価

各アクティビティにおいて、2023年度は短期・長期アウトカムいずれも目標値を達成していることから、事業
所において継続雇用の延長や定年引上げに向けた環境整備に寄与していると考えられる。
アクティビティ③（高年齢者評価制度等雇用管理改善コース）における長期アウトカムのみ目標値を下
回る結果となったが、本コースにおいては令和６年度より支給対象となる研修メニューの新設を行い、事
業主及び労働者の高年齢者就業確保措置に対する理解を深めることにより、65歳以上の高年齢者の
雇用維持の推進等を図っており、加えて、同コースの更なる周知・広報等を行うことにより、2024年度以
降は目標値を達成し、「生涯現役社会」の実現に向けた環境の整備に努める。

改善の方向性 執行率の低いコースについては、実績を踏まえて予算の縮減を図るとともに、積極的な事業主への周知・
広報により、執行率の改善を図る。

STEP1 STEP2 事業の実施方法｜ⅱ-1．補助金・交付金実例STEP3

＜令和6年度行政事業レビューシート抜粋＞

アクティビティ③（高年齢者評価制度等雇用管理改善
コース）
【短期アウトカム】
・成果目標
事業主による高年齢者のための雇用管理制度の見直し
又は導入

・成果指標
アンケート調査において、本助成金制度が契機となり、
高年齢者の雇用環境の整備を行うなど行動変化があった
とする割合

・成果実績

【長期アウトカム】
・成果目標
受給対象企業の65歳以上の雇用保険被保険者数に
対する被保険者資格喪失者数の割合の低下

・成果指標
全事業所平均に対する受給対象企業平均の割合
（受給対象企業の65歳以上の雇用保険被保険者資
格喪失者数の割合の平均／全事業所の65歳以上の
雇用保険被保険者資格喪失者数の割合の平均）

・成果実績

2021
年度

2022
年度

2023
年度

目標年度
2024年度

当初見込み/
目標値(%)

85 85 85 88

活動実績/
成果実績(%)

86.7 91.6 90.6 --

達成率(%) 102 107.8 106.6 --

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

最終目標
年度
2025年
度

当初見込み/
目標値(%)

76.2 76.6 78.1 79.7 79.7

活動実績/
成果実績(%)

75.6 83.6 79.9 -- --

達成率(%) 100.8 91.6 97.7 -- --

https://rssystem.go.jp/project/d6d77a7b-d428-4597-ab3b-744fc51823b8
https://rssystem.go.jp/project/d6d77a7b-d428-4597-ab3b-744fc51823b8
https://rssystem.go.jp/project/d6d77a7b-d428-4597-ab3b-744fc51823b8
https://rssystem.go.jp/project/d6d77a7b-d428-4597-ab3b-744fc51823b8
https://rssystem.go.jp/project/d6d77a7b-d428-4597-ab3b-744fc51823b8
https://rssystem.go.jp/project/d6d77a7b-d428-4597-ab3b-744fc51823b8
https://rssystem.go.jp/project/d6d77a7b-d428-4597-ab3b-744fc51823b8
https://rssystem.go.jp/project/d6d77a7b-d428-4597-ab3b-744fc51823b8
https://rssystem.go.jp/project/d6d77a7b-d428-4597-ab3b-744fc51823b8


支出

• 拠出金・分担金事業の実施方法は、以下のとおりである。※ アクティビティの実施の流れと整理（全体像）はP.13参照

(ⅱ)日本政府が資金の出し手となり、事業実施主体が支出先の国際機関となっているもの
• このような事業の実施方法を踏まえると、拠出金・分担金事業の有効性を十分に把握するためには、各支出先で実施

されるアクティビティの効果を把握することが求められる。

まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

国際社会が直面する課題がどのようになっていて、当該課題の解決に向けて、国際機関がどのような目標を達成しようとしているのか、国際
機関を通して、日本はどのような社会課題を解決することを目指すのか、日本に期待される役割は何かという全体像を整理

単に「○○への拠出を通じて○○する」と表現するのではなく、
① 専門的知見やネットワークを有する国際機関を通して効果的な取組が行われるメリットは何か

（日本国としての目標達成等に対してどう機能しているのか）
② 一方で裁量の限界等※があり、日本政府としてどのように対応しているのか

を表現すると、手段や取組の妥当性を関係者間で共有できる
※ 例：他国と共同で拠出するという仕組み上、日本政府（拠出元）の裁量に限界がある

国際社会が
直面する課題

拠出金・分担金日本政府
(ⅱ)日本政府は資金の出し手

アクティビティの実施国際機関
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現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

担当者に理解
してほしいこと！

国の事業の有効性を把握するためには
各アクティビティの効果を把握することが重要！

21

現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

事業の実施方法｜ⅱ-2．拠出金・分担金STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例 注：本パートの内容は、任意拠出金の実例を基に整理している



事業の
目的

インパクト
※同一の政策
目的を共有する
政策手段と合
わせて実現する

効果を含む

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された

効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

STEP１

で整理
STEP１

で整理

事
業
の
実
施
方
法
（
拠
出
金
・
分
担
金
）
に
着
目
し
た
ポ
イ
ン
ト
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効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する
STEP 2

支出 アクティビティの実施

拠出金・分担金
（事業の実施方法）

アクティビティ

短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

現状
課題

拠出金・分担金
日本
政府

アウトプット

(1) 拠出金・分担金の支出先(国際機関)で実施されるアクティビティに着目して、事業の効果を把握する
（アクティビティの分類ごとの政策効果の測定のポイント（１．広報・普及啓発～10．施設整備）については、P.25～91を参照）

(2) 拠出金・分担金事業の効果を把握するに当たっては、特に、拠出金・分担金の支出先(国際機関)で実施されるアクティビティが、課題解決
に向けてどの程度寄与しているか等、指標や実績値等の意味を補記することが有効である
① 事業を実施する国や地域等について、なぜ当該国・地域で事業を行うのかという理由（当該国・地域で事業を行うことの重要性）を示す
② 事業の実施内容（例：研修、セミナー、プロジェクト等）について、その内容が事業を実施する国や地域等のニーズに即しているか等、

なぜそのテーマや内容を選んでいるのかという目論見を示す
③ 事業を継続して実施することに意義がある場合（例：交流事業等）には、継続実績や時代の変化に対応して取組が深化していることを

示す
ことにより、数値だけでは伝わらない事業の効果を表現する

 ※ 拠出金・分担金という事業の実施方法の特性上、外部要因（事業を実施する国や地域等の情勢（紛争の頻発や経済状況等））の影響を受けることが多いため、
当初どおり事業が進捗していない場合、進捗に影響を与えた外部要因についても補記することにより、関係者の共感を得ることができる

(3) 事業の効果を測るための適切なデータを国際機関から入手することが困難な場合には、無理に関連性の低い定量的な目標・指標を設定する
のではなく、国際機関からヒアリングした情報等を活用し、定性的に記載することも有効である

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例 注：本パートの内容は、任意拠出金の実例を基に整理している 事業の実施方法｜ⅱ-2．拠出金・分担金

国際機関



STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的
①日本企業が多く進出している東南アジア諸国を中心に日本企業やそのサプライヤー等による人権尊重の取組を支援すること、②「ビジネスと人権」に関
する行動計画の策定又は実施に取り組む諸国を支援すること、③日本国内での企業向けセミナーや一般向け講演会等を通じてビジネスと人権について
の理解を促進することを通じて、国際社会を含む社会全体の人権の保護・促進、日本企業の国際的な競争力及び持続可能性の確保・向上、SDG
ｓの達成への貢献を目指す。

現状・課題

企業活動における人権尊重に対する国際的な関心が高まり、欧州を中心に人権デュー・ディリジェンス（DD)関連規制が強化される中、多様な国・地
域にまたがるバリューチェーンを持つ日本企業にとって、人権DDの取組を進め、関連規制に対応していくことが必須。2022年9月、政府は「責任あるサプ
ライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」を策定したほか、2023年5月のG7広島首脳コミュニケでは、企業活動及びグローバル・サプライ
チェーンにおける人権及び国際労働基準の尊重の確保並びにビジネスのための強靱性、予見可能性及び確実性の更なる向上に向けて取り組むこととさ
れた。日本企業がこうした活動を進めるためには、諸外国の人権状況や制度、取組の現状についての十分な情報が必要になる。また、諸外国及び企業
の側でもビジネスと人権についての理解を醸成することも必要（レベル・プレイング・フィールドの確保）。さらには、国内の中小企業や地方企業に対する
普及啓発活動も引き続き求められている。

事業の概要

上記の現状・課題を踏まえ、世界各地で既にビジネスと人権に関する対政府、対企業支援を実施している国連開発計画（ＵＮＤＰ）へ拠出し、我
が国及び企業が裨益しやすいと思われる国を選んで、日本企業及びそのサプライヤー、政府関係者に対する支援を実施。また、別途、日本国内でも地
方企業、中小企業や一般への普及活動を実施。具体的には以下の事業を実施する。
① 対象国で活動する日本企業やそのサプライヤー等に対するセミナーや研修等を実施し、企業関係者の知見を共有し、課題の解決を促す。
② 対象国政府関係者に対するワークショップや調査活動を実施し、「ビジネスと人権」に関する行動計画の策定や実施を支援する。
③ 国内（東京及び地方）でワークショップや講演会を実施し、ビジネスと人権に対する普及啓発を図るとともに、日本企業が抱える課題の解決を目指
す。

アクティビティ
※一部省略

日本企業の活動が盛んな国、人権外交の観点から重視すべき国、日本の貢献がアピールしやすい国等を中心に、日本企業やそのサプライヤー
等に対して、人権DDに関するセミナーや個別研修等を実施する。（令和６年度補正事業対象国：インドネシア、ベトナム、インド、ブラジル）。

アウトプット
目標 対象国における日本企業の人権デュー・ディリジェンス導入を支援する。

指標 実施国数

↓
それぞれの対象国に所在する日本企業及びそのサプライヤー等が、幅広く、人権DDに関するセミナーや個別企業向け研修等に参加することによ
り、企業活動における人権尊重の取組の裾野を広げ、類似の課題を企業間で共有できるような環境の醸成や個別課題の解決に結びつけるた
めにも、できる限り多くの企業が参加することが望ましい。

短期アウトカム
目標 日本企業及びそのサプライヤー等の企業活動における人権尊重への理解を促進する。

指標 セミナー及び研修への参加企業数

↓ 本件事業で提供されるセミナーやワークショップに参加した企業が自律的に人権尊重の取組を進めていくことで、サプライチェーン上にある関連企
業にも人権尊重の取組が波及することで、長期的に対象国における人権尊重の取組が進展することを期待する。

長期アウトカム

目標 対象国で活動する日本企業及びそのサプライヤーである現地企業等が、人権を尊重する形で活動することになる。

指標 日本企業及びそのサプライヤー等による人権DDの導入等の取組状況

理由
対象国で活動する日本企業及びそのサプライヤー等による人権尊重の取組全体を把握するためには企業アンケート等を実施する必要があるが、
現時点ではそうした網羅的な調査を実施することは困難。また、そうした企業活動の改善がどれほど対象国における人権状況の改善につながった
かを分析するためには学術的な調査も必要だと思われることから、当面は日本企業の行動変容を促すことにより、間接的に人権状況の改善に向
けた波及効果を狙うことを目標とする。

STEP 2
支出先のアクティビティに着目

アウトプット～長期アウトカムにおいて、
補助金の支出が完了したことに留まらず、
支出先（UNDP）による取組（研修・人材
育成：人権尊重に関する理解促進のため
のセミナー及び研修の実施）に着目して
事業の効果を把握している。

国際連合開発計画（UNDP）拠出金-外務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/d90338a6-b3ad-4ece-b7ba-fbbf582e4016
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STEP 2
数値の意味（当該国で事業を行う
理由）を補記

なぜ当該国・地域で事業を行うのかと
いう理由を示し、数値だけでは伝わらな
い事業の効果を表現している。

国際機関を通じて日本が目指す姿を整理
している。

STEP 2
無理に関連性の低い定量的な
目標・指標を設定しない

効果把握のためのデータの収集（アン
ケート等の実施、学術的な調査）が現時
点では困難であるところ、無理に関連性
の低い定量的な目標・指標を設定せず、
現実的に追い求めることのできる目標・
指標を定性的に設定している。

データも使い、国際社会が直面する課題
を整理している。

STEP3 指標等の参考例 事業の実施方法｜ⅱ-2．拠出金・分担金STEP1 STEP2 実例

https://rssystem.go.jp/project/d90338a6-b3ad-4ece-b7ba-fbbf582e4016
https://rssystem.go.jp/project/d90338a6-b3ad-4ece-b7ba-fbbf582e4016
https://rssystem.go.jp/project/d90338a6-b3ad-4ece-b7ba-fbbf582e4016
https://rssystem.go.jp/project/d90338a6-b3ad-4ece-b7ba-fbbf582e4016
https://rssystem.go.jp/project/d90338a6-b3ad-4ece-b7ba-fbbf582e4016
https://rssystem.go.jp/project/d90338a6-b3ad-4ece-b7ba-fbbf582e4016
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STEP 2
   事業の効果に影響を及ぼしうる

外部要因を補記
事業の効果に影響を及ぼしうる外部要因
（政変等）を補記し、関係者間の理解を
促している。

STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的
UN-Habitat（国連人間居住計画）は、アジア・アフリカを中心とした人口増大と共に深刻化している途上国の都市化及び居住問題（スラム
対策等）等の解決に取り組むことを目的とした国連機関であり、本拠出は、UN-Habitat、特にそのアジア太平洋事務所（福岡本部）の活
動を支えるためのものである。また、本活動は，九州北部を中心に居住環境に資する技術やノウハウを有する我が国の民間企業（特に中小企
業）等と連携を図っている。

現状・課題
世界人口の20％に当たる16億人の住環境は未だ不十分であり、そのうち10億人がスラムやインフォーマルな居住区で生活している状況である
（WorldCities Report 2022）。今後も急激な都市化の進行が予測される中、スラム化のみならず、気候変動、水・衛生、防災など居住
関係のあらゆる課題に対して、関係者が協調して迅速に対応する必要があり、UN-Habitatの有する豊富な知見やネットワークを活用した取組
が一層重要となっている。

事業の概要

（コア拠出）UN-Habitatの運営基盤を強化するため、同機関の事務局運営経費等の一部を拠出。
（イヤマーク拠出）
①UN-Habitatアジア太平洋事務所（福岡本部）が行う研究、指針の作成、各国・各国際機関との情報交換、広報活動、研修、パイロッ
ト・プロジェクト等の実施。
②国連アピール等に基づき，UN-Habitatが実施する紛争や災害の被災地域等における緊急的な住宅供給等のプロジェクトの実施。

アクティビティ UN-Habitatが実施する途上国（アジア、中東、アフリカ地域）の居住環境の改善に向けたプロジェクトを支援する。なお、当初見込み
としては当初予算によるイヤーマーク事業１件（アジア等）を記載している。

アウトプット
目標 居住環境の改善に関するプロジェクトの実施

指標 本任意拠出金を通じ支援するプロジェクトの実施件数

↓ 政変等により事業の実施期間や内容を変更せざるを得ない状況となり得る中、居住環境の改善に関するプロジェクトの実施により、紛争
や災害の被災地域等において確実に住宅が供給されることが重要であるため、住宅や土地の登記数を短期アウトカムとして設定した。

短期アウトカム

目標 紛争や災害の被災地域等における住宅の供給

指標 本任意拠出金による支援事業によって建設・修復・改善された住宅/土地登記数

出典
UN-Habitat作成資料。なお、例えば令和4年度分成果実績に計上されているもののうち、スーダンで実施した事業では、安価で持続
可能な建設資材の生産トレーニングを受けた若者が、住宅など建物の建設に参加した。国内避難民とホストコミュニティ自身が雇用を生
み出すことを可能にし、自立促進に資するものとした。

↓
UN-Habitatの事業はスラム、水と衛生、防災、グリーンエネルギー、廃棄物管理など人間居住に関わる広範な問題の解決につながるも
のであるが、住宅供給により、途上国の貧困層の生活基盤が整うことで上記の広範な課題の解決に資することから、住宅の直接の裨益
者である供給された住宅への居住人数を長期アウトカムとして設定した。

長期アウトカム

目標 人間居住に係る課題の改善

指標 本任意拠出金による支援事業によって供給された住宅への居住人数

理由
UN-Habitat作成資料。なお、住宅の建設等は行っていないものの、イランで実施した事業では、地震で被災した農村地域における損
壊した水道インフラの再建を行うと共に、被災地域の組織化と持続可能な開発、より良い復興、そして気候変動や自然災害に対する地
域社会のレジリエンス向上に資するものとした。

STEP 2
   支出先のアクティビティに着目
アウトプット～長期アウトカムにおいて、
補助金の支出が完了したことに留まらず、
支出先（UN-HABITAT）による取組（施設
整備：途上国（アジア、中東、アフリカ
地域）の居住環境の改善）に着目して
事業の効果を把握している。

国際連合人間居住財団(UN-HABITAT)拠出金 （任意拠出金）-外務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/de00a2b6-fdef-433c-b460-27d18d6e942f

STEP 2
   数値の意味（事業の内容に係る
   目論見）を補記

事業内容に係る目論見（国内避難民と
ホストコミュニティ自身の雇用の創出）
を補記することで、実績値（土地登記数、
居住人数）だけでは伝わらない事業の
効果を表現している。

国際社会が直面する課題、日本に期待
される役割を整理している。

STEP3 指標等の参考例 事業の実施方法｜ⅱ-2．拠出金・分担金
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STEP1 STEP2 実例

https://rssystem.go.jp/project/de00a2b6-fdef-433c-b460-27d18d6e942f
https://rssystem.go.jp/project/de00a2b6-fdef-433c-b460-27d18d6e942f
https://rssystem.go.jp/project/de00a2b6-fdef-433c-b460-27d18d6e942f
https://rssystem.go.jp/project/de00a2b6-fdef-433c-b460-27d18d6e942f
https://rssystem.go.jp/project/de00a2b6-fdef-433c-b460-27d18d6e942f
https://rssystem.go.jp/project/de00a2b6-fdef-433c-b460-27d18d6e942f
https://rssystem.go.jp/project/de00a2b6-fdef-433c-b460-27d18d6e942f
https://rssystem.go.jp/project/de00a2b6-fdef-433c-b460-27d18d6e942f
https://rssystem.go.jp/project/de00a2b6-fdef-433c-b460-27d18d6e942f
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まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

誰に、どのような情報を伝えるのか、また、情報の出し手（発信側）は、情報を受け取る相手（受容側）に
対して、何を知ってもらい、どのような意識と行動の変化を促したいのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「○○の普及のため」に広報していると表現するのではなく、広報を行うことにより受容側に

① 何を知ってもらいたいのか
② どのように意識を変えてもらいたいのか
③ ①及び②を経て、最終的にはどのような行動を促したいのか

を表現すると、取組の狙い、すなわち広報・普及啓発によって目指すべき姿を関係者間で共有できる

意識・行動の変化 解決したい
社会課題

広報・普及啓発 受容側
事業

実施主体

現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

アクティビティ｜1. 広報・普及啓発STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例



広報・普及啓発

アクティビティ

情報の発信

アウトプット

情報の受容

短期アウトカム

行動の変化

長期アウトカム

意識の変化

中期アウトカム現状
課題

受容側 事業の
目的

インパクト
※同一の政策
目的を共有する
政策手段と合
わせて実現する

効果を含む

発信側

STEP１

で整理

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

①発信側から受容側に視点を移しつつ、段階的に
指標を設定することで、どこにボトルネックがあ
るのかを探索

②各アウトプット・アウトカムにおける目標・指
標は、量的な観点だけでなく、質の観点でも考え
る

②の例) メディアへの掲載状況について、どのように
取り上げられているかなどといった掲載内容の質の観
点でも事業の効果を把握

アウトプットの質
を担保できている
か（ターゲットに
している対象に訴
求できているか、
届いているか）を
把握する

例) 事業の訴求対象
である特定の層（○
国の知識層、高齢者
層等）の理解度を把
握

客観的なデータだけでなく、受容者の視点（受容者の
主観）から事業の効果を把握する（受容者の声を直接
拾うことが難しい場合には、受容者の代弁者（専門家
等）から現場の実態を把握することも有効）

例1) アンケートにより、広報物を閲覧したことによってど
のように意識や行動が変化したのかを受容者視点で把握

例2) 受容者の声を代表する者として、有識者へのインタ
ビューを行い、広報を行った後の訴求対象の意識・行動の
変化を把握
※ アンケートやインタビューを実施する際には、データ収
集のコストも勘案しながら事業の効果を把握すること

STEP１

で整理

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定するSTEP 2
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効果発現経路全体に関わること

アクティビティ｜1. 広報・普及啓発STEP1 STEP3 指標等の参考例 実例

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された
効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

: レビューシートの該当する記載欄

STEP2



事業のフェーズを見極め、フェーズに沿って点検・改善する
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アクティビティ｜1. 広報・普及啓発

アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱
のカナリア）をモニタリングし、対象に望ま
しい変化が見られない場合にはボトルネック
を見つけ解消する（交付要綱や実施要領の見
直し、広報・周知の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合も
あるが、まずは事業を広く認識してもらい
使ってもらうといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカム
も見て課題・ボトルネックを捉える必要があ
る。必要に応じて事業メニューの見直し、対
象の絞り込みなどを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻
く状況の変化を捉えた適切な見直しを継続す
る

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏ま
えた最適な政策オプションを検討

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質

を改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

啓発活動への参加者数や広告のク
リック数などの低下がみられる場
合には、ニーズの変化や、事業の
ターゲットへリーチできていない
ボトルネックを解消する方策を検
討する

啓発活動の募集方法、広告の媒体
やデザインの見直し等、事業の改
善につなげる

Ｃheck! Ａction!

広報事業は概ね計画どおりに執行
されたものの、「体験活動の事業
実施数を増加させる」という広報
の長期目標は達成しておらず達成
度についても低下傾向

本来想定している意識変化・行動
変化につながっていない場合は、
より多くの者に参加してもらうた
めの広報メニューの見直し等の事
業の改善につなげる

Ｃheck! Ａction!

広報活動（例：展示会）について、
当初の想定と異なる外部要因に
よって縮小せざるを得ない状況が
みられた

環境変化に応じて、広報活動
（例：展示会）自体の中止、別の
事業の検討といった、大規模な事
業の見直しにつなげる

Ｃheck! Ａction!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

来年度昨年度

改善策の検討

改善の方向性

自己点検・外部点検

点検
結果

目標年度における
効果測定に
関する評価

公開
プロセス

外部有識者
による点検

モニタリング・
効果測定

D
P

C
A

D
P

C
A

D
P

C
A

毎年の点検

点
検
改
善
の
ポ
イ
ン
ト

事業所管部局の「意
思」が反映されたロ
ジックモデル(STEP2で
作成)に沿って、事業
の実質的な効果を測る
ことで適切な効果測定
ができる

※事業の性格を踏まえ
て設定した指標を踏ま
えて効果測定を行うこ
とが重要

STEP1 STEP2 指標等の参考例 実例

: レビューシートの該当する記載欄

STEP3

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと
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STEP3 優良実例

記載欄 評価の観点 参考例

情報の発信 「アウトプット」
欄に記載

発信者側の指標として実施件数を設定する（誰に向け
て発信したいのかという訴求対象も併せて記載）。

・○○にターゲットを絞った普及啓発事業の実施件数○件

「現状・課題」
「↓つながり」

欄に記載

訴求対象を絞った広報・普及啓発を展開していること
を記載する。

・〇〇が広報テーマとして重要であったため、今年度は海外向けの
発信を中心に行う
・○○層がより課題を抱えているため、○○層にターゲットを絞っ
た普及啓発を行う

情報の受容 「アウトカム」
欄に記載

受容者側の指標の第一歩として、発信された情報が受
容されているか、企画に参加しているかどうかを把握
する。

・Webページのアクセス数○％増加
・企画等の参加人数○人

掲載・報道内容を質の面で把握する。 ・広報した内容が掲載・報道される際に、伝えたかった情報（○○
の魅力、○○制度の内容等）が取り上げられている[定性]

受容者数の動向等をセグメントごとに把握する。
※発信先を大きく変えるなどの場合には、このように把握
することも一案である。

・今年度の○○の視聴者数は○○人で前年度を下回ったが、新たに
ターゲットとした海外の視聴者数は○○人で前年の○○人を上回っ
た[定性]

意識の変化 アンケート調査等から意識の変化を把握する。 ・普及啓発事業参加者の理解度（「理解がとても深まった」、「ま
あまあ深まった」と答えた者の割合〇％）
・国民の理解度（「○○についてよく知っている」と答えた者の割
合〇％）

事業の訴求対象である特定の層の理解度を把握する。
※広報の訴求対象が「〇国の○○層」等に限定される場合、
訴求対象を超えて広く理解度等を測り、それをもって事業
の効果を測定することは適切ではないと考えられる。

・○国の○○層の理解度

広報物の閲覧によって認識に変化が生まれているかど
うかを有識者へのインタビューを通じて把握する。
※受容者の声を直接拾うことが難しい場合には、受容者の
代弁者（専門家等）から現場の実態を把握することも有効。

・広報物の閲覧による○○に対する好感度・イメージの変化（有識
者インタビュー）[定性]

行動の変化 意識の変化にとどまらず、実際の来場や接触、サービ
スの利用等につながっているかどうかを把握する。

・○○施設の年間来場者数○人
・接触機会の増加（「1年以内に○○について接する機会があっ
た」と答えた者の割合〇％）
・サービス利用率（電子申請率○％）
・○○制度の社会全体における定着状況について、各人における認
知・理解度の向上のほか、事業者における体制整備・運用状況等を
基に複合評価[定性]

STEP3 実例 アクティビティ｜1. 広報・普及啓発指標等の参考例STEP1 STEP2



STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的 我が国の経済・社会の強靭性や魅力に関する対外発信を強化し、国際社会における我が国への理解や好感度の向上を図るため、戦略
的国際広報を行う。

現状・課題
最近の我が国の領土・主権を取り巻く厳しい情勢等を踏まえて、各国知識層等に対し、事実関係に関する正しい認識と我が国の基本的
立場や政策等に関する理解を促進する必要がある。また、地方経済を含む日本経済の再生・活性化に向けて、日本企業等のグローバル
な活動を推進するとともに、我が国への投資を促進するため、各国企業経営層等に対し、我が国の経済政策等への理解と支持を得てい
く必要がある。

事業の概要

北陸地方をはじめとする地方の魅力や成長力に資する投資促進等に係る対外発信を強化し、対日理解、好感度やプレゼンスの向上を
目指す。
①国際メディア及び国内英字メディアを活用した記事・動画・番組等の制作及び発信
②オウンド動画の制作又は再編集
③オウンド動画のYouTubeを活用したデジタル広告への出稿

アクティビティ
様々な広報手段を用いて、国際社会において我が国の基本的立場や政策等に関する理解の浸透を図るとともに、地方経済を
含む日本経済の再生・活性化に向けて我が国の国益の増進に資するよう、対日理解・好感度を向上させる戦略的・機動的な
国際広報を実施する。

アウトプット
目標 各種の広報手段を用いた国際広報の実施(1) 各種の広報手段を用いた国際広報の実施(2)

指標 記事・動画制作等本数 動画視聴回数(平均)

↓ 知識層をはじめとした各国の意思決定層を訴求対象とし、各種広報手段を用いて国際広報を実施することで、我が国の好感
度や政策理解度の維持・向上につなげている。

短期アウトカム
目標 広報物閲覧後における米国知識層の我が国に対する好感度

指標 任意抽出した広報素材の閲覧による対日好感度の変化（海外有識者インタビュー）

↓ 知識層をはじめとした各国の意思決定者層を訴求対象とし、各種の広報手段を用いて国際広報を実施することで、我が国の
好感度や政策理解度の維持・向上につなげている。

長期アウトカム
目標 米国知識層の我が国に対す

るイメージ
米国知識層の我が国に対す
る好感度80％

米国知識層の我が国に対す
るイメージ

米国知識層の我が国に対す
る好感度80％

指標 対日イメージ評価（海外有
識者インタビュー）

米国知識層の我が国に対す
る好感度（％）

対日イメージ評価（海外有
識者インタビュー）

米国知識層の我が国に対す
る好感度（％）
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• STEP 2
受容者の声を代弁する者（有識
者）から効果を把握（インタ
ビュー）

受容者の声を代弁する者として、海
外有識者へのインタビューを行い、
広報を行った後の米国知識層の好感
度・イメージの変化を定性的に把握
している。

• STEP 2
訴求対象（ターゲット）にリーチ
できているかを把握

訴求対象（ターゲット）を主に米国
知識層としているところ、目標・指
標共に米国知識層の好感度等に絞っ
て設定することで、事業の効果をよ
り正確に把握している。

アクティビティ｜1. 広報・普及啓発STEP3 指標等の参考例

戦略的広報経費（国際）-内閣府-＜政府・省庁全体の広報に係る事例＞

レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/92049580-bc71-4c8f-831f-fd8003903e39

誰に、何を知ってもらい、どのよう
な意識・行動の変化を促す必要があ
るのかを整理している。

STEP1 STEP2 実例

https://rssystem.go.jp/project/92049580-bc71-4c8f-831f-fd8003903e39
https://rssystem.go.jp/project/92049580-bc71-4c8f-831f-fd8003903e39
https://rssystem.go.jp/project/92049580-bc71-4c8f-831f-fd8003903e39
https://rssystem.go.jp/project/92049580-bc71-4c8f-831f-fd8003903e39
https://rssystem.go.jp/project/92049580-bc71-4c8f-831f-fd8003903e39
https://rssystem.go.jp/project/92049580-bc71-4c8f-831f-fd8003903e39
https://rssystem.go.jp/project/92049580-bc71-4c8f-831f-fd8003903e39
https://rssystem.go.jp/project/92049580-bc71-4c8f-831f-fd8003903e39
https://rssystem.go.jp/project/92049580-bc71-4c8f-831f-fd8003903e39


STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

受益者の意識・行動の変化により、何を
目指すのかを整理している。

STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的 外交分野における戦略的対外発信の重要性が高まる中、サンパウロ、ロンドン、ロサンゼルスの３都市において、日本の多様な魅力や様々な政策・取組の発信を行うこと
により、これまで必ずしも日本に関心がなかった人々を含む幅広い層を惹きつけた上で、親日派・知日派の裾野の一層の拡大をはかる。

現状・課題

近隣国の積極的な広報活動の強化を受け、諸外国の国民の対日理解及び親日感を醸成する戦略的対外発信が重要との認識を踏まえ、国際世論の形成に与える影
響力、地域バランス、対日関係などを勘案し、サンパウロ、ロンドン、ロサンゼルスの３都市に戦略的対外発信拠点としてのジャパン・ハウスを平成29年度から30年度にかけ
て開館した。
現在、ジャパン・ハウス３拠点は企画展示等により多くの来館者（令和7年４月末時点の累計来館者数約750万人）を惹きつけ、現地の主要文化施設として定着して
いる。
また、「幅広い層に対し、親日派・知日派の裾野の一層の拡大」という本事業の目的をより的確に捉えるために、ジャパン・ハウス事業の成果を客観的かつ定量的に測る指
標として最重要である「来館者数」を補強すべく、来館者の認識変容・行動変容の把握に務めた。

事業の概要

これまで必ずしも日本に関心がなかった人々を含む幅広い層に対し、「日本を知る衝撃を世界へ」を標語として、コンテンツホルダー、企業、関係省庁、地方公共団体、独
立行政法人等と連携して日本の多様な魅力や様々な政策・取組を発信している。
主な発信形態は企画展（拠点事務局が独自に企画する「現地企画展」と日本で公募・審査を行い３拠点を巡回する「巡回企画展」）である（他には、講演・セミナー
（含むウェビナー）、ワークショップ、書籍・ウェブ・SNS、物販・飲食などの発信形態をとっている。）。
発信する主な内容は、伝統文化・芸術、科学技術、自然、建築、食、デザイン等を含む日本の多様な魅力であるが（他には、領土保全、歴史認識、安全保障を含む
様々な日本の政策・取組を発信している。）、サンパウロでは特に現代アートや科学技術を扱うコンテンツが、ロンドンでは特に伝統工芸や地方の魅力を扱うコンテンツが、
ロサンゼルスでは特に日本映画及び食文化等に関するコンテンツが、それぞれ人気を博している。

アクティビティ
※一部省略

サンパウロを中心とするブラジル（及び周辺国）のこれまで必ずしも日本に関心がなかった人々を含む幅広い層を惹きつけ、親日派・知日派の裾野の一層の拡
大をはかるために、「ジャパン・ハウス サンパウロ」において、日本の多様な魅力や様々な政策・取組を発信する企画展等を実施する。

アウトプット
目標 サンパウロを拠点とした企画展の実施

指標 大型企画展示の実施状況＜その他備考欄：別表１展示概要説明＞

↓
これまで必ずしも日本に関心がなかった人々を含む幅広い層を惹きつけるためには、まずジャパン・ハウスの企画展を紹介・評価するメディア掲載（フォロワー等を
主な対象とするSNSによる発信よりも広く一般を対象とするメディアの意味）を実現し、それによって日本及び「ジャパン・ハウス サンパウロ」の認知度が向上する
ことが必要と考えられるため、短期アウトカム（１）として設定した。なお、「訴求力」の大きなメディア掲載は来館者の増加にも大きな効果を有している。

短期アウトカム

目標 「ジャパン・ハウス サンパウロ」で実施する企画展等により、日本及び「ジャパン・ハウス サンパウロ」の認知度を向上させる

指標 「ジャパン・ハウス サンパウロ」の企画展等に係るメディア掲載状況＜その他備考欄：別表２代表的報道＞

出典
現地の主要文化施設として定着しつつある「ジャパン・ハウス サンパウロ」の企画展等の発信事業については、過去数年、現地で安定的なメディア掲載が実現
できている。なお、別表２にあるとおり、現地メディアに加えて時に日本の大手メディアにおいて取り上げられることもある。
出典：仕様書において受託者の義務として課されている令和６年度の重要業績評価指標（ＫＰＩ）調査

↓
これまで必ずしも日本に関心がなかった人々を含む幅広い層を惹きつけるためには、ためには、「ジャパン・ハウス サンパウロ」で実施する企画展等及びそれらを紹
介・評価するメディア掲載を見た人々が来館することで、インパクトのある形（＝五感）で日本を感じて知ってもらう必要があると考えられるため、短期アウトカム
（２）として設定した。

中期アウトカム
目標 「ジャパン・ハウス サンパウロ」への来館者数を増加させる。

指標 年間施設来館者数

↓
本事業の目的である「親日派・知日派の裾野の一層の拡大」に重要な来館がどう寄与しているかを捉えるには、来館者の認識変容・行動変容を把握すること
が有益であることから、長期アウトカムとして設定した。
令和５年３月から、３拠点同時に、来館者の認識変容・行動変容を把握するためのアンケート開始したことを踏まえ、令和６年４月から、３拠点に関して、
アンケート項目のうち行動変容に係るもの３つを試行的にKPIに追加した。

長期アウトカム

目標 「ジャパン・ハウス サンパウロ」で実施する企画展等の発信により、親日派・知日派の裾野の一層の拡大をはかる

指標 「ジャパン・ハウス サンパウロ」への来館者の認識変容・行動変容（定性的及び一部定量的）

理由等
「親日派・知日派の裾野の一層の拡大」を定量的に測定できる定義がない上、来館者の認識変容・行動変容は個々の来館者により大きく異なるため。なお、
アンケート項目のうち客観的な事実関係を把握しやすい行動変容については試行的に令和６年度からKPI項目に追加した。
出典：来館者の認識変容・行動変容を測るアンケート結果（令和５年３月から導入）、令和６年度KPI

誰に、何を知ってもらい、どのような
意識の変化を促す必要があるのかを整
理している。

指標等の参考例

• STEP 2
段階を刻んで効果を把握

アウトプット～長期アウトカムにおい
て、発信側から受容側に視点を移しつ
つ、受容側の認識・行動が変化するま
でのフローを刻んで段階的に指標を設
定している。
① 情報を発信し（アウトプット）
② どれだけ認知され（短期）
③ どれだけ来館し（中期）
④ 認識・行動変容したか（長期）

• STEP 2
メディア掲載状況を質で評価

どれだけ掲載されたかという「量」の
観点だけでなく、どのように取り上げ
られているかといった「質」の観点で、
企画展等の掲載状況を評価している。

• STEP 2
受容者の主観から効果を把握
（アンケート）

アンケートを用いて、受容者（来館
者）の主観から認識・行動変容を定把
握している。
なお、基本的には定性的に把握しつつ
も、客観的な事実関係を把握しやすい
行動変容は定量的に把握するといった
工夫を行っている。

アクティビティ｜1. 広報・普及啓発

「ジャパン・ハウス」運営関連経費-外務省-＜運営施設等の広報に係る事例＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/b2fcda7e-d1a7-4fa9-83fe-fd178f448bba
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STEP3STEP1 STEP2 実例

https://rssystem.go.jp/project/b2fcda7e-d1a7-4fa9-83fe-fd178f448bba
https://rssystem.go.jp/project/b2fcda7e-d1a7-4fa9-83fe-fd178f448bba
https://rssystem.go.jp/project/b2fcda7e-d1a7-4fa9-83fe-fd178f448bba
https://rssystem.go.jp/project/b2fcda7e-d1a7-4fa9-83fe-fd178f448bba
https://rssystem.go.jp/project/b2fcda7e-d1a7-4fa9-83fe-fd178f448bba
https://rssystem.go.jp/project/b2fcda7e-d1a7-4fa9-83fe-fd178f448bba
https://rssystem.go.jp/project/b2fcda7e-d1a7-4fa9-83fe-fd178f448bba
https://rssystem.go.jp/project/b2fcda7e-d1a7-4fa9-83fe-fd178f448bba
https://rssystem.go.jp/project/b2fcda7e-d1a7-4fa9-83fe-fd178f448bba


まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

どのような人材に、どのような研修を実施するのか。また、研修を受講した人（受講者）には、研修により向上
した能力・スキルをいかして、どのように世の中に貢献することを期待するのか（解決したい社会課題は何か）、
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「○○の能力向上のため」に研修していると表現するのではなく、

① そもそもどのような社会的・組織的課題があり、それを解決するために、どのような能力・スキルを持った

人材が必要なのか

② どのような人材に、どのような研修を実施するのか（受講してほしいのか）

③ 研修を受講した後、受講者にどのような活躍を期待するのか

を表現すると、取組の狙い、すなわち研修・人材育成によって目指すべき姿を関係者間で共有できる
31

現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例

解決したい
社会課題

研修・人材育成 受講者
能力・スキル発揮社会課題へ

の対応

アクティビティ｜２．研修・人材育成
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アクティビティ｜２．研修・人材育成

研修の修了

短期アウトカム

研修の実施
・受講

アウトプット

能力・スキルの
獲得・向上

中期アウトカム

能力・スキル
発揮

長期アウトカム①

能力・スキル
発揮（持続）

長期アウトカム②

研修・人材育成

アクティビティ

ニーズを踏まえて
研修を実施できて
いるかを把握

例) ○○に従事する
専門人材の受講人数
（受講してほしい人
材へリーチできてい
て、実際に受講され
ているか）

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

事業の目的を達成
するために目指す
研修の成果を把
握・検証できる指
標を設定し、研修
が順調に進捗して
いるかをモニタリ
ング

例1) 研修の修了者数
（率）
例2) 研修の受講継続
率

研修を受講したこ
とでどのような効
果があったのかを
把握
※ 効果が現れるまで
に時間を要する能
力・スキルもある

例) 研修修了者のう
ち○○業界へ就職し
た者の割合○％

研修の効果が定着
しているか（持続
しているか）を把
握

例1) 受講後、専門業
務において研修内容が
役に立ったと回答した
者の割合○％
例2) 研修受講後○年
後の業界への定着率

研修のメニュー・
対象ごとに効果発
現経路を設定

例) 映画業界におけ
る人材育成を行う場
合、
(1)映画作家を育成す
る研修、
(2)映画スタッフを育
成する研修のメ
ニューごとに効果発
現経路を設定

研修により必要な
能力・スキルが身
についているかを、
客観的なデータだ
けでなく、受講者
視点（受益者の主
観）から事業の効
果を把握する

例1) 修了テストの点
数
例2) 研修の理解度や
満足度（アンケー
ト）
※ アンケートを実施
する際には、データ
収集のコストも勘案
しながら事業の効果
を把握すること

アウトプット・短期アウトカムには、
事業が順調に狙った効果に向かって進ん
でいるか、異変が生じていないかを初期
の段階で発見する「炭鉱のカナリア」と
しての役割が期待されるため、
改善につなげるために有効な指標を設定
することを意識する

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された
効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定するSTEP 2

現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策
目的を共有する
政策手段と合
わせて実現する

効果を含む

STEP１

で整理STEP１

で整理
: レビューシートの該当する記載欄



アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱の
カナリア）をモニタリングし、対象に望ましい
変化が見られない場合にはボトルネックを見つ
け解消する（交付要綱や実施要領の見直し、広
報・周知の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もあ
るが、まずは事業を広く認識してもらい使って
もらうといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも
見て課題・ボトルネックを捉える必要がある。
必要に応じて事業メニューの見直し、対象の絞
り込みなどを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く
状況の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえ
た最適な政策オプションを検討

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質

を改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極め、フェーズに沿って点検・改善する

来年度昨年度

改善策の検討

改善の方向性

自己点検・外部点検

点検
結果

目標年度における
効果測定に
関する評価

公開
プロセス

外部有識者
による点検

モニタリング・
効果測定

点
検
改
善
の
ポ
イ
ン
ト

事業所管部局の「意
思」が反映されたロ
ジックモデル(STEP2で
作成)に沿って、事業
の実質的な効果を測る
ことで適切な効果測定
ができる

※事業の性格を踏まえ
て設定した指標を踏ま
えて効果測定を行うこ
とが重要
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アクティビティ｜２．研修・人材育成

受講者数・修了率などの低下がみ
られる場合には、ニーズの変化や、
事業のターゲットへリーチできて
いないボトルネックを解消する方
策を検討する

研修の募集方法、実施時期、実施
回数の見直し等、事業の改善につ
なげる

Ａction!

客観的な数値（能力・スキルの向
上）に基づく効果の把握や受益者
からのフィードバックに基づき、
研修・人材育成が目論見どおり進
展しているかを複層的な視点でモ
ニタリング／評価する

研修内容の見直し等の事業の改善
につなげる

研修・人材育成が就労・スキルの
発揮につながっているかを把握し、
事業の最終目的の達成状況を評価
する

研修自体の要否の検討や別の事業
の実施の検討といった大規模な事
業の見直しにつなげる

Ｃheck!フェーズ①

D
P

C
A

D
P

C
A

D
P

C
A

毎年の点検

Ｃheck!フェーズ②

Ｃheck!フェーズ③

Ａction!

Ａction!

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

: レビューシートの該当する記載欄

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと
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STEP3 実例 アクティビティ｜２．研修・人材育成

記載欄 評価の観点 参考例

研修の実施
・受講

「アウトプット」
「アウトカム」

欄に記載

研修が受講されているか（受講してほしい人材は集
まっているか）どうかを把握する。

・○○に従事する専門人材の受講人数
・離職していた専門人材の受講者数
・希望者全員が受講できているか[定性]

「現状・課題」
「アウトプット」
「↓つながり」

欄に記載

研修が必要な人材にリーチできるよう行っている苦
労・工夫・努力を記載する。

・受講者の属性やレベル（入門編、演習編、活用編）に応じた研
修・講座を実施している
・研修を対面・オンラインのハイブリッドで実施。対面での講座
は、よりニーズの高い地域等で重点的に開催している
・労働市場の動向や求められる人材像の変化を踏まえてカリキュ
ラムを見直している

研修の修了 「アウトカム」
欄に記載

研修が順調に進捗しているか、異変が生じていない
かを初期の段階で把握する。

・○○研修の修了者数（率）
・○○プログラムの受講継続率

能力・スキル
の獲得・向上
（対象者の主観）

アンケート調査等から理解度・満足度を把握する。
※定量的に把握できる質問事項だけでなく、「どのような
内容の研修を求めるか」等、自由記述での回答結果を事業
改善にいかすことも重要である。

・研修内容を実務で活用したと回答した者の割合
・研修が今後の○○に役立つと回答した者の割合
※このほか、どのような支援機会があれば活用したいか、研修において
求めるサポートはあるか等について自由記述で聞き、それらの回答結果
も踏まえて、事業の改善にいかしている

能力・スキル
の獲得・向上
（客観的データ）

研修で得られた知見の程度を把握する。 ・習熟度テスト平均点○点以上
・講座を通じた○○資格取得者数（率）

能力・スキル
発揮

研修を受講したことでどのような効果があったのか
を把握する。
※効果が現れるまでに時間を要する能力・スキルもある
（数年後の効果発現を期待して実施される研修もある）こ
とに留意が必要である。

・○○支援員のうち○○資格保有者○％
・研修修了者のうち○○業界へ就職した者の割合○％
・再就職希望者に占める就職決定者の割合○％
※研修以外の取組として関係業界団体等と連携し、研修受講者がより再
就職できるような努力を行っている
・コンクールや賞の受賞人数、○○業界でデビューした人数

能力・スキル
発揮（持続）

研修を受講したことで得られた効果が持続している
かを把握する。

・受講後、専門業務において研修内容が役に立ったと回答した者
の割合○％
・研修受講後○年後の業界への定着率

STEP2STEP1 指標等の参考例



令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的 深刻化するサイバー空間の脅威に対応するため、捜査に関する知識と情報通信技術に関する知識の両方を持った人材を組織的かつ体系的に育成し、都
道府県警察全体の対処能力の強化を図るもの。

現状・課題
サイバー空間の公共空間化が進む中、ランサムウェア被害及びインターネットバンキングに係る不正送金被害は依然として高水準で推移している。また、国家

を背景に持つサイバー攻撃事案が発生していることに加え、あらゆる犯罪でサイバー空間が悪用されるなど、サイバー空間をめぐる脅威は極めて深刻な状況に
あり、サイバー部門のみならず全部門の捜査員のサイバー捜査能力向上が必要不可欠となっている。

事業の概要
警察大学校において、人材育成基盤装置を活用した仮想空間における実践的な訓練を含む教養を行うほか、高度な民間トレーニングを活用することによ

りサイバー人材の高度化を図る。さらに、民間の知見を活用した全国規模専科で情報通信技術を中心とした教養を実施してサイバー人材の対処能力の底
上げを図るとともに、サイバー事案対処能力検定の実施を通じて人材育成に合わせて人材管理を徹底し、人的基盤の強化を図る。

アクティビティ
※一部省略

サイバー捜査官に必要なサイバー事案対処手法の習得

アウトプット 目標 サイバー捜査実務に係る専科における教養の実施

指標 サイバー捜査実務に係る専科における入校者数（のべ人数）

↓ サイバー捜査実務に係る専科修了時の効果測定試験の結果から、同試験の平均点が目標値（60点）に達しているかを成果指標とすること
で、当該専科における教養効果を測定する。

短期
アウトカム

目標 サイバー捜査実務に係る専科による知識・技術の向上

指標 サイバー捜査実務に係る専科各期平均点の平均値

↓ サイバー捜査実務に係る専科修了時のアンケート調査に基づき、入校者本人による教養内容の評価を成果実績とすることで、当該専科の教
養内容の質、実用度を検証し、次期専科等における教養内容を検討するための材料とする。

中期
アウトカム

目標 サイバー捜査実務に係る専科修了時のアンケート調査に基づく教養内容の質の向上

指標 －

成果実績 サイバー捜査実務に係る専科修了時のアンケートを実施した結果、受講者の理解度・満足度ともに高く講義内容の良かった点（サイバーレン
ジを使った捜査演習等）に関する感想があった一方で、サイバーレンジの使用時間の拡張や想定などのコンテンツの充実等の要望も把握した。

↓
サイバー捜査実務に係る専科修了者のうち一定期間サイバー部門の業務を経験した職員に対する追加アンケート調査に基づく、入校者本人
による実際の業務経験を踏まえた教養内容の評価と、同専科修了者が属する所属長等に対して年１回実施するアンケートに基づく、組織が
必要とする知識・技術と当該専科の教養内容の合致度合い等の評価を成果実績とすることで、当該専科の教養内容の質、実用度を検証し、
次期専科等における教養内容や当該専科全体の教養方針を検討するための材料とする。

長期
アウトカム

目標 サイバー捜査実務に係る専科修了者のうち一定期間サイバー部門の業務を経験した職員に対する追跡アンケート調査及び同専科修了者の
所属長等に対するアンケート調査に基づく教養内容の質の向上

指標 －

成果実績

専科修了者のうち一定期間サイバー部門の業務を経験した職員に対してアンケートを実施した結果、専科において教養を受けた内容（サイ
バーレンジを使った捜査演習・事案対処訓練、マルウェアなど不正プログラムの解析手法等）が実務においても役立った旨の回答があった一方、
①暗号資産捜査要領、②スマートフォンに対する高度な解析手法に関する教養の充実の要望を把握した。また、所属長等に対するアンケート
調査を実施した結果、「専科で習得した知識・技能を活かして、より的確に事案に対処できている」などの意見が多く、概ね組織が必要とする
知識・技術の習得に資する教養内容となっているものと評価できる一方、より多くのサイバー人材を育成するために専科の開催時期や入校割り
当て人員の見直しをしてほしい旨の要望を把握した。

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)
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アクティビティ｜２．研修・人材育成

• STEP 2
ターゲットを絞って事業を実施

受講対象者（ターゲット）をサイバー捜
査実務に係る専科に絞っており、受講し
てほしい人に絞った事業展開を行ってい
る。

• STEP 2
受講者の主観から効果を把握
（アンケート）

アンケートを用いて、受講者の主観から
研修の有用度やその後の効果を把握して
いる。

• STEP 2
受講者の声を代弁する者（所属長
等）から効果を把握（アンケー
ト）

受講者だけでなく受講者が所属する所属
長等にもアンケートを行い、より事業の
改善に参考となる情報を得るよう工夫を
している。

• STEP 2
一定期間後の効果を把握

研修修了後、一定期間業務を経験した受
講者にアンケートを行うことにより、研
修の内容がその後定着したか（実務にお
いて役に立ったか）を把握している。

サイバー空間における脅威への対処に係る人材育成-警察庁-＜内部に向けた研修・人材育成に係る事例＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/15e5d561-541e-4cc9-9aed-329d7d51b980

STEP3 指標等の参考例STEP1 STEP2 実例

どのような社会課題があり、誰が、どの
ような能力・スキルを獲得する必要があ
るのかを整理している

https://rssystem.go.jp/project/15e5d561-541e-4cc9-9aed-329d7d51b980
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https://rssystem.go.jp/project/15e5d561-541e-4cc9-9aed-329d7d51b980
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https://rssystem.go.jp/project/15e5d561-541e-4cc9-9aed-329d7d51b980
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https://rssystem.go.jp/project/15e5d561-541e-4cc9-9aed-329d7d51b980
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• STEP 2
ターゲットを絞って事業を実施

受講対象者（ターゲット）を若手映画作
家、映画制作に関わるスタッフに絞って
おり、受講してほしい人に絞った事業展
開を行っている。

令和7年度行政事業レビューシート
事業の目的 日本映画の振興のため、日本映画の魅力を維持・向上していく上での基盤整備としての人材育成、多様で、優れた映画が継続的に生み出されるための製作

支援、日本映画の魅力発信に向けた海外展開、を行うことにより、日本映画の持続的な創造サイクルの確立を目指す。

現状・課題

・2024年の興行収入は前年比105.1%と伸びている。若年層向けの作品が高収益を上げている一方で、中規模作品の収益はコロナ禍以前に戻りきっておら
ず、一部の高収益作品が全体の興行成績を支えている状況。
・「映画の振興施策に関する検討会議」報告書（平成29年）においては、日本映画の更なる発展に向けた課題について以下のとおり整理。
【人材育成】日本映画の魅力を維持・向上していく上での基盤整備として重要。中長期的視野に立った人材育成への投資は、個社レベルでは限界。
【製作支援】日本映画の持続的な発展の観点からは、多様性ある映像作品が継続的に生み出される必要。興行的な成功を優先すると切り捨てられがちな

ストーリーや表現の育成といった観点も重要な視点。
 【国際発信】中長期的視点に立てば、我が国人口の減少に伴い、市場そのものが縮小していくことが懸念。魅力的な作品作りを維持・強化 していくためには
海外市場を含めたマーケットの拡大を図る必要。

事業の概要

上記の目的を達成するため、
①人材育成：若手映画作家等がワークショップ等を通じて技術・知識を習得できる機会の提供や、映画製作現場における学生の実習受け入れの支援を行う。
②創造：日本映画の製作や海外との国際共同製作への支援を行う。
③発信・海外展開・人材交流：日本映画の海外発信に向けた海外映画祭等への出品支援や、日本映画の海外展開の強化、海外発信力のある国際的
な映画祭への支援を行う。

アクティビティ
※一部省略

①若手映画作家等に本格的な映画製作に必要な技術・知識の習得の
機会を集中的に設けるとともに、学んだ技術・知識を実際の短編映画作
品等の製作を通して実践する場を提供する。

②映画製作者や映画関係の教育機関等との連携体制の下、学生等に
インターンシップとして製作現場での実践的な実習等の機会を提供する。

アウトプット
目標 短編映画作品等の製作実地研修への参加 映画製作現場における各職種の実地研修への参加
指標 製作実地研修における研修者数 映画製作現場における各職種の実地研修者数

↓

製作実地研修参加者を対象にフォローアップアンケートを実施し、実地研
修の内容が研修参加者のその後の作品製作に活かされるものとなっている
かを測ることで、本事業が若手映画作家等の育成に効果的に機能してい
るかどうかを確認するため、「製作実地研修参加者を対象としたフォローアッ
プアンケートにおいて、本研修が今後の作品製作に役立つと回答した者の
割合」を短期アウトカムとして設定した。

本事業の目的として、実地研修参加者にプロの映画制作現場において必
要とされる知識・技術等を習得させ、映画制作に関わる優秀なスタッフを
持続的に育成することを企図していることから、効果発現の初期段階として、
まずは、研修参加者が制作の現場で活躍する素地として映画製作関連
業務へ従事することを初期アウトカムとして設定した。

短期アウトカム

目標 実地研修の内容が研修参加者の作品製作に活かされる。 実地研修参加者が映画製作関連業務へ従事する

指標
製作実地研修参加者を対象としたフォローアップアンケートにおいて、本研
修が今後の作品製作に役立つと回答した者の割合（本研修が今後の作
品製作に役立つと回答した人数/研修参加者数）

研修後の映画製作関連業務への従事率（研修を受講した者のうち当該
年度に卒業して業界に従事した者の数/研修を受講した者のうち当該年
度に卒業した者の数）（直近3年の平均値を目標値とする）

↓
若手映画作家等から国内外映画祭の受賞者等が輩出されるなど、日本
映画の活性化に資する素地として、短編映画作品等の製作実地研修に
参加した若手映画作家等が多様で優れた日本映画を製作し、継続的に
商業長編映画監督としてデビューすることを長期アウトカムとして設定した。

映画制作に関わる優秀なスタッフが育成され、制作の現場において継続
的に活躍することで、我が国の映画文化の振興と映画産業の活性化が図
られる素地として、映画製作関連業務へ就業した研修修了生の業界定
着状況を長期アウトカムとして設定した。

長期アウトカム

目標 短編映画作品等の製作実地研修に参加した若手映画作家等が継続的
に商業長編映画監督としてデビューする。 優秀なスタッフが映画製作の現場において継続的に活躍する。

指標
短編映画作品等の製作実地研修に参加した若手映画作家等が商業長
編映画監督としてデビューし、公開された作品数（直近３年の平均値を
目標値とする。）

映画製作関連業務へ就業した研修修了生の業界定着状況（直近３
年の平均値を目標値とする）

出典

若手映画作家等の育成事業（短編映画製作等を通じた若手映画作
家人材育成）実績
※過年度における実地研修修了者に対して研修後の活動内容（新たな
監督作品の公開等）に関するフォローアップを実施し、事業の成果の継続
的な把握を図っている。

「学生のインターシップを通じた映画スタッフ人材育成事業」実績
※本指標については令和５年度以降において定着状況を測定している。
具体的には、研修受講の５年後に、就業した研修修了生に対してフォ
ローアップアンケートを行うことにより、業界への定着状況を把握している。

アクティビティ｜２．研修・人材育成

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

• STEP 2
対象者ごとに効果発現経路を設定

研修の対象ごと（①若手映画作家等、②
学生等（映画制作に関わるスタッフ））
に効果発現経路を設定し、事業全体で得
られた成果を的確に把握している。

• STEP 2
受講者の主観から効果を把握（ア
ンケート）

アンケートを用いて、受講者の主観から
研修の有用度を把握している。

• STEP 2
一定期間後の効果を把握

研修受講の５年後に、研修修了生にフォ
ローアップアンケートを行うことにより、
研修を受講した結果業界へ定着している
か（映画製作関連業務で従事し続けてい
るか）を把握している。

日本映画の創造・振興プラン-文部科学省-＜外部に向けた研修・人材育成に係る事業＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/e8fce340-7634-499a-a1cf-caba9da2680f

36

STEP3 指標等の参考例STEP1 STEP2 実例

データも使い、解決すべき具体的な社会
課題を整理している。
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令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的
国・地方公共団体等の職員を対象に、統計研修を実施することで、統計作成の中核を担う統計人材の育成を目的とする。また、データサイエンス・オンライン
講座や政府統計データの利活用に関するセミナーの実施を通じて、官民問わずデータサイエンスに関する人材の育成と国民や事業者によるデータの適切な利
用を推進し、統計調査に対する国民の理解増進及び統計調査に対する協力意識の醸成を図り、正確な統計の作成に資することを目的とする。

現状・課題

①国・地方公共団体等の職員向けの講座について、オンライン講座の拡大により、年間修了者数が１万人を超える規模となっている。統計人材の育成のため
に継続的な取組を進め、修了者数を安定的に確保する必要がある。
②国民や事業者の統計リテラシ－の向上、統計調査に対する国民の理解増進及び協力意識の醸成のためには、不断の取組が必要であり、データサイエンス・
オンライン講座を継続的に開講する必要がある。また、民間における政府統計データの利活用状況に関する調査によると、政府統計データの利用率、認知率
が低い状況となっていることから、民間企業の社会人に政府統計データの有用性を認知してもらうための取組を推進する必要がある。

事業の概要

①国・地方公共団体等の職員を対象に、統計研修を実施。なお、実施形態は、集合研修に加え、研修のライブ配信や、eラーニング形式のオンライン研修が
あり、ICTを活用した研修を拡充し、広く受講しやすい研修を実施している。②統計リテラシー向上の取組として、社会人・大学生を対象に、"データサイエンス"
力の高い人材育成のため、誰でも無料で学べるオンライン講座を提供している。なお、データ分析の基本的な知識、実践的なデータ分析の手法、統計オープン
データの活用について、それぞれ、「入門編」、「演習編」、「活用編」として、毎年度、順次開講している。また、民間企業の社会人を対象にビジネスで役立つ
データ利活用に関する統計の知識及び政府統計データの利活用に関するセミナーを実施している。なお、実際のビジネスシーンを想定したデータ分析演習やグ
ループワーク等を行っている。

アクティビティ ①国・地方公共団体等の職員を対象とした統計研修の実施

②データサイエンス・オンライン講座（入門編、演習編、活用編）を経常的
に実施することにより、広く国民に対し、データサイエンスを学習する環境を提
供するとともに民間企業の社会人を対象とした政府統計データの利活用に
関するセミナーを開催する。また、分析事例の経年劣化等に対応すべく、ニー
ズに応じた講座のリニューアルを実施する。

アウトプット
目標 国・地方公共団体等の職員を対象とした統計研修の提供 データサイエンス・オンライン講座等の実施

指標 統計研修講座数 オンライン講座（本開講）及びセミナーの実施回数

↓
一定規模での研修を実施するため、国・地方公共団体等の職員を対
象とした統計研修の講座数を安定的に確保しつつ、国・地方公共団
体等の職員を対象とした統計研修の受講者数を短期アウトカムの成果
目標として設定した。

データサイエンス・オンライン講座及び民間企業の社会人を対象とした政府統
計データの利活用に関するセミナーを受講することで、統計リテラシーの向上が
図られると考えられるため、その受講者数を短期アウトカムの成果目標として
設定した。

短期アウトカム 目標 国・地方公共団体等の職員を対象とした統計研修の受講者数の確保 国民の統計リテラシーの向上
指標 統計研修受講者数 データサイエンス・オンライン講座（本開講）及びセミナーの受講者数

↓

短期アウトカムの成果目標として設定した国・地方公共団体等の職員
を対象とした統計研修の受講人数を安定的に確保しつつ、研修に対す
る満足度及び理解度の向上が受講者の途中離脱の減少に資すると考
えられるため、国・地方公共団体等の職員を対象とした統計研修の満
足度及び理解度の向上を中期アウトカムの成果目標として設定した。

オンライン講座及びセミナーの受講を通じ、統計調査に対する国民の理解増
進及び統計調査に対する協力意識の醸成を図ることで、正確な統計の提
供につながり、データの利活用の推進に資することとなると考えられるため、統
計調査への理解度を成果目標に設定した。

中期アウトカム 目標 国・地方公共団体等の職員を対象とした統計研修の満足度及び理解
度の向上

統計調査に対する国民の理解増進及び統計調査に対する協力意識の醸
成

指標 研修受講者の満足度及び理解度 統計調査への理解度

↓

中期アウトカムの成果目標として設定した国・地方公共団体等の職員
を対象とした統計研修の満足度及び理解度の向上により、受講者の
途中離脱者が減少し、統計人材の育成が計られるため、国・地方公
共団体等の職員を対象とした統計研修の修了登録を長期アウトカムの
成果目標として設定した。

データサイエンス・オンライン講座やセミナーの受講者を増加させるとともに、理
解度の向上を図ることで、統計リテラシーの向上、統計調査に対する国民の
理解増進及び統計調査に対する協力意識の醸成が図られる。
これらの取組により、データサイエンスに関する人材の育成と国民や事業者に
よるデータの適切な利用と推進が計られるため、オンライン講座を受講し一定
の修了条件を満たした者及びセミナーを受講した者を成果目標として設定し
た。

長期アウトカム 目標 国・地方公共団体等の職員の統計人材の育成 データサイエンス人材の育成
指標 －（現場での活用事例等を収集し、実態把握を行い、将来的な定量指標の設定を検討する。）

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

アクティビティ｜２．研修・人材育成

• STEP 2
対象者ごとに効果発現経路を設定

• STEP 2
事業がうまく回っているかを確認
するため「炭鉱のカナリア」を
設定

一定規模の研修を実施するため、まずは
講座数を安定的に確保（アウトプット）
した上で、受講者が集まっているか（短
期アウトカム）を把握することにより、
事業が順調に進捗しているかを初期の段
階で確認している。

• STEP 2
ターゲットを絞って事業を実施

受講対象者（ターゲット）を国・地方公
共団体等を対象にした研修、民間企業の
社会人等を対象にした研修に分けており、
受講してほしい人を明確に分けた事業展
開を行っている。

• STEP 2
受講者の主観から効果を把握
（アンケート）

アンケートを用いて、受講者の主観から
研修の有用度を把握している。

統計人材確保・育成事業-総務省-＜内部・外部に向けた研修・人材育成に係る事例＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/bbd796c6-8c40-4107-b972-f21189f37f96
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STEP3 指標等の参考例STEP1 STEP2 実例

受講者がどう世の中に貢献することを期
待しているのかを整理している。

研修の対象ごと（①国・地方公共団体等
の職員、②民間企業の社会人等）に効果
発現経路を設定し、事業全体で得られた
成果を的確に把握している。

どのような社会課題があり、誰が、どの
ような能力・スキルを獲得する必要があ
るのかを整理している。

https://rssystem.go.jp/project/bbd796c6-8c40-4107-b972-f21189f37f96
https://rssystem.go.jp/project/bbd796c6-8c40-4107-b972-f21189f37f96
https://rssystem.go.jp/project/bbd796c6-8c40-4107-b972-f21189f37f96
https://rssystem.go.jp/project/bbd796c6-8c40-4107-b972-f21189f37f96
https://rssystem.go.jp/project/bbd796c6-8c40-4107-b972-f21189f37f96
https://rssystem.go.jp/project/bbd796c6-8c40-4107-b972-f21189f37f96
https://rssystem.go.jp/project/bbd796c6-8c40-4107-b972-f21189f37f96
https://rssystem.go.jp/project/bbd796c6-8c40-4107-b972-f21189f37f96
https://rssystem.go.jp/project/bbd796c6-8c40-4107-b972-f21189f37f96


STEP 3 [フェーズ②]
受益者からのフィードバックに
基づき、改善の端緒を把握

海外の競争当局等との連携の推進-公正取引委員会-
レビューシートはこちら(行政事業レビュー見える化サイト): https://rssystem.go.jp/project/62bd28a2-e7e8-4005-8672-b96b6d8b2b5b
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令和7年度行政事業レビューシート

事業所管部局によ
る点検・改善

点検結果

○令和6年度に実施した行政事業レビューでの点検結果に対する対応
【海外競争当局の動向等に関する情報の収集】（※他アクティビティのため詳細略）

○令和7年度に実施した行政事業レビューでの点検結果

【開発途上国の競争当局等に対する技術支援】
競争法を未導入の国があるだけでなく、比較的初歩的な内容（審査手法等）に係る支援が必要な国
も一定数存在し、また、発展的な内容（デジタル市場関連の審査等）に係る支援が必要な国も増え
てきているというように、研修参加国の競争法の運用状況に差が生じている。

目標年度における効
果測定に関する評価 -

改善の方向性
【開発途上国の競争当局等に対する技術支援】
開発途上国間で必要とする研修の内容に差が生じていることから、海外の競争当局等から個別の研修
の要望が寄せられた場合は、できる限り、JICAやJAIFの枠組みに加え、当委員会がより機動的に企画
立案できる独自の研修も活用して、個別ニーズに対応していくこととする。

外部有識者による
点検

点検対象 最終実
施年度

所見

【開発途上国の競争当局等に対する技術支援】
・一度研修を行った当局とコネクションを作り、そこに新たな支援ニーズがあればフォローアップとして更なる研
修を行うといった機会はあるのか。
（専門家の長期派遣が終了して支援を終えた当局との間でも、トップ間や担当者レベルでの様々な機会
にやり取りを行い、更なる支援のニーズがあるか情報収集している旨回答した。）
・公正取引委員会のウェブサイトの技術支援についてのウェブページが令和２年度で更新が止まっているた
め、情報のアップデートも気にしてほしい。

アクティビティ｜２．研修・人材育成

STEP 3 [フェーズ③]
事業を取り巻く状況の変化を踏
まえて改善

必要とする研修の内容に差が生じている
ことから、海外の競争当局等からの要望
を踏まえ、公正取引委員会独自の研修も
活用して、支援対象国の個別のニーズに
沿う対応をしていくこととしている。

指標等の参考例STEP1 STEP2 実例STEP3

支援の終了後もやり取りを続け、研修を
終了した国に、更なる支援のニーズがな
いか情報収集を行っている。

https://rssystem.go.jp/project/62bd28a2-e7e8-4005-8672-b96b6d8b2b5b
https://rssystem.go.jp/project/62bd28a2-e7e8-4005-8672-b96b6d8b2b5b
https://rssystem.go.jp/project/62bd28a2-e7e8-4005-8672-b96b6d8b2b5b
https://rssystem.go.jp/project/62bd28a2-e7e8-4005-8672-b96b6d8b2b5b
https://rssystem.go.jp/project/62bd28a2-e7e8-4005-8672-b96b6d8b2b5b
https://rssystem.go.jp/project/62bd28a2-e7e8-4005-8672-b96b6d8b2b5b
https://rssystem.go.jp/project/62bd28a2-e7e8-4005-8672-b96b6d8b2b5b
https://rssystem.go.jp/project/62bd28a2-e7e8-4005-8672-b96b6d8b2b5b
https://rssystem.go.jp/project/62bd28a2-e7e8-4005-8672-b96b6d8b2b5b


まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

事業を通じてどういったことを調査し、どういった知見を獲得したいのか。また、獲得した知見を活用してど
のようなことを成し遂げたいのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「○○の知見を得るため」に調査をしていると表現するのではなく、

① どのような社会課題が存在するのか
② ①の社会課題を解決するために、どのような知見を獲得する必要があるのか
③ ②で獲得した知見をどのように活用（制度の企画・立案等）するのか
④ ③を通じて、どのようなことを成し遂げたいのか

を表現すると、取組の狙い、すなわち調査事業によって目指すべき姿を関係者間で共有できる
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現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜３．調査事業実例

解決したい
社会課題

調査事業 知見の獲得

知見の
展開・活用知見の整理事業

実施主体



現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策
目的を共有する
政策手段と合
わせて実現する

効果を含む

STEP１

で整理

STEP１

で整理

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト
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STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例 アクティビティ｜３．調査事業

調査事業

アクティビティ

調査の実施

アウトプット

知見の獲得

短期アウトカム

知見の展開・活用

中期アウトカム

成果の獲得

長期アウトカム

アウトプットの質
を担保できている
かどうか（事業者
等の質が担保でき
ているか）を把握

例) 諸外国の○○制
度を調査するため、
外国語に習熟し、か
つ○○に関する専門
知識がある者に委託
し、実施する調査の
質を確保している

調査により必要な
知見が得られたか
を把握

例）調査により得ら
れた知見（○○に関
する実態、○○に関
する分析手法等）が、
知見のユーザー（事
業所管部局、事業者
等）のニーズに合っ
たものかどうかを評
価する[定性]

知見を活用し、ど
のような成果が得
られているかを把
握

例）調査事業で得ら
れた知見を活用して、
○○認証を取得でき
た事業者の数

調査のメニューご
とに効果発現経路
を設定

例) 年度ごとに異な
る調査を実施する場
合、以下のメニュー
ごとに効果発現経路
を設定
(1)○○に関する諸外
国の制度の調査（令
和４年度）
(2)○○に関する実態
調査（令和５年度）
(3)○○に関する分析
手法の開発（令和６
年度）

調査により得られ
た知見がニーズの
あるところに提供
され、活用されて
いるかを把握

例) 実施した調査結
果のうち、○○の企
画・立案の検討にお
いて活用された調査
の割合

アウトカムには、調査で得られた知見が課題解決に向けてどの程度寄
与しているか等、指標や実績値等の意味を補記
（得られた知見の数だけで事業の効果を把握するのではなく、それぞ
れの調査で得られた知見が具体的にどのように活用されているかを
示すことにより数値だけでは伝わらない事業の効果を表現）

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された
効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定するSTEP 2

: レビューシートの該当する記載欄



アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱の
カナリア）をモニタリングし、対象に望ましい
変化が見られない場合にはボトルネックを見つ
け解消する（交付要綱や実施要領の見直し、広
報・周知の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もあ
るが、まずは事業を広く認識してもらい使って
もらうといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも
見て課題・ボトルネックを捉える必要がある。
必要に応じて事業メニューの見直し、対象の絞
り込みなどを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く
状況の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえ
た最適な政策オプションを検討

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質

を改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極め、フェーズに沿って点検・改善する

D
P

C
A

D
P

C
A

D
P

C
A

毎年の点検

来年度昨年度

改善策の検討

改善の方向性

自己点検・外部点検

点検
結果

目標年度における
効果測定に
関する評価

公開
プロセス

外部有識者
による点検

モニタリング・
効果測定

点
検
改
善
の
ポ
イ
ン
ト

事業所管部局の「意
思」が反映されたロ
ジックモデル(STEP2で
作成)に沿って、事業
の実質的な効果を測る
ことで適切な効果測定
ができる

※事業の性格を踏まえ
て設定した指標を踏ま
えて効果測定を行うこ
とが重要

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例
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アクティビティ｜３．調査事業

執行率が低調な場合には、事業期
間の短さなど、ボトルネックを解
消する方策を検討する

事業期間を十分に確保できるよう、
調査事業の実施時期の見直し等、
事業の改善につなげる

Ａction!

調査事業の目標とした、現状の課
題等を分析・検証した件数が目標
を大きく上回った

現地ヒアリングだけではなくオン
ライン会議や電話等を取り入れた
ことが成果につながり、有効な調
査が行えたため、引き続きこのよ
うな工夫を取り入れて事業を実施

調査の結果、国が行っている啓発
活動が期待している、企業の行動
変容を示す回答の割合は、必ずし
も高くないという知見が得られた

調査によって得られた知見を踏ま
え、調査対象とした事業の政策目
的の達成のため、より有効な対策
を検討するなどの改善につなげる

Ｃheck!フェーズ①

Ｃheck!フェーズ②

Ｃheck!フェーズ③

Ａction!

Ａction!

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

: レビューシートの該当する記載欄



記載欄 評価の観点 参考例

調査の実施 「アウトプット」
欄に記載

実施した調査の数を指標とする（調査のメニューご
とに効果発現経路を設定）。

・○○に関する調査件数

「現状・課題」
「事業の概要」

欄に記載

事業者等の質が担保できているかを記載する。 ・諸外国における○○制度の概要と実務について調査を実施する
ため、調査は外国語に習熟し、かつ○○に関する専門知識を有し
ている者に委託している

対象としているテーマ・分野で調査を実施すること
の意味（実施する調査の必要性）を記載する。

・前年度実施した「○○業界実態調査」により○○導入に係る事
業者のニーズを把握した。今年度は、その導入に向けた課題や知
見を収集する調査を実施し、事業者にはマニュアル等として配布
することで、導入の取組を支援する
・諸外国では○○対策に有用な○○制度が導入されているところ、
それらに関する調査を行うことにより、我が国でも○○制度を導
入するに当たっての検討に活用する

知見の獲得 「アウトカム」
欄に記載

調査により必要な知見が得られたかを把握する。 ・調査により得られた知見（○○に関する実態、○○に関する分
析手法等）が、知見のユーザー（事業所管部局、事業者等）の
ニーズに合ったものかどうかを評価する[定性]

知見の展開 調査により得られた知見が必要なところに届いてい
るかを把握する。

・調査事業によって得られた知見をまとめた報告書及びマニュア
ルの○○事業者への配布数
・調査事業によって得られた成果物を横展開した地方公共団体数
※数量だけでなく、より○○問題が深刻な状況にある地方公共団体に横
展開できているかどうかも把握する

知見の活用 調査により得られた知見が活用されているかを把握
する。

・実施した調査結果のうち、○○の企画・立案の検討において活
用された調査の割合
・調査結果を踏まえて策定・見直しを行ったガイドライン等の数

調査で得られた知見が課題解決に向けてどの程度寄
与しているか等、指標や実績値等の意味を補記（数
値だけでは伝わらない事業の効果を表現）する。

・調査結果を企画・立案等において具体的にどのように活用した
か（○○制度の見直しの検討に活用、○○の運用の在り方の検討
に活用、○○の基準策定の検討に活用等）を補記[定性]
・調査によって把握した先進事例を全国展開し、各地域において
その知見を活用して取組が加速した具体的なエピソードを補記

成果の獲得 知見を活用し、どのような成果が得られているかを
把握する。

・調査事業で得られた知見を活用して、○○認証を取得できた事
業者の数
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アクティビティ｜３．調査事業STEP3 実例STEP2STEP1 指標等の参考例



令和7年度行政事業レビューシート
事業の目的 経済のグローバル化への対応等が課題となる中で、諸外国が税制面でどのような制度を導入しており、またその実態がどのようになっているかを調査し、我が国の

制度と比較検討、分析を行うことで、我が国の税制の特徴を把握し、今後の税制の制度設計に資することを目的としている。

現状・課題
人口減少・少子高齢化、働き方やライフコースの多様化、グローバル化の進展、経済のデジタル化等の経済社会の構造変化に伴い、日本及び諸外国の税制
度は近年益々複雑化している。新たな時代の動きに併せて適切に税制の制度設計を行うためには、諸外国の制度について正確かつ迅速に理解し、我が国の
制度と比較検討を行う必要があるが、高度に専門的な知識や実務上の取扱いについては短期間の机上調査で全てを把握することは困難である。そのため、
一定の調査期間を設けて、外国語に習熟しかつ税制に関する専門知識を有する者に諸外国の税制に関する調査を委託する必要がある。

事業の概要

直近３年度において、令和６年度は「諸外国における法人税の政策税制等の実態把握に関する調査」、「諸外国における税制に関連する給付措置に関す
る調査」、令和５年度は「諸外国（Ｇ７）における納税者等による不正行為に対する行政上の牽制措置に関する調査」、令和４年度は「諸外国の投資
ビークルに係る課税制度に関する調査」、「諸外国におけるクロスボーダー取引に係る付加価値税のプラットフォーマー課税の制度概要と実務に関する調査」を
税理士法人等に委託した。当該事業を執行する者については、外国語に習熟しかつ税制に関する専門知識を有する者である必要があることから、一定の質を
担保しつつ調達金額を抑えるため、一般競争入札（総合評価方式）等により、組織や業務従事者の経験・能力等を総合的に勘案し委託先を決定してい
る。

アクティビティ
※一部省略

令和６年度において「諸外国における法
人税の政策税制等の実態把握に関する
調査」というテーマの下、諸外国の制度に
ついて、外国語に習熟しかつ税制に関す
る専門知識を有する者に委託した。
法人税制度全体の在り方については、企
業を取り巻く国際的な動向等を踏まえた
検討が必要であり、また、とりわけ政策税
制については、ＥＢＰＭの観点から、必
要性や政策効果等を踏まえた不断の見
直しが求められるところ、諸外国の政策
税制等の全体像について実態を把握す
ることで、その有用な基礎資料とするべく
調査を委託したものである。

納税者等による不正行為に対する行政上の牽制措
置について、日本においては加算税がある一方で納
税者等が所有する情報を適切に提出せず、課税処
分が困難であるような場合には加算税を課すことがで
きない。こうした課題について、令和４年の政府税制
調査会等において、現行の加算税の枠組みでの対
応が困難である場合における租税法上の新たな行
政措置の検討の必要性が指摘されていることから、
今後の検討材料とするべく、令和５年度において、
「諸外国（Ｇ７）における納税者等による不正行
為に対する行政上の牽制措置に関する調査」という
テーマの下、諸外国の税制に関する調査について、
外国語に習熟しかつ税制に関する専門知識を有す
る者に委託した。

令和４年度において「諸外国におけるクロスボーダー
取引に係る付加価値税のプラットフォーマー課税の
制度概要と実務に関する調査」というテーマの下、
諸外国の税制に関する調査について、外国語に習
熟しかつ税制に関する専門知識を有する者に委託
した。
国外事業者が行う日本国内への消費者向けデジタ
ルサービスの配信については、その配信を行った国外
事業者に消費税の納税義務が生じるところ、このよ
うな国外事業者への調査が困難であるなど、執行
上の課題がこれまで指摘されてきた。諸外国では、こ
うした課題に対応するため、プラットフォーム運営事
業者に納税義務を課す制度が導入されていたことか
ら、検討材料とするべく調査を委託したものである。

アウトプット
目標 委託調査の実施
指標 委託調査の実施件数

↓
委託調査の実施というアウトプットについて、調査の目的である税制の企画立案がアウトカムとなるが、税制改正においては経済・社会構造の変化に鑑
み、中長期的な検討を必要とする場合が多く、調査結果がすぐさま企画立案に用いられる訳ではないという実情から、効果発現の初期段階として、検
討段階における活用を短期アウトカムとして設定した。

短期アウトカム

目標 実施した委託調査のうち、税制の企画立案に向けた検討において活用された調査の割合を100%とする。
指標 実施した委託調査のうち、税制の企画立案に向けた検討において活用された調査の割合（＝活用された調査の件数/実施件数）

成果
実績

令和６年度に実施したばかりであり、今
後、企画立案に向けた検討の状況に応
じて活用予定。

政府税制調査会の「経済社会のデジタル化への対
応と納税環境整備に関する専門家会合」の議題
「税に対する公平感を大きく損なうような行為への対
応」については、本調査結果の内容も踏まえたところ
で検討を行っている。

令和５年度に「国境を越えたデジタルサービスに対
する消費税課税のあり方に関する研究会」にて諸外
国の状況を説明するための材料として活用した。

↓ 短期アウトカムは税制の企画立案に向けた検討段階での活用であり、当該検討を経て、企画立案時での活用に至ることから、税制改正をはじめとした
税制の企画立案に活用されることを、長期アウトカムとして設定した。

長期アウトカム

目標 実施した委託調査の調査結果が制度改正の検討材料として活用され、実際の税制改正における意思決定につながること。
指標 － － －

成果
実績

令和６年度に実施したばかりであり、今
後、制度改正の検討状況に応じて活用
予定。

今後、制度改正の検討状況に応じて活用予定。
令和６年度税制改正において、国境を越えたデジ
タルサービスに係るプラットフォーム課税を導入（令
和７年４月１日から適用）

STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)
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アクティビティ｜３．調査事業

• STEP 2
調査（年度別）ごとに効果発現経
路を設定

調査を実施した年度別（①令和６年度に
実施した調査、②令和５年度に実施した
調査、③令和４年度に実施した調査）に
効果発現経路を設定し、事業全体で得ら
れた成果を的確に把握している。

• STEP 2
委託事業者の質を担保

諸外国の税制に関する調査を「外国語に
習熟しかつ税制に関する専門知識を有す
る者」に委託することにより、予定どお
り事業が実施できるよう努力している。

• STEP 2
数値の意味（知見をどう活用した
か）を補記

知見が具体的にどのように活用されてい
るかを補記（政策を議論する会議体にお
ける議論の材料として活用、今後、制度
改正の検討状況に応じて活用予定など）
することにより、数値だけでは伝わらな
い事業の効果を表現している。

諸外国の税制に関する調査-財務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/523ab77a-805a-4b29-94b1-b51d1b92aaff

STEP3 指標等の参考例STEP1 STEP2 実例

どのような社会課題があり、 どのよう
な知見を獲得する必要があるのかを整理
している。

https://rssystem.go.jp/project/523ab77a-805a-4b29-94b1-b51d1b92aaff
https://rssystem.go.jp/project/523ab77a-805a-4b29-94b1-b51d1b92aaff
https://rssystem.go.jp/project/523ab77a-805a-4b29-94b1-b51d1b92aaff
https://rssystem.go.jp/project/523ab77a-805a-4b29-94b1-b51d1b92aaff
https://rssystem.go.jp/project/523ab77a-805a-4b29-94b1-b51d1b92aaff
https://rssystem.go.jp/project/523ab77a-805a-4b29-94b1-b51d1b92aaff
https://rssystem.go.jp/project/523ab77a-805a-4b29-94b1-b51d1b92aaff
https://rssystem.go.jp/project/523ab77a-805a-4b29-94b1-b51d1b92aaff
https://rssystem.go.jp/project/523ab77a-805a-4b29-94b1-b51d1b92aaff


事業を通じてどういったことを研究し、どういった成果を獲得したいのか。また、獲得した成果を活用してど
のようなことを成し遂げたいのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「○○の開発をするため」に研究をしていると表現するのではなく、

①どのような社会課題が存在するのか
② ①の社会課題を解決するために、これまでにどのような成果（技術、サービス、仕組み等）の蓄積があるのか
③ ②の蓄積も踏まえて、①の社会課題を解決するために不足している技術、サービス、仕組み等は何か
④ ①～③の現状を踏まえ、事業においてどういった研究を行い、どのような成果を獲得したいのか
⑤ ④で獲得した成果を活用して、どのようなことを成し遂げたいのか

を表現すると、取組の狙い、すなわち研究開発によって目指すべき姿を関係者間で共有できる
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現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜４．研究開発実例

解決したい
社会課題

研究開発 成果の獲得
成果の活用成果の整理事業

実施主体

まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理



研究開発

アクティビティ

研究の実施

アウトプット

研究の進展

短期アウトカム
研究の完了
（成果獲得）

中期アウトカム

現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策
目的を共有する
政策手段と合
わせて実現する

効果を含む

研究成果の活用

長期アウトカム

STEP１

で整理

STEP１

で整理

アウトプットの質を担
保できているかどうか
（事業者等の質が担保
できているか）を把握

例) 事業者等の採択に当
たっては、外部有識者か
らなる委員会にて審査を
行い、実施する研究の質
を確保している

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

研究が順調に進捗して
いるか、異変が生じて
いないかを初期の段階
で把握

例）研究の基になるデー
タの取得数

研究により当初の狙い
どおりの成果が得られ
たかを把握

例) 有識者の意見に基づ
き設定した目標を達成で
きた研究テーマ数の割合

研究により得られた成
果が活用されているか
を把握

例) 事業で開発した技術
の実用化率〇％以上

行政事業レビューとは別の枠組みで専門的な観点から評価を行っている場合には、当
該評価の枠組みや評価結果を活用

例）○○評価検討会においてA評価が得られたプロジェクトの割合
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STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜４．研究開発実例

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された
効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

アウトプット・短期アウトカムには、事業が順調に
狙った効果に向かって進んでいるか、異変が生じて
いないかを初期の段階で発見する「炭鉱のカナリ
ア」としての役割が期待されるため、改善につなげ
るために有効な指標を設定することを意識する

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定するSTEP 2

: レビューシートの該当する記載欄



補助金の交付要綱等の見直し等、事
業の改善につなげる

失敗することも許容した上で、失敗
したもの（進捗が芳しくないもの、
ステージゲート審査を通過できな
かったもの）について、失敗の原因
を明らかにして課題点を見つけ、次
につなげる

Ａction!

アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱の
カナリア）をモニタリングし、対象に望ましい
変化が見られない場合にはボトルネックを見つ
け解消する（交付要綱や実施要領の見直し、広
報・周知の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もあ
るが、まずは事業を広く認識してもらい使って
もらうといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも
見て課題・ボトルネックを捉える必要がある。
必要に応じて事業メニューの見直し、対象の絞
り込みなどを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く
状況の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえ
た最適な政策オプションを検討

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質

を改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極め、フェーズに沿って点検・改善する

市場に研究開発の受け手が少ない
場合は、その要因を分析し、改善
に向けた方策を検討する

Ｃheck! Ａction!

個々の研究の進捗については、ス
テージゲートを設けて管理し、外
部有識者の評価を踏まえ、計画の
見直しや継続の可否を検討

Ｃheck!

客観的な数値（実用化率等）に基
づく効果の把握に基づき、研究開
発が目論見どおり進展しているか
を複層的な視点でモニタリング／
評価する

研究開発から社会実装につながるよ
う具体的な研究開発の進捗状況や工
程表を示すことで、事業の進捗管理
を実施する

Ｃheck! Ａction!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

D
P

C
A

D
P

C
A

D
P

C
A

毎年の点検

研究開発が市場でのシェア獲得や
競争力の強化につながっているか
を把握し、事業の最終目的の達成
状況を評価する

予算規模の妥当性の検討や民間によ
る事業の主体的な実施の検討（いつ
まで国が介入するのか）といった大
規模な事業の見直しにつなげる

Ｃheck! Ａction!フェーズ④

来年度昨年度

改善策の検討

改善の方向性

自己点検・外部点検

点検
結果

目標年度における
効果測定に
関する評価

公開
プロセス

外部有識者
による点検

モニタリング・
効果測定

点
検
改
善
の
ポ
イ
ン
ト

事業所管部局の「意
思」が反映されたロ
ジックモデル(STEP2で
作成)に沿って、事業
の実質的な効果を測る
ことで適切な効果測定
ができる

※事業の性格を踏まえ
て設定した指標を踏ま
えて効果測定を行うこ
とが重要

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜４．研究開発実例
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点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

: レビューシートの該当する記載欄

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと



記載欄 評価の観点 参考例

研究の実施 「現状・課題」
「事業の概要」

欄に記載

事業者等の質が担保できているかを記載する。 ・研究を行う事業者等の採択に当たっては、外部有識者からなる
委員会にて審査を行い、事業の質を確保している
・国内外のトップ研究者をプロジェクトマネージャーとして公募
し、研究開発プロジェクトの実施・管理を行っている

対象としているテーマ・分野で研究を実施すること
の意味（実施する研究の必要性）を記載する。

・○○が人体に与える影響に対する関心が高くなっているものの、
○○が生体へ及ぼす作用やそのメカニズムは必ずしも十分には解
明されていない。そのため、○○が人体に与える影響を科学的に
解明する研究事業を実施して、安心・安全に○○が利用できる環
境を整える
・新型○○を実用化するための研究開発を進め、○○については
明らかにすることができている。今後の研究開発によって、長期
運転や低コスト化に向けて未だ残されている技術的課題をクリア
し、○○の実用化を実現する

研究の進展 「アウトカム」
欄に記載

研究が順調に進捗しているか、異変が生じていない
かを初期の段階で把握する。

・研究の基になるデータの取得数
・研究開始時に設定した目標を達成し、研究を継続することと
なった研究開発テーマの割合
・〇〇の安全性を研究する事業で、動物試験の段階を終えて人を
対象とした試験を行う段階に進んだ研究の割合

研究の完了 研究により当初の狙いどおりの成果が得られたかを
把握する。

・有識者の意見に基づき設定した目標を達成できた研究テーマ数
の割合

行政事業レビューとは別の枠組みで専門的な観点で
評価を行っている場合には、当該評価の枠組みや評
価結果を活用し、研究が当初の目標を達成できたか
を把握する。

・外部有識者によって構成された評価会合における研究の評価点
○点以上[定性]
・国が定めた研究プロジェクトの基本方針に従って、事後評価を
行うこととされており、当該評価の事後評価において評語「Ｂ」
（通常期待される評価）以上を獲得する[定性]
※事後評価の内容は、公開しているウェブサイトのURLを貼り付け

研究成果の
活用

研究により得られた成果が活用されているかを把握
する。

・事業で開発した技術の実用化率〇%以上
・研究結果を踏まえて策定・見直しを行ったガイドライン等の数
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STEP1 STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜４．研究開発実例STEP2



• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

研究を行うことにより、何を目指す
のかを整理している。

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

どのような社会課題があり、どのよ
うな研究が必要なのかを整理してい
る。

令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的
未来社会を展望し、困難だが実現すれば大きなインパクトが期待され、多くの人々を魅了するような斬新かつ挑戦的な目標を掲げ、国内外からトップ研究者の英
知を結集し、関係府省庁が一体となって集中・重点的に挑戦的な研究開発を推進するムーンショット型研究開発制度を創設することで、我が国の競争力強化に
資する。

現状・課題

少子高齢化の進展や大規模自然災害への備え、地球温暖化問題への対処等、今日、我が国は多くの困難な課題を抱える中、それら課題解決に科学技術が
果敢に挑戦し、未来社会の展望を切り拓いていくことが求められている。海外に目を転ずれば、欧米や中国では、破壊的イノベーションの創出を目指し、これまでの
延長では想像もつかないような野心的な構想や困難な社会課題の解決を掲げ、我が国とは桁違いの投資規模でハイリスク・ハイインパクトな挑戦的研究開発を強
力に推進している。こうした背景の下、我が国発の破壊的イノベーションの創出を目指し、従来技術の延長にない、より大胆な発想に基づく挑戦的な研究開発を推
進する。

事業の概要

非連続的・破壊的なイノベーションを創出するためのハイリスク・ハイインパクトな研究開発を推進する。事業の実施に当たっては、困難だが実現すれば大きなインパ
クトが期待される社会課題等を対象に、ＣＳＴＩが「ムーンショット目標」を設定し、我が国の基礎研究力を最大限に引き出す挑戦的研究開発を積極的に推進
し、失敗も許容しながら革新的な研究成果を発掘・育成に導く。また、進化する世界の研究開発動向を常に意識し、関係する研究開発全体を俯瞰して体制や
内容を柔軟に見直すことができるマネジメントを導入する。文部科学省が実施する本事業では、「ムーンショット型研究開発制度の基本的な考え方について」（平
成30年12月総合科学技術・イノベーション会議決定）を踏まえ、科学技術振興機構に基金を造成し、研究開発を実施する。

アクティビティ
※一部省略

以下のムーンショット目標の達成及び研究開発構想の実現に向けた挑戦的な研究開発（プログラム）の実施
・目標10：2050年までに、フュージョンエネルギーの多面的な活用により、地球環境と調和し、資源制約から解き放たれた活力ある社会を実現

アウトプット
目標 ムーンショット目標10の達成に資する研究開発課題に取り組む

指標 ムーンショット目標の達成及び研究開発構想の実現に向け実施した研究開発プロジェクト数

↓
ムーンショット型研究開発制度の運用・評価指針において、毎年度評価を行い、その結果を内閣府が設置した産業界、研究者、関係府省等で構成さ
れる戦略推進会議及び関係する構想を策定した関係省庁に報告するとされていることを踏まえ、外部有識者から構成される評価委員会においてムーン
ショット目標の達成に向けて設定した毎年度のマイルストーンの達成状況を評価し、その結果を前述の戦略推進会議に報告していることから、マイルストー
ンの達成が期待通りであると評価されたプロジェクト数をアウトカムとして設定した。

短期アウトカム
目標 ムーンショット目標の達成に向けたマイルストーンの達成状況（毎年度評価）

指標 外部有識者による年度評価及び戦略推進会議においてマイルストーンの達成が期待通りと評価されたプロジェクト数（各目標下で複数のプロジェクトを
実施）

↓
ムーンショット型研究開発制度の運用・評価指針において、外部有識者による評価体制を構築し研究開始時点から５年目に外部評価を実施するとさ
れていることを踏まえ、５年目外部評価及び戦略推進会議において、2035年のターゲットの実現を判定するマイルストーンの達成が期待通りであると評
価されたプロジェクト数をアウトカムとして設定した。

中期アウトカム
目標 ムーンショット目標の達成に向けたマイルストーンの達成状況（5年目評価）

指標 ５年目外部評価及び戦略推進会議において2035年のターゲットの実現を判定するマイルストーンの達成が期待通りと評価されたプロジェクト数（各目
標下で複数のプロジェクトを実施）

↓

ムーンショット目標10は以下の2035年のターゲットを定めている。
目標10：2035年までに、電気エネルギーに限らない、多様なエネルギー源としての活用を実証する。2035年までに、エネルギー源としての活用に加えて、
核融合反応で生成される粒子の利用や要素技術等の多角的利用により、フュージョンエネルギーの応用を実証する。
ムーンショット型研究開発制度の運用・評価指針で定める10年目（研究終了年度）における外部評価及び戦略推進会議において、2035年のター
ゲットの実現を判定するマイルストーンの達成が期待通りであると評価されたプログラム数をアウトカムとして設定した。なお、目標毎に1つのプログラムを実
施しており、当該プログラムの下で短期・中期アウトカムの成果指標としたプロジェクトを複数件実施している。

長期アウトカム
目標 2050年までに、ムーンショット目標で掲げられる未来社会の実現

指標 10年目外部評価及び戦略推進会議において2035年のターゲットの実現を判定するマイルストーンの達成が期待通りと評価されたプログラム数（目標
毎に1プログラムを実施）

ムーンショット型研究開発プログラム-文部科学省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/f8ba8cd9-e63c-41ab-8bd7-997783cb075e

• STEP 2
行政事業レビューとは別の枠組み
の評価を活用

• STEP 2
事業がうまく回っているかを確認
するため「炭鉱のカナリア」を設
定
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アクティビティ｜４．研究開発STEP1 STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜４．研究開発実例STEP2

行政事業レビューとは別の枠組みで
ある①外部有識者による評価、②戦
略推進会議による評価を活用し、研
究が当初の目標を達成できているか
把握している。

長期間にわたる研究開発プロジェク
トにおいて、毎年度、マイルストー
ンの達成状況を把握することにより、
事業が順調に進捗しているかを初期
の段階で確認している。
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STEP 2 
行政事業レビューとは別の枠組み
で専門的な観点から評価を行って
いる場合には、当該評価の枠組み
や評価結果を活用

STEP 2 
研究により得られた成果が活用さ
れているかを把握

短期アウトカム、中期アウトカムの指
標として、外部専門家による研究～開
発過程の評価を活用し、進捗を把握し
ている。

STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的 税関の使命の一つである「安全・安心な社会の実現」を図るべく、限られた人的資源のもとで効果的・効率的な取締りを実現する手段として、取締機器の研
究等を通じて最新技術を活用・搭載した実用的な取締機器を開発し、税関への配備を目指すものである。

現状・課題

令和６年の不正薬物全体の摘発件数は1,020件（前年比24％増）、押収量は約2,579キロ（同６％減）となっており、初めて2年連続で２トンを超
え、過去３番目を記録した。また、密輸形態別摘発実績では、国際郵便物の摘発件数が前年比約1.43倍と大幅に増加しており、我が国への不正薬物の
流入が極めて深刻な状況となっている。
こうした状況を踏まえ、巧妙化・多様化する不正薬物等の国内への流入を阻止するには、限られた人的資源のもとで効果的・効率的な取締りを行うことが重
要であり、最新技術を活用・搭載し、簡易的な操作によって短時間で検査可能な取締機器の配備が求められている。

事業の概要
本事業は、課題とする不正薬物の摘発状況等を含めた税関行政を巡る動向を踏まえ、有用な取締機器の研究等を行うものである。
実施内容は、①「Ｘ線ＣＴ装置の物質識別に関する調査研究」、②「AI映像解析による監視取締りに関する調査研究」、③「ミューオンを用いた取締機器
に関する調査研究」、④「フェンタニルに対する取締機器の性能強化等に関する調査研究」の４つである。
①は令和２年度から、②は令和５年度から調査研究を実施しており、③、④は令和８年度から調査研究を実施する予定である。

アクティビティ
※一部省略

「Ｘ線ＣＴ装置の物質識別に関する調査研究」
Ｘ線ＣＴ装置の薬物の物質識別精度を税関検査において実用可能な範囲まで向上させる識別アルゴリズムを研究し、識別アルゴリズムによって
航空機旅客の手荷物や国際郵便物に隠匿された薬物を自動的に識別し、効果的・効率的な検査を可能にする検査機器の開発を実施する。

アウトプット
目標 X線CT装置から得られる貨物の密度、実効原子番号、形状等を活用し薬物を自動で識別する薬物探知機能の研究を実施

指標 実施した研究項目数

↓ 各年度に実施する研究内容を評価するためのアウトカムを設定するもの。

短期アウトカム
目標 薬物探知機能の開発達成に向けた研究計画の達成状況

指標 外部専門家による薬物探知機能の開発・達成に係る評価（実施した各研究項目の進捗度合い）

↓ 薬物探知機能の完成に向けた取組み（研究全般）を評価するためのアウトカムを設定するもの。

中期アウトカム
目標 X線CT装置から得られる貨物の密度、実効原子番号、形状等を活用し薬物を自動で識別する薬物探知機能の完成

指標 外部専門家による薬物探知機能の開発に係る評価（機能全体の開発度合い）

↓ 薬物探知機能の税関への配備に向けた取組み（研究全般）を評価するためのアウトカムを設定するもの。

長期アウトカム
目標 薬物探知機能について、関税局・税関から取締機器として採用されることを目指す。（目標：令和8年度末）

指標 薬物探知機能の関税局・税関による取締機器としての採用の有無
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STEP1 STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜４．研究開発実例STEP2

取締機器等調査研究経費-財務省-
レビューシートはこちら(行政事業レビュー見える化サイト): https://rssystem.go.jp/project/7410454a-7d4c-4818-822a-61bc88d1f235

研究開発の成果に留まらず、現場への
配備を目指す段階を設定しており、事
業の目的につながる効果発現経路を設
定できている。

データも使い、どのような社会課題が
あり、どのような対応が求められてい
るかを整理している。
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STEP 3 [フェーズ①]
短期アウトカムの実績を踏まえ
事業を改善

令和6年度行政事業レビューシート

事業所管部局によ
る点検・改善

点検結果
アクティビティ①について、外部評価を踏まえたポートフォリオの見直しを行った。プログラム全体としては「大
変優れている」という評価を得ており、ムーンショット目標の達成に向けては、順調に推移している。
アクティビティ②について、令和４年度開始プロジェクト１件の進捗確認を行い、優れた進捗を確認した。

目標年度における効
果測定に関する評価

アクティビティ①について、外部評価の結果、FS課題1件について、一定の成果が出ているものの目標到
達はできておらず、また目標達成に向かって一丸となった研究体制の再構築が困難であることから、中止
が妥当と評価され、短期アウトカムの達成率は89％となった。他方で、本アクティビティは、野心的なムー
ンショット目標に対し、革新的なアプローチによる研究開発を推進するものであり、当初掲げた大きな目標
への到達が、限られた期間と予算の範囲内では厳しいと判断されたものについて、中止の判断を行ったこ
とは評価できる。
アクティビティ②について、令和４年度開始プロジェクトの進捗確認により短期アウトカムの達成率は
100％となった。

改善の方向性

アクティビティ①については、進捗が良好なプロジェクトに対しリソースを集約させ、ムーンショット目標の達成
に向けて引き続き取り組む。
アクティビティ②については、令和４年度開始プロジェクトの目標達成に向けて引き続き取り組みとともに
令和５年度開始プロジェクトおよび令和６年度開始プロジェクトについても伴走支援含めて目標達成に
取り組む。

医療・健康推進事業(うち健康・医療分野におけるムーンショット型研究開発等事業)-経済産業省-
レビューシートはこちら(行政事業レビュー見える化サイト):https://rssystem.go.jp/project/90618258-400d-4654-a4c5-a690b0c2829b 

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例 アクティビティ｜４．研究開発
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限られた期間と予算の範囲内では厳
しいと判断されたプロジェクトにつ
いて中止の判断をした上で、今後に
向けてリソース配分を見直すという
具体的な改善の方向性を明らかにし
ている。
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まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

事業を通じてどういったことを実証し、社会に普及・定着させたいのか、また、実証から普及・定着までの過
程において、国からの支援によってどの段階までたどり着きたいのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「○○を実証する」ために事業を行っていると表現するのではなく、

① どのような社会課題が存在するのか
② ①の社会課題を解決するために、これまでにどのような成果（技術、サービス、仕組み等）の蓄積があるのか
③ ②の蓄積も踏まえて、①の社会課題を解決するために不足している技術、サービス、仕組み等は何か
④ ①～③の現状を踏まえ、事業においてどういった取組に対し、どういった段階になるまで支援をするべきか

を表現すると、取組の狙い、すなわち実証によって目指すべき姿を関係者間で共有できる
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現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜５．実証事業実例

解決したい
社会課題

実証 成果の獲得
成果の普及・定着事業

実施主体



現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策
目的を共有する
政策手段と合
わせて実現する

効果を含む

STEP１

で整理

STEP１

で整理

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト
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STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例 アクティビティ｜５．実証事業

アウトプットの質を担保
できているかどうか（事
業者等の質が担保できて
いるか）を把握

例) 外部専門家で構成され
る審査委員会において、実
施体制の適格性や知見・専
門性の程度等の観点から事
業者の採否について審査を
実施している

実証が順調に進捗してい
るか、異変が生じていな
いかを初期の段階で把握

例）ステージゲート通過割
合（実証のハードル（難易
度）が高い場合に、実証す
るまでのプロセスを刻んで
目標を設定）

実証により当初の狙い
どおりの成果が得られ
たかを把握

例) 事業実施団体自らが
成果目標として設定した
○○削減効果が見られた
団体数

実証により得られた成
果が普及・定着してい
るか（持続している
か）を把握

例) ○○利活用モデルの
実証事業終了後、実証事
業を実施した地域のうち、
○○の利活用が継続され
た地域の数

実証開始から実証完了
（成果の獲得）までの
フローを刻んで整理し、
成果の獲得に向けて事
業が進捗しているかを
把握

行政事業レビューとは別の枠組みで専門的な観点で評価を行っている場合には、当
該評価の枠組みや評価結果を活用
例）○○機構が定める評価実施要領に基づき、A～Dの４段階評価で評価した結果、B
（目標どおり）以上の事業数

アウトプット・短期アウトカムには、事業が順調に
狙った効果に向かって進んでいるか、異変が生じて
いないかを初期の段階で発見する「炭鉱のカナリ
ア」としての役割が期待されるため、改善につなげ
るために有効な指標を設定することを意識する

実証

アクティビティ

実証の開始

アウトプット

実証の進展

短・中期アウトカム
実証の完了

（成果の獲得）

長期アウトカム

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された
効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

効果発現経路全体に
関わること

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定するSTEP 2

: レビューシートの該当する記載欄



アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱の
カナリア）をモニタリングし、対象に望ましい
変化が見られない場合にはボトルネックを見つ
け解消する（交付要綱や実施要領の見直し、広
報・周知の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もあ
るが、まずは事業を広く認識してもらい使って
もらうといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも
見て課題・ボトルネックを捉える必要がある。
必要に応じて事業メニューの見直し、対象の絞
り込みなどを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く
状況の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえ
た最適な政策オプションを検討

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質

を改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極め、フェーズに沿って点検・改善する

D
P

C
A

D
P

C
A

D
P

C
A

毎年の点検

来年度昨年度

改善策の検討

改善の方向性

自己点検・外部点検

点検
結果

目標年度における
効果測定に
関する評価

公開
プロセス

外部有識者
による点検

モニタリング・
効果測定

点
検
改
善
の
ポ
イ
ン
ト

事業所管部局の「意
思」が反映されたロ
ジックモデル(STEP2で
作成)に沿って、事業
の実質的な効果を測る
ことで適切な効果測定
ができる

※事業の性格を踏まえ
て設定した指標を踏ま
えて効果測定を行うこ
とが重要

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例
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アクティビティ｜５．実証事業

想定よりも応募者が少ない場合は、
事業の認知度が低いなど、その要
因を分析し、改善に向けた方策を
検討する

広報戦略の再検討や補助金の交付
要綱等の見直し等、事業の改善に
つなげる

Ａction!

本来中止すべき投資を継続するイ
ンセンティブが企業、政府の双方
に働く可能性があるため、中立的
な有識者による、事業の進捗の客
観的評価を行う

順調なプロジェクトについては、
実証を踏まえた民間による自立的
な事業化の後押しを意識したフォ
ローアップを行うとともに、不調
のプロジェクトの変更・中止を弾
力的に行う

これまでの知見の蓄積等を踏まえ、
事業設計時に想定していた、どの
フェーズになったら（どこまで効
果が出たら／出なかったら）国の
介入をやめるのかという基準に照
らして、事業の進捗の客観的評価
を行う

段階的に補助率を設定するといっ
た点も含め、将来の民間事業とし
ての自立を念頭においた支援の仕
組みを検討する

Ｃheck!フェーズ①

Ｃheck!フェーズ②

Ｃheck!フェーズ③

Ａction!

Ａction!

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

: レビューシートの該当する記載欄

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと
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STEP1 STEP3 指標等の参考例 実例STEP2

記載欄 評価の観点 参考例

実証の開始 「現状・課題」
「事業の概要」

欄に記載

事業者等の質が担保できているかを記載する。 ・外部専門家で構成される審査委員会において、実施体制の適格性や
知見・専門性の程度等の観点から事業者の採否について審査を実施し
ている
・複数の取組を採択した上で、実証の途中段階で成果につながる可能
性が高いと評価した取組へ絞り込みを行っている

対象としているテーマ・分野で実証を実施するこ
との意味（実施する実証の必要性）を記載する。

・これまでに、○○製品の○○効果を実証した一方で、導入コストが
課題となっている。導入コスト面での課題解決を図る技術の開発・実
証を行うことで、○○製品の早期実用化を目指す
・近年減少している○○の増加に向け、○○を製造する工場の生産性
向上が課題である。そのため、工場のデジタルトランスフォーメー
ションを図る技術の開発・実証を行う

実証の進展 「アウトカム」
欄に記載

実証が順調に進捗しているか、異変が生じていな
いかを初期の段階で把握する。[炭鉱のカナリア]

・ステージゲート通過割合
※実証するまでのプロセスを刻んで目標を設定し、その目標に照らして、計
画どおりの進捗が得られているかを確認

実証の完了
(成果の獲得)

実証により当初の狙いどおりの成果が得られたか
を把握する。

・実証完了事業数
・モデル事業の実施によって、事業の狙いどおりに、○○といった効
果が見られた自治体の割合（事業実績報告書により把握）
・事業実施団体自らが成果目標として設定した○○削減効果が見られ
た団体数

行政事業レビューとは別の枠組みで専門的な観点
で評価を行っている場合には、当該評価の枠組み
や評価結果を活用し、実証が当初の目標を達成で
きたか等を把握する。

・事業の途中段階で有識者からのヒアリングを行い、事業の改善点等
を指摘してもらい、それに対応することで各事業の質を高めている
・○○機構が定める評価実施要領に基づき、A～Dの４段階評価で評価
した結果、B（目標どおり）以上の事業数

成果の
普及・定着

実証により得られた成果が定着しているか、持続
しているかを把握する。

・○○利活用モデルの実証事業終了後、実証事業を実施した地域のう
ち、○○の利活用が継続された地域の数

普及・定着
したことに
よる効果

実証により得られた成果が普及・定着したことに
より効果が出ているかを把握する。

・事業により実証する技術を搭載した○○によるCO2削減量
※実証する技術による○○１台あたりのCO2削減量や事業による普及台数の見
込みから積算することとし、その計算式も補記

アクティビティ｜５．実証事業



• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

データも使い、実証を行うことにより何
を目指すのかを整理している。

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的
地域に根差し、かつ、分野やステークホルダーの垣根を越えて脱炭素社会の実現に資するセクター横断的な地域共創の技術開発・実証を推進することで、
2050年カーボンニュートラル、2030年度46％削減目標の実現につながる、既存の社会インフラの刷新も含めた社会実装に繋がる技術の創出及び脱炭素
かつ持続可能で強靱な活力ある地域社会の構築を目指す。

現状・課題
早期の脱炭素社会の実現に向けては、あらゆる分野でさらなるCO2削減が可能なイノベーションを創出し、早期に社会実装することが必要不可欠である。一
方で、CO2排出削減に貢献する技術開発は、開発リスクが大きく、収益性が不確実で、民間の自主的な技術開発に委ねるだけでは、必要なCO2排出削
減に貢献する技術の開発が必ずしも十分に進まない状況である。このためには、「地球温暖化対策計画」や｢パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略｣に
示されているように、地域特性を踏まえた革新的な技術開発・実証を推進することで、地域循環経済を促し、地域課題を解決した強靱で活力ある地域脱炭
素社会を構築することが必要である。

事業の概要

①地方公共団体・関係省庁等と連携した地域脱炭素化に向けたセクター横断型脱炭素技術の開発・実証
②各分野におけるCO2削減効果が相対的に大きいものの、開発リスク等の問題から、地方自治体や民間の自主的な取組だけでは十分には進まない技術を
対象としたシーズ・ボトムアップ型の技術開発・実証
③2030年度目標等の達成に資する新規産業の創出・成長を目的として、創造的・革新的な技術を有するスタートアップ企業を支援対象とする技術開発・
実証
上記３つの取組とともに、事業開始前から事業終了後 に至るまで事業者の伴走型支援や評価・フォローアップ等の側面支援を実施することにより、技術開
発・実証成果の実用化や普及の成功率の向上を図る。

アクティビティ
「気候変動×建築」「気候変動×農業」「気候変動×地域交通」など異分野の企業等が連携できることで複数の要素技術を同時並行で開発できる
優先テーマ枠や、CO2削減効果が相対的に大きいものの、開発費用等の問題から、民間の自主的な取組だけでは十分に進まない技術開発・実
証等ボトムアップ型枠などを対象にした技術開発・実証事業への支援。

アウトプット
目標 CO2排出削減技術の開発及び実証
指標 技術開発及び実証実施数（単年度）

↓ 本事業による開発・実証成果を基に、技術開発の向上及び事業化が加速されると考えられる。技術開発の向上及び事業化に向けての取組は、事
後評価結果に現われるため、短期アウトカムとして事後評価結果を設定した。

短期アウトカム

目標 技術開発の向上及び事業化に向けた技術開発の継続
指標 当該年度に受けた事後評価で、6点以上の課題の割合（単年度）

出典
成果実績：事後評価結果を基に評価
目標値：本事業で採択された技術開発実証事業の事後評価において、６点以上を獲得した割合が70%以上。他の技術開発・実証事業（環
境省「CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業」）における事後評価結果に基づき設定。

↓ 本事業による開発・実証成果を基に、CO2排出削減技術を活用した製品・システム等が実現されると考えられる。そのため中期アウトカムとして、
CO2排出削減技術を活用した製品・システム等の商用化を設定した。

中期アウトカム

目標 CO2排出削減技術を活用した製品・システム等の商品化
指標 商用化件数（令和4年度からの累積）

出典 成果実績：本事業にて商用化に至った件数。
目標値：採択見込みの補助事業件数や、事業者ヒアリングによる普及展開見込みから推定。

↓ CO2排出削減技術を活用した製品・システム等が普及することで、CO2削減効果が発揮されると考えられる。
そのため長期アウトカムとして、CO2排出削減技術を活用した製品・システム等の普及によるCO2削減を設定した。

長期アウトカム
目標 CO2排出削減技術を活用した製品・システム等の普及によるCO2削減
指標 CO2削減量（令和7年度からの累積、製品の耐用年数も考慮して算出）
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地域共創・セクター横断型カーボンニュートラル技術開発・実証事業
（一部 国土交通省、農林水産省連携事業）-環境省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/7df461b9-678a-412d-b999-2928838f2c69 

STEP1 STEP3 指標等の参考例 実例STEP2

• STEP 2
段階を刻んで効果を把握

アウトプット～長期アウトカムにおいて、
実証開始から実証の成果（ＣＯ２排出削
減技術を活用した製品・システム等の商
品化→ＣＯ２削減）が得られるまでのフ
ローを刻んで目標・指標を設定し、ロ
ジックのつながりを整理している。

• STEP 2
行政事業レビューとは別の枠組み
の評価を活用

• STEP 2
事業の成果（技術）が定着してい
るかを把握

実証により得られた成果を基にＣＯ２排
出削減技術を活用した製品・システム等
が商品化されているかを確認することに
より、事業による効果が定着しているか
を把握している。

アクティビティ｜５．実証事業

行政事業レビューとは別の枠組み（事業
スキーム内で実施された事後評価）で行
われた事後評価結果を活用し、実証が成
果の獲得に向けて進捗しているかを把握
している。

どのような社会課題があり、どのような
ことを実証する必要があるのかを整理し
ている。

https://rssystem.go.jp/project/7df461b9-678a-412d-b999-2928838f2c69
https://rssystem.go.jp/project/7df461b9-678a-412d-b999-2928838f2c69
https://rssystem.go.jp/project/7df461b9-678a-412d-b999-2928838f2c69
https://rssystem.go.jp/project/7df461b9-678a-412d-b999-2928838f2c69
https://rssystem.go.jp/project/7df461b9-678a-412d-b999-2928838f2c69
https://rssystem.go.jp/project/7df461b9-678a-412d-b999-2928838f2c69
https://rssystem.go.jp/project/7df461b9-678a-412d-b999-2928838f2c69
https://rssystem.go.jp/project/7df461b9-678a-412d-b999-2928838f2c69
https://rssystem.go.jp/project/7df461b9-678a-412d-b999-2928838f2c69


令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的 要介護認定者以外の高齢者に対し、ＩＣＴを活用した介護予防ツール等による介入実証を複数の実証フィールドで実施し、その効果の検証を行うとと
もに、エビデンスの確立を目指す。

現状・課題 高齢者の介護予防・健康づくりを進めるため、通いの場を通した社会参加等が推進されているところであるが、これを更に拡充し、より効率的・効果的で
持続可能な取組とするために、介護予防の手法の検証を行う必要がある。

事業の概要 要介護認定者以外の高齢者に対して、介護予防ツール（スマートフォンアプリ）を用いた身体、認知、社会的活動の実施の推奨による介入を実施する。
一定期間の介入を経てデータを収集し、介入群と対照群の比較を行うことで介護予防ツールによる介入の効果を検証する。

アクティビティ
※一部省略

（１）健診や通いの場等で収集するデータを用いて、認知症等の予防を通じた介護予防効果を実証する。
（２）健常な高齢者等（非認知症者等）に対して、AI・ICT 等を活用した介護予防ツール（通いの場や運動教室等への参加促進のための伴走型
スマートフォンアプリ）等の介入を実施、一定期間観察し、データを収集することで介護予防施策の効果を検証（介入群と非介入群の比較等）すること
で、その効果・普及策等について検討を行う。
（３）検証する介護予防ツールを用いて、健診や通いの場等を介して高齢者の活動実態を調査し、介護予防に資する活動内容を探索する。
（４）要介護認定情報の分析が可能な協力自治体において介護予防ツールを導入し、介護予防効果等の検証を行う。

アウトプット
目標 介入研究の効果検証に向けた必要症例数の確保
指標 必要症例数（事業対象者数）

↓
本研究事業の介入は、30ヶ月と長期間のものである。若年者に比べ、心身の状態が変化しやすい高齢者にとって、脱落を少なく、長期継続で
きる介入は、その介護予防の手法を高齢者が行いやすいことを示す。成果目標①－１には短期アウトカムとして、15ヶ月目に行われる、中間評
価の実施率を設定する。

短期アウトカム

目標 介入群における中間評価の着実な実施（介入開始後15ヶ月時点）

指標 介入群における中間評価の実施率（介入群において介入後15ヶ月経過した例のうち中間評価を実施した例数／介入後15ヶ月経過した介入群の例
数）

出典 MacMasterらによる豪州での研究は、８週間の介入において、16～19％の脱落率がみられたが、有意な介入効果が認められた（J Am Geriatr 
Soc. 2020）。本研究における中間評価は、15ヶ月目に実施しており、それまで介入研究が計画通り行われた率として、80％を目標とする。

↓ 介護予防の効果を継続的に評価するためには、安定した評価系の確保も重要である。評価が適切に行われ、介入効果が適切に測定されることを重視し、
成果目標①－２には中期アウトカムとして、介入前に行われる事前評価及び30ヶ月の介入後に行われる事後評価の遂行率を設定する。

中期アウトカム
目標 効果実証のため十分な事前・事後評価の実施率
指標 事前・事後評価遂行率（事前・事後評価の両方が行われた数／ 参加者総数）
出典 事業実績報告書

↓
中間検査（介入後15ヶ月）に引き続き、介入期間（30ヶ月）終了後においても事後検査を実施し、対照群と比較した介入群における新規要介護
認定者数及び新規認知症発症者数等について検証することで、社会参加等や生活習慣病対策を通じた高齢者の介護予防・健康づくりの手法につい
て検証することが可能になるため、スマートフォンを利用した活動の実践による認知症発症・介護認定への効果検証を長期アウトカムとして設定した。

長期アウトカム

目標 スマートフォンを利用した活動の実践による認知症発症・介護認定への効果検証
指標 ー

理由
本事業は、高齢者を対象に活動促進や運動習慣の習得、自己管理等を行う介護予防ツールを用いた介入を実施し効果検証することで、社会参加等
や生活習慣病対策を通じた高齢者の介護予防・健康づくりの手法について検証することを目的としているため、効果検証により得た結果（データ）そのも
のをアウトカムに設定するなどの定量的な評価は本事業の目的に馴染まないため。

• STEP 2
事業がうまく回っているかを確認
するため「炭鉱のカナリア」を設
定

効果検証の実施に当たり、まずは検証
に必要な症例数（事業対象者数）を確
保できているかを把握することにより、
事業が順調に進捗しているかを初期の
段階で確認している。

• STEP 2
行政事業レビューとは別の枠組み
の評価を活用

行政事業レビューとは別の枠組み（事
業スキーム内で実施された中間評価、
事前・事後評価）で行われた評価の実
施状況を活用し、実証が成果の獲得に
向けて進捗しているかを把握している。

大規模実証事業に必要な経費（（項）介護保険制度運営推進費）-厚生労働省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/0af10f8d-a4fd-481a-aadb-46ab07ab78a3

アクティビティ｜５．実証事業
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STEP3 指標等の参考例 実例STEP2

• STEP 2
段階を刻んで効果を把握

アウトプット～長期アウトカムにおい
て、効果検証開始から効果検証完了ま
でのフローを刻んで目標・指標を設定
し、ロジックのつながりを整理してい
る。

STEP1

https://rssystem.go.jp/project/0af10f8d-a4fd-481a-aadb-46ab07ab78a3
https://rssystem.go.jp/project/0af10f8d-a4fd-481a-aadb-46ab07ab78a3
https://rssystem.go.jp/project/0af10f8d-a4fd-481a-aadb-46ab07ab78a3
https://rssystem.go.jp/project/0af10f8d-a4fd-481a-aadb-46ab07ab78a3
https://rssystem.go.jp/project/0af10f8d-a4fd-481a-aadb-46ab07ab78a3
https://rssystem.go.jp/project/0af10f8d-a4fd-481a-aadb-46ab07ab78a3
https://rssystem.go.jp/project/0af10f8d-a4fd-481a-aadb-46ab07ab78a3
https://rssystem.go.jp/project/0af10f8d-a4fd-481a-aadb-46ab07ab78a3
https://rssystem.go.jp/project/0af10f8d-a4fd-481a-aadb-46ab07ab78a3


まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

どういった人（相談者）の、どのような課題を解決しようとしているのか。また、課題の発生から解決するま
でのフローにおいて、今何に注力すべきか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「○○の支援のため」に相談体制を構築していると表現するのではなく、

① どういった人（相談者）を対象にした支援を行い、どのような課題を解決するのか
② 課題の発生から解決するまでのフロー※において、最もボトルネックになっていることは何か

を表現すると、取組の狙い、すなわち窓口・相談によって目指すべき姿を関係者間で共有できる
※ 具体的なフローは、次ページのSTEP 2の図を参照

57

現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜６．窓口・相談実例

解決したい
社会課題

窓口・相談
事業

実施主体
相談者

相談者が抱える
課題の解決



現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策
目的を共有する
政策手段と合
わせて実現する

効果を含む

STEP１

で整理

STEP１

で整理

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト
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STEP1 STEP3 指標等の参考例 実例 アクティビティ｜６．窓口・相談

課題の発生から解決するまでのフロー

①課題の発生から解決するまで

のフローを刻んで整理し、ボト

ルネック解消に向けて事業が進

捗しているかを把握する

②客観的なデータだけでなく、

受益者視点（受益者の主観）か

ら事業の効果を把握する

（受益者の声を直接拾うことが

難しい場合には、受益者の代弁

者（専門家等）から現場の実態

を把握することも有効）

②の例）対応者（職員）や相談

者へのヒアリングやアンケート

※ アンケートを実施する際には、

データ収集のコストも勘案しな

がら事業の効果を把握すること

効果発現経路全体に関わる
こと

ボトルネック
解消の方策例

ボトル
ネック

測定指標の
設定例

・潜在的なニーズに対する
周知
例) 公共施設におけるビ

ラやポスターの設置
・特定の関係者への周知
 ※ あえて対象範囲を絞る
    ことで効果的に伝わる

場合もある

⓪ 窓口が認知されているか

・認知度
・どこに相談すればよいか

分からなかった人の割合

・アクセシビリティの向上
例 対面・電話 → SNS・Web

フォーム

・安心して相談できる環境の整
備
例) 相談室の確保、秘密厳守

・誰でも相談できる環境の整備
例) 多言語化対応

① 窓口が利用されているか

・利用率
・相談件数（参考指標）

・相談者の課題の発見

・適切な支援先
（病院・弁護士等）
の紹介・あっせん

・相談に対する迅速な支援

② 課題に対応した支援と
なっているか

・解決に向けた対策が
講じられた割合

・支援開始決定件数

③ 課題が解決しているか

・課題解決率
・利用者満足度

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された
効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定するSTEP 2

STEP2



アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱の
カナリア）をモニタリングし、対象に望ましい
変化が見られない場合にはボトルネックを見つ
け解消する（交付要綱や実施要領の見直し、広
報・周知の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もあ
るが、まずは事業を広く認識してもらい使って
もらうといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも
見て課題・ボトルネックを捉える必要がある。
必要に応じて事業メニューの見直し、対象の絞
り込みなどを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く
状況の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえ
た最適な政策オプションを検討

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質

を改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極め、フェーズに沿って点検・改善する

D
P

C
A

D
P

C
A

D
P

C
A

毎年の点検

来年度昨年度

改善策の検討

改善の方向性

自己点検・外部点検

点検
結果

目標年度における
効果測定に
関する評価

公開
プロセス

外部有識者
による点検

モニタリング・
効果測定

事業所管部局の「意
思」が反映されたロ
ジックモデル(STEP2で
作成)に沿って、事業
の実質的な効果を測る
ことで適切な効果測定
ができる

※事業の性格を踏まえ
て設定した指標を踏ま
えて効果測定を行うこ
とが重要

STEP1 STEP2 指標等の参考例 実例
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相談件数や対応件数などの低下が
みられる場合には、体制の不足、
事業のターゲットへリーチできて
いないボトルネックを解消する方
策を検討する

相談手段や日時の多様化、相談体
制の見直し等、事業の改善につな
げる

Ａction!

客観的な数値（相談件数）に基づ
く効果の把握や受益者からの
フィードバックに基づき、窓口・
相談業務が相談者の課題解決につ
ながっているかを相談の量と質の
両面からモニタリング／評価する

相談員への研修による相談対応の
質の向上等の事業の改善につなげ
る

制度の活用に関する窓口・相談業
務が、実際に制度の活用につな
がっているかを把握し、事業の最
終目的の達成状況を評価する

窓口・相談業務だけでなく、新た
なプロモーション活動の実施の検
討といった大規模な事業の見直し
につなげる

Ｃheck!フェーズ①

Ｃheck!フェーズ②

Ｃheck!フェーズ③

Ａction!

Ａction!

アクティビティ｜６．窓口・相談

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

: レビューシートの該当する記載欄

点
検
改
善
の
ポ
イ
ン
ト

STEP3

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと
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STEP3 実例

記載欄 評価の観点 参考例

⓪
窓口が認
知されて
いるか

「アウトカム」
欄に記載

窓口が認知されているかを把握する（特に相談
のニーズがある人に認知されているかを把握）。

・支援を必要としている○○被害者における認知度
・在留外国人が公的機関に相談する際の困りごとにおいて、「どこに相談すれば
よいか分からなかった」と回答する者の割合

「アウトプット」
「↓つながり」

欄に記載

窓口の認知度を向上させるための苦労・工夫・
努力を記載する。

・潜在的なニーズに対してもリーチできるよう、公共施設においてビラやポス
ターを設置し、広く一般国民に対して周知している
・より支援が必要だと思われる対象者へ周知できるよう、○○に関するイベント
において集中的に窓口の宣伝を実施している

①
窓口が利
用されて
いるか

「アウトプット」
「アウトカム」

欄に記載

窓口が利用されているか、窓口にアクセスしや
すい状態になっているかを把握する。

・365日緊急対応可能な○○事案に対するワンストップセンターの設置都道府県数
・SNS相談の実稼働時間
※若年層等は、電話に比べテキストによるコミュニケーションの方が利便性が高いことも想定さ
れるため、相談チャネルのうちSNS相談の実稼働時間を把握

「アウトプット」
「↓つながり」

欄に記載

窓口へのアクセシビリティ確保のための苦労・
工夫・努力を記載する。

・多くの相談者が窓口にアクセスできるよう、アクセス手段を多様化（電話、
メール、書面、対面、SNS等）したり、対応時間を拡大したりしている
・誰でも安心して相談できるよう、プライバシーの確保ができる専用の相談室を
確保しつつ、相談者の秘密は守られること等を周知している
・様々な国の人が安心して相談できるよう、多言語対応音声翻訳機を整備したり、
制度を周知するためのリーフレットを多言語で作成したりしている

②
課題に対
応した支
援となっ
ているか

「アウトカム」
欄に記載

支援が行き届いているかを把握する。 ・相談件数に占める課題解決に向けた対策（適切な支援先の紹介、あっせん等）
が講じられた件数の割合
・支援開始決定件数

相談に対して迅速な対応ができているかを把握。・相談受付後○日以内に対応が完了した事案の割合

「アウトカム」
「↓つながり」

欄に記載

質の高い支援を行うための苦労・工夫・努力を
記載する。

・相談事績の分析を行い、基礎的又は頻出の相談、対応が難しい相談に対する回
答例を作成し、業務の質の均質化及び業務の効率化を図っている
・対応者の質向上のために研修を実施し、○○法令等に係る知識を習得させたり、
電話対応能力、クレーム対応能力等を向上させたりしている

③
課題が解
決してい
るか

「アウトカム」
欄に記載

課題が解決しているかを把握する。 ・課題（不安や悩み等）解決率
・利用者満足度

アクティビティ｜６．窓口・相談STEP2 指標等の参考例STEP1



令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的
配偶者等からの暴力や、性犯罪・性暴力などのあらゆる暴力の根絶に向け、それらの暴力の防止及び被害者の保護・支援を図る。
特に、当該事業においては、関係府省の施策全体の推進等に係る取組に加え、配偶者等からの暴力や、性犯罪・性暴力の被害者について、相談をしやすく必要な支援を受けられ
る環境整備を図る。

現状・課題

・「男女間における暴力に関する調査」（令和５年度）によると、結婚したことがある人の25.1％（女性27.5％、男性22.0％）は、配偶者からの暴力を受けたことがあり、不同
意性交等の被害経験のある人は、4.7％（女性8.1％、男性0.7％）など、深刻な状況である。 一方で、同調査によると、配偶者からの暴力被害の経験のある人の44.2％
（女性36.3％、男性57.2％）、不同意性交等の被害を受けた人の55.7％（女性55.4％、男性60.0％）が、どこにも相談していない。
・配偶者等への暴力や性犯罪・性暴力においては、被害者等が相談しやすい環境や、いつでも必要なときに相談できる体制が必要であり、若年層をはじめSNSやメールなどの多様
な相談手段へのニーズが高まっていることも踏まえ、相談手法も含めた相談支援体制の充実を図る必要がある。
・また、配偶者等からの暴力の被害者支援においては、令和６年４月より、改正配偶者暴力防止法や女性支援新法が施行され、相談内容の多様化や件数の増加も見込まれる
ことから、被害者の保護・支援、相談体制の整備や周知等を一層強化していくことが求められる。その一環として、被害者の多様なニーズに対応するため、地方公共団体と先進的か
つ専門的な支援を行う民間シェルター等との連携が必要であり、民間シェルター等への支援に関し中核的な役割を担う都道府県をはじめとする地方公共団体の取組への支援の充
実を図る必要がある。

事業の概要
※一部省略

＜性犯罪・性暴力被害者の支援等のため直接実施する事業＞
⑥性犯罪・性暴力被害者支援のための交付金：都道府県等に対する交付金により、ワンストップ支援センターの運営の安定化（支援員の処遇改善等）及び被害者支援機能
の強化（24時間365日対応化等）等を推進。

アクティビティ
※一部省略

【性犯罪・性暴力被害者支援のための交付金】
交付金により、ワンストップ支援センターの相談支援の充実を支援する。

アウトプット
目標 都道府県等に対する交付金を活用し、ワンストップ支援センターによる相談支援が行われる。
指標 交付金を活用し、電話・面談・面接・メール・SNS等による相談を行ったワンストップ支援センターの数

↓
性犯罪・性暴力被害者が全国どこでも相談できる環境整備に取り組む必要があることから、交付金を活用することでワンストップ支援センターで相談できる環境を整備でき
ているかを把握するため、交付金を活用し電話・面談・面接・メール・SNS等による相談業務を行ったワンストップ支援センターの数を上記アウトプットとして設定する。また、
交付金を活用して行われた相談体制等の整備により、被害者の相談しやすさにつながっているかを把握するため、ワンストップ支援センターへの相談件数を短期アウトカムと
して設定する。

短期アウトカム

目標 ワンストップ支援センターが、性犯罪・性暴力被害者への相談機会を提供する。
指標 ー

成果
実績

ワンストップ支援センターが、性犯罪・性暴力被害者への相談機会を提供したことの成果実績を示す指標として、交付金を交付した地方公共団体からの実績報告書（内
閣府集計）から相談件数を把握し、その推移を確認している。 なお、交付金を活用した地方公共団体がワンストップ支援センターの広報啓発（相談先の周知）を行うほ
か、内閣府においては、「若年層の性暴力被害予防月間」等により関係省庁や地方公共団体、学校などと連携し広報啓発（相談先の周知等）を行っている。
【指標】ワンストップ支援センターへの相談件数 令和６年度：65,895 令和５年度：69,100 令和４年度：63,091

※ 「性犯罪・性暴力被害者支援のための交付金」の事業実績として、都道府県等から報告のあった電話・面接・メール・ＳＮＳ等による相談件数について集計したもの。

↓ 被害者が相談した結果、被害者に寄り添った支援を受けられているかが重要である。本アクティビティがこのような適切な支援の提供につながっているかを把握するため、相
談支援能力及び相談対応の質の向上を図るための取組として、支援員の処遇改善や育成に取り組むことが重要であることから、以下の中期アウトカムを設定する。

中期アウトカム

目標 被害者に寄り添った支援の提供
指標 －

成果
実績

「被害者に寄り添った支援の提供」について、性質上定量的に把握することが難しいため、代替的な指標として、交付金を活用して相談員の育成や雇用関係の改善等に
取り組んだワンストップ支援センター数を把握している。
【代替的な指標】交付金を活用し、相談員の育成や雇用環境の改善等に取り組んだワンストップ支援センター数 令和６年度：46か所、令和５年度 ：48か所

↓
上記短期・中期アウトカムにより、性犯罪・性暴力被害者が必要な時に相談できるようになること（事業目的で狙った効果）につながったかを把握するため、以下の長期ア
ウトカムを設定する。なお、性犯罪・性暴力被害者への支援の入り口となるのは、本事業のみではないため、成果実績については、本事業単体で達成する性質のものでは
ないことに留意が必要である。

長期アウトカム

目標 性犯罪・性暴力被害者が必要な時に相談できる。
指標 ー

成果
実績

性犯罪・性暴力被害者が必要な時に相談できることの成果実績を示す指標として、内閣府「男女間における暴力に関する調査」において、「不同意性交等をされた被害の
相談経験」に関し、「どこ（だれ）にも相談しなかった被害者の割合」を把握している。
【指標】令和５年度調査）どこ（だれ）にも相談しなかった被害者の割合：55.7％

• STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

データも使い、どのような社会課題があ
り、課題解決までのフローにおいて、何
がボトルネックになっているかを整理し
ている。

• STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

ボトルネック解消により、何を目指すの
かを整理している。
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STEP3 指標等の参考例

• STEP 2
段階を刻んで効果を把握

アウトプット～長期アウトカムにおいて、
本事業におけるボトルネック①（窓口が
利用されているか）が解消されるまでの
フローを刻んで目標・指標を設定し、ロ
ジックのつながりを整理している。

• STEP 2
相談者の主観から効果を把握
（アンケート）

アンケートを用いて、受講者の主観から
本事業におけるボトルネック①（窓口が
利用されているか）解消に向けて事業が
進捗しているか把握している。

アクティビティ｜６．窓口・相談

女性に対する暴力の根絶に向けた取組に必要な経費-内閣府-
＜ボトルネック① （窓口が利用されているか）に係る事業＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/82261b8f-e5dd-4348-bae3-7ecf2a60123a

実例STEP1 STEP2

https://rssystem.go.jp/project/82261b8f-e5dd-4348-bae3-7ecf2a60123a
https://rssystem.go.jp/project/82261b8f-e5dd-4348-bae3-7ecf2a60123a
https://rssystem.go.jp/project/82261b8f-e5dd-4348-bae3-7ecf2a60123a
https://rssystem.go.jp/project/82261b8f-e5dd-4348-bae3-7ecf2a60123a
https://rssystem.go.jp/project/82261b8f-e5dd-4348-bae3-7ecf2a60123a
https://rssystem.go.jp/project/82261b8f-e5dd-4348-bae3-7ecf2a60123a
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https://rssystem.go.jp/project/82261b8f-e5dd-4348-bae3-7ecf2a60123a
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事業の目的 消費者ホットライン188は、共通の電話番号により最寄りの消費生活センター等の消費生活相談窓口を案内するものであり、消費者の利便性の向上及び
相談機会の充実を図ることにより、消費者被害の未然防止・拡大防止につなげるものである。

現状・課題
消費者が実際にトラブルや被害に遭った場合の行動として、37.7％の人が「行政が運営する消費生活相談の窓口に相談しようと思う」と回答している（令和
６年度消費生活意識調査（第６回））が、消費生活センター等の窓口を案内する消費者ホットライン188の名前と内容を知っている消費者は8.6%
（同調査）にとどまっており、消費生活センター等の連絡先を知らない消費者に窓口を案内することにより、相談の第一歩を支援する必要がある。

事業の概要 消費者ホットライン188の円滑な運用に向けて、各通信事業者における必要な設備の運営等及び消費者ホットラインの認知度向上に向けた広報を実施す
るものである。なお、本ホットラインについては、平成27年７月から３桁化（188）している。

アクティビティ
※一部省略

消費者ホットライン188や消費生活センターの存在やその役割等の認知
度向上に向けた地方公共団体等が行う広報活動等を支援する。

消費者ホットライン188等の認知度向上に向け、チラシ等の増刷・配布、
広告配信等を実施。令和６年度は、188PR動画を制作し、全国のサッ
カー競技場で放映。

アウトプット
目標 消費者ホットライン188等の普及・啓発のためパンフレット等を作成し、地

方公共団体等が行う周知活動を支援する 消費者ホットライン188や消費生活センターの周知

指標 普及・啓発のためのツール数 PR動画制作、スタジアム放映

↓ 地方公共団体等が行う周知活動への支援として、消費者庁が作成した
啓発ツールを地方公共団体等に活用してもらえたかが重要となるため

消費者庁による広報活動の中で、令和６年度は大臣を起用した消費
者ホットライン188のPR動画を作成し、全国各地のJリーグ試合会場で
放映することで幅広い世代に消費者ホットライン188の存在を周知。その
受容者数（スタジアム入場者数）を成果指標として設定。

短期アウトカム
目標 地方公共団体等による消費者ホットライン188等啓発ツールを活用した

普及・啓発活動の実施 消費者ホットライン188や消費生活センターの周知

指標 消費者ホットライン188等啓発ツール利用申請団体数 スタジアム入場者数

↓ 消費者庁において普及・啓発することにより、広く国民に消費者ホットライン188や消費生活センター等の存在を知ってもらい、その内容を理解しても
らうことを目的として目標を設定。

中期アウトカム
目標 相談窓口の認知度向上

指標 商品購入やサービスの提供に伴う契約等でトラブルや被害に遭った場合に相談できる消費生活センター等の認知度

↓ 国民が消費者トラブルに関する相談先を探そうとしたときに、消費者ホットライン188も含め消費生活センター等の消費生活相談窓口に迷わずアクセ
スできることが重要であるため

長期アウトカム
目標 相談先が分からないことを理由に、消費生活センター等へ相談しない人を減少させる。

指標 消費生活意識調査による、消費生活センター等へ相談しようと思わない人のうち、その理由が「連絡先が分からないから」と回答した人の割合

• STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

データも使い、どのような社会課題があ
り、課題解決までのフローにおいて、何
がボトルネックになっているかを整理し
ている。

• STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）
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STEP3 指標等の参考例

ボトルネック解消により、何を目指すの
かを整理している。

• STEP 2
段階を刻んで効果を把握

アウトプット～長期アウトカムにおいて、
本事業におけるボトルネック⓪（窓口が
認知されているか）が解消されるまでの
フローを刻んで目標・指標を設定し、ロ
ジックのつながりを整理している。

• STEP 2
相談者の主観から効果を把握
（アンケート）

意識調査により、受講者の主観から本事
業におけるボトルネック⓪（窓口が認知
されているか）解消に向けて事業が進捗
しているか把握している。

アクティビティ｜６．窓口・相談

消費者ホットラインの運用等-消費者庁-
＜ボトルネック⓪（窓口が認知されているか）に係る事業＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/6a2971b0-8069-45e1-a03e-ad71d3eea206

実例STEP2STEP1

https://rssystem.go.jp/project/6a2971b0-8069-45e1-a03e-ad71d3eea206
https://rssystem.go.jp/project/6a2971b0-8069-45e1-a03e-ad71d3eea206
https://rssystem.go.jp/project/6a2971b0-8069-45e1-a03e-ad71d3eea206
https://rssystem.go.jp/project/6a2971b0-8069-45e1-a03e-ad71d3eea206
https://rssystem.go.jp/project/6a2971b0-8069-45e1-a03e-ad71d3eea206
https://rssystem.go.jp/project/6a2971b0-8069-45e1-a03e-ad71d3eea206
https://rssystem.go.jp/project/6a2971b0-8069-45e1-a03e-ad71d3eea206
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https://rssystem.go.jp/project/6a2971b0-8069-45e1-a03e-ad71d3eea206


令和7年度行政事業レビューシート

事業所管部局による
点検・改善

点検結果

【アクティビティ①について】
＜質問カードの作成＞ 2024年度においては、87件の質問カードを作成するとともに、その内容に関する研修を
実施するなどして、相談ダイヤル等の相談担当職員の個人情報保護法に関する知識の向上を図ることができた。
また、2025年４月１日からコンタクトセンターシステムを用いて相談業務を行っているところ、相談ダイヤル等の相
談担当職員は、同システムのＦＡＱ機能で質問カードの内容を常時確認することができる。
＜内部研修及び外部研修の実施＞ 2024年度においては、研修実施計画書のとおり内部研修及び外部研
修を実施して、相談担当職員の個人情報保護法等の法令の知識をはじめ、電話応対能力やクレーム対応能
力の向上を図った。
＜会話カードの作成、更新＞ 2024年度においては、会話カードを79件更新した。2025年４月１日からコン
タクトセンターシステムを用いてＰＰＣ質問チャットを提供するに当たり、ＰＰＣ質問チャットを提供するための従
前のシステムに登録されていた会話カード数の削減又はその内容の集約を行い、同システムに登録した。
＜あっせん申出受付件数＞ 苦情については、相談者と事業者等との間での自主的な解決を図るために、適切
な助言を行うことが原則であるところ、2024年度においては、あっせんにつなげることのできる苦情、すなわち、相
談者と事業者等との間で自主的に解決することが難しい苦情が相談ダイヤル等に寄せられなかったこともあり、実
績値が41件と目標値の47件に及ばなかった。しかしながら、解決率は、個人情報保護法相談ダイヤル（民間
部門）が96.2％、マイナンバー苦情あっせん相談窓口が100％と、あっせんを行った多くの苦情については、相談
者と事業者等の双方からの納得を得て解決することができた。また、2024年度末には、（潜在的に存在してい
る）相談者と事業者等との間で自主的に解決することが難しく、あっせんにつなげることができる苦情が相談ダイヤ
ル等に多く寄せられるよう、それらを類型化したもの（以下「あっせん類型表」という。）を委員会のホームページに
公表した。また、相談ダイヤル等の相談担当職員に対して、あっせん類型表を配布し、あっせんにつなげることがで
きる苦情を認識させ、それらについて詳細な聴き取りを行うよう指導した。
【アクティビティ②について】（※省略）

目標年度における効果
測定に関する評価

改善の方向性

【アクティビティ①について】
＜質問カードの作成＞ 2025年度においては、相談ダイヤル等の相談担当職員がより相談業務に活用しやす
いものとなるよう、これまでに作成した質問カードを改訂するとともに、相談業務に当たり最も重要であり、特に新任
の相談担当職員にとって理解することが難しい個人情報保護における「定義」に関する事項を説明した質問カー
ドを作成する。
＜内部研修及び外部研修の実施＞ いわゆる「クレーマー」からの入電件数が増加していることから、応答率の改
善という観点から、クレーム対応能力の向上をより見込むことができる外部研修を選定して、相談ダイヤル等の相
談担当職員に受講させる。また、外部研修を通じて得られた知見を基に、「クレーマー」対応マニュアルを作成する。
＜会話カードの作成、更新＞ ＰＰＣ質問チャットには個人情報保護法における「定義」に関する質問が多く寄
せられることから、それらに関する会話カードの作成、更新を行い、ＰＰＣ質問チャットが個人情報保護法に関す
る基本的な質問に対して的確な回答ができるようにする。
＜あっせん申出受付件数＞ 委員会のホームページに公表するあっせん類型表の充実を図り、当該類型表に記
載されている苦情が相談ダイヤル等に寄せられた場合には、それを可能な限りあっせんにつなげるとともに、当該類
型表に記載されていない苦情が相談ダイヤル等に寄せられた場合であっても、詳細な聴き取りを行い、相談者と
事業者等との間で自主的に解決することが難しい事案を適切にあっせんにつなげて、解決を図る。

広聴・相談業務に必要な経費 -個人情報保護委員会-
レビューシートはこちら(行政事業レビュー見える化サイト):https://rssystem.go.jp/project/4deadc4e-2ddc-41be-a89c-ea4f5c7ec7f1

STEP1 STEP2
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指標等の参考例 アクティビティ｜６. 窓口・相談

STEP 3 [フェーズ②]
客観的な数値に基づく効果
の把握に基づき、事業の質
を改善

あっせん申出受付件数について目
標が未達だった要因を分析しつつ、
その他の指標も複数参照した上で、
今後、より適切にあっせんにつな
げることができるようにするため
の改善策を具体的に記載している。

STEP3 実例

https://rssystem.go.jp/project/4deadc4e-2ddc-41be-a89c-ea4f5c7ec7f1
https://rssystem.go.jp/project/4deadc4e-2ddc-41be-a89c-ea4f5c7ec7f1
https://rssystem.go.jp/project/4deadc4e-2ddc-41be-a89c-ea4f5c7ec7f1
https://rssystem.go.jp/project/4deadc4e-2ddc-41be-a89c-ea4f5c7ec7f1
https://rssystem.go.jp/project/4deadc4e-2ddc-41be-a89c-ea4f5c7ec7f1
https://rssystem.go.jp/project/4deadc4e-2ddc-41be-a89c-ea4f5c7ec7f1
https://rssystem.go.jp/project/4deadc4e-2ddc-41be-a89c-ea4f5c7ec7f1
https://rssystem.go.jp/project/4deadc4e-2ddc-41be-a89c-ea4f5c7ec7f1
https://rssystem.go.jp/project/4deadc4e-2ddc-41be-a89c-ea4f5c7ec7f1


まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

世の中の変化などにより、解決したい社会課題がどのようになっていて、それに対する行政の対応（審査・検
査）にはどういったことが求められるのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

法令や閣議決定等に基づき粛々と事業を実施していることのみを表現するのではなく、

① 変化※１をどう捉えて、どう取り組んでいるか
② 変化によるリスクを顕在化させないために、どう取り組んでいるか※２

を表現すると、取組の妥当性や現場の苦労・悩み（＝事業の質を上げる努力）が伝わり、関係者の共感を得ること
ができる

※１ 例：社会・国際情勢の変化、事案の複雑・困難化、審査対象の急激な増減、技術革新、人手不足・受託業者の減少、インシデントの発生等
※２ 例：コロナ対策の緩和に伴い申請事案が増加傾向にある（年平均○件増）ことに加え、技術の進歩により、申請書類の偽造手段が悪質・巧妙化し

ていることで、審査の困難度が増している。現場で対応する職員を増やすことは困難であるため、システム化やノウハウの収集・分析、機器
の配備等を行い、厳格な審査の実施に努めている。
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現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜７．審査・検査（法執行）実例

解決したい
社会課題

審査・検査
事業

実施主体
世の中の変化を踏まえて対応
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STEP1 STEP3 指標等の参考例 実例 アクティビティ｜７．審査・検査（法執行）

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された
効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定するSTEP 2

業務の流れ 安全性情報の公開リスク評価優先評価化学物質の指定スクリーニング評価化学物質の届出

例１: 化学物質の審査
毒性の不明なものを対象に、有害性情報を収集し、安全点検を実施。業務の流れとしては、年間約１万以上の物質で届出があるため、まずはスクリーニング

評価を行い、優先的にリスク評価を行う必要がある物質を優先評価化学物質として指定し、詳細な安全性の評価（リスク評価）を実施している。

安全性の点検

アクティビティ

安全性点検の
継続的な実施

アウトプット

スクリーニング評価
を毎年実施

短期アウトカム

リスク評価
を毎年実施

中期アウトカム

安全性情報を公開

長期アウトカム

STEP１

で整理

現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策
目的を共有する
政策手段と合
わせて実現する

効果を含む

STEP１

で整理
指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

①個々の業務プロセスを刻んで整理し、実際
の現場における取組を評価し得るアウトカム
を設定

②各アウトプット・アウトカムにおける目
標・指標は、量的な観点だけでなく、「質」
の観点※でも考える
（設定例は、下記及び長期アウトカム参照）
※ 円滑性・迅速性、厳格性、合理性、有効性、現
場における苦労・工夫・努力等があると考えられる

厳格性：継続的に安全性の点検を行うことに
より（各アウトプット・アウトカム）、化学
物質による人の健康被害の防止という目的が
果たされる

事業が課題解決に向けてどの程度
寄与しているか等、指標・実績値
等の意味を補記

例) 社会状況の変化によって年度ごと
の評価対象物質は変動するため、「評
価した物質数」自体ではなく、評価対
象物質の有害性情報の更新・追加した
ことを定性的に評価

「質」の観点で考える（業務の質を評価）

有効性：一連の活動が有効であったか（一
連の活動により化学物質の安全性情報を公
開することができたか）を定性的なアウト
カムとして設定

例) 化学物質の安全性を評価し、国民を健康被
害から守ることが事業目的であるため、スク
リーニング評価、リスク評価により得られた化
学物質の安全性情報を公開することを定性的な
アウトカムとして設定

効果発現経路全体に関わること

: レビューシートの該当する記載欄

STEP2



効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する
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STEP1 STEP3 指標等の参考例 実例 アクティビティ｜７．審査・検査（法執行）

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された
効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

STEP 2

業務の流れ 上陸許可 / 上陸拒否口頭審理上陸審査上陸申請事前審査人員配置 / 機器設置

例２: 出入国管理業務の実施
事前旅客情報等を活用した事前審査や個人識別情報を活用し上陸審査を実施。また、特別審理官による口頭審理等も行いながら上陸の可否を審査。

出入国管理業務の実施

アクティビティ

審査業務の実施

アウトプット
審査業務の円滑化

アウトカム①

現状
課題

STEP１
で整理

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

①個々の業務プロセスを刻んで整理し、
実際の現場における取組を評価し得る
アウトカムを設定

②各アウトプット・アウトカムにおけ
る目標・指標は、量的な観点だけでな
く、「質」の観点※でも考える
（設定例はアウトカム①、②参照）
※ 円滑性・迅速性、厳格性、合理性、有効
性、現場における苦労・工夫・努力等があ
ると考えられる

必要な審査が実施できているか
を把握

例1) 審査件数
例2) 機器の利用件数

「質」の観点で考える（業務の質を評価）

円滑性：申請や対応すべき事象に対し、適
切な期間内に処理が終えられているかを指
標とする

例) 審査時間○分以内

審査業務の厳格化

アウトカム②

「質」の観点で考える（業務の質を評価）

厳格性：不正事案の発生を抑制できているかを定性的なア
ウトカムとして設定

例) 厳格な審査が実施できているかどうかについては、審査件数、
上陸拒否件数等の各件数が単に増減したことで評価をすることは
適切ではないため、定量的な成果目標は設定していない

STEP１
で整理 : レビューシートの該当する記載欄

効果発現経路全体に関わること

STEP2



アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱の
カナリア）をモニタリングし、対象に望ましい
変化が見られない場合にはボトルネックを見つ
け解消する（交付要綱や実施要領の見直し、広
報・周知の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もあ
るが、まずは事業を広く認識してもらい使って
もらうといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも
見て課題・ボトルネックを捉える必要がある。
必要に応じて事業メニューの見直し、対象の絞
り込みなどを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く
状況の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえ
た最適な政策オプションを検討

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質

を改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極め、フェーズに沿って点検・改善する

D
P

C
A

D
P

C
A

D
P

C
A

毎年の点検

来年度昨年度

改善策の検討

改善の方向性

自己点検・外部点検

点検
結果

目標年度における
効果測定に
関する評価

公開
プロセス

外部有識者
による点検

モニタリング・
効果測定

事業所管部局の「意
思」が反映されたロ
ジックモデル(STEP2で
作成)に沿って、事業
の実質的な効果を測る
ことで適切な効果測定
ができる

※事業の性格を踏まえ
て設定した指標を踏ま
えて効果測定を行うこ
とが重要

STEP1 STEP2 指標等の参考例 実例

67

アクティビティ｜７．審査・検査（法執行）

届出に対する対応（審査等）につ
いては、法定又は別途示している
行政側の作業期間内に対応できて
いる

届出への対応には大きな問題がな
いことから、引き続き、必要な予
算額を確保し、適正な執行に努め
る

Ａction!

届出に対する対応（審査等）は着
実に進捗しているが、案件によっ
ては必ずしも進んでいない面もあ
るという課題が明らかになった

これまで審査をしてきた中で得ら
れた課題を検討し、審査スキーム
の精緻化及び改善を行う

近年、審査に係る費用が高額に
なっており、公共入札が不調とな
るケースも出ているところ、審査
件数が伸び悩んでいる

別の手法で審査を行うことについ
て検討するなど、事業の見直しに
つなげる

Ｃheck!フェーズ①

Ｃheck!フェーズ②

Ｃheck!フェーズ③

Ａction!

Ａction!

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

: レビューシートの該当する記載欄

点
検
改
善
の
ポ
イ
ン
ト

STEP3

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと
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STEP3 実例 アクティビティ｜７．審査・検査（法執行）

記載欄 評価の観点 参考例

円滑性・
迅速性

「アウトカム」
欄に記載

申請に対し、期限内に適切に処理が終えられているかを把握
する。

・申請の受付から○日以内に解決した割合

円滑な審査・検査のため、必要な備品等を迅速に整備できて
いるかを把握する。

・備品を事前の計画どおりに確保した割合

厳格性 「↓つながり」
欄に記載

期限内に処理が終えられなかったものについて、その後の対
応状況（放置せず、解決に結びつけたか等）を記載する。

・唯一、〇〇事例については作業期間内に対応できなかったが、〇〇によっ
て最終的には解決した

「アウトカム」
欄に記載

業務がルールどおりに漏れなくできていることを把握する。 ・○○要領に基づき、審査を実施できている[定性]
・審査を法定期限内に終えて結果を届出人に通知した割合100％

審査・検査の精度を把握する。 ・検査に用いる機器のエラー発生率○％以下
・申請窓口の対応者からの審査処理に関する照会に対して、助言や指導を行
い、○○事務の法令適合性を確保している[定性（参考指標：照会件数）]

円滑な審査・検査のため、必要な装置・機器等が期待どおり
に機能しているかを把握する。

・審査に用いる装置・機器の稼働率

不正事案の発生を抑制できているかを把握する。 ・厳格な検査ができているかは、可否や適不適を判断した件数の増減だけで
評価することは困難であるため（件数は世の中の動向に左右される）、社会
情勢等が変化していることも勘案し、実状を総合的に評価する[定性]

合理性 「現状・課題」
欄に記載

限られた資源（人員及び機器）の中で合理的な対応ができて
いるかを記載する。

・審査基準や審査要領を定めることにより、審査業務の質の均質化及び業務
の効率化を図っている
・各所において審査対象件数にばらつきがあることから、各所における状況
を踏まえて審査官の配置を行っている

重点的な対処が必要な事案に対し注力できているかを記載す
る。

・審査事案を簡易に済ませるものと手を掛けるもので仕分けができるように
基準を作成し、メリハリを付けた対応を行っている

有効性 「アウトカム」
欄に記載

一連の活動が有効であったかを記載する。 ・審査業務で得られた○○物質の安全性情報を公表する[定性]
※審査業務を通じて物質の安全性を評価し国民を健康被害から守る事業

事業が課題解決に向けてどの程度寄与しているか等、指標や
実績値等の意味を補記（数値だけでは伝わらない事業の効果
を表現）する。

・日常に出回っている ○○（機器）について、各地で検査・診断を積み重ね
ることにより、○○（機器）に異常がないかを確認し、国民が○○（機器）
を安心して使用することができている[定性（参考指標：検査件数）]

現場におけ
る苦労・工
夫・努力

「現状・課題」
欄に記載

人材を確保する上で苦労・工夫している点を記載する。 ・受託できる専門機関が減少しているため、一件当たりの単価を上げないと
受託者が見つからない状況

現場における職員の質向上のための工夫・努力を記載する。 ・審査業務において、現場における上司等の指導のほか、審査に必要な法律
知識及び技能に関する研修を実施し、現場の職員の対応能力向上を図ってい
る

業務プロセスの改善等を記載する。 ・従来は担当でチェック・修正してきた申請者の単純なシステムへの入力ミ
スについて、申請の段階で申請者自身が自動でチェック・修正できるようシ
ステムを改修することで、業務プロセスを見直した

対応すべき事象が増えていたり、対処が難しい状況になって
いたりする場合は、その要因・現況を記載する。

・急激なインバウンドの増加により、空港等における出入国審査等の対応を
従前と同じやり方で行うことが困難になっている

STEP2 指標等の参考例STEP1



令和7年度行政事業レビューシート
事業の目的 化学物質の適正な評価・管理を推進し、安全性を確保するため、規制等を適切に行うとともに、環境への排出量の把握等及び管理の改善を図る。

現状・課題

化審法に基づき、新たに製造又は輸入される化学物質（新規化学物質）について、国で事前審査や事前確認等を行っており、年間約30,000件の届
出に対応している。また、新規化学物質以外で上市済みの一般化学物質（約30,000物質）のうち、年間約13,000物質で製造・輸入の届出があるこ
とから、これらについては、国が入手できる最新の既存データに基づいて複数の毒性指標のスクリーニング評価を実施し、必要に応じてさらに詳細な安全性の
評価を行っている。なお、新規化学物質の届出に対する対応（事前審査、事前確認等）については、法定又は別途示している行政側の作業期間内に
対応できている。一方、一般化学物質について、既存のデータが不足しているものについては、安全性の確認の一環として国が毒性試験の実施も含めて有
害性情報を収集しているが、一度評価を終えて以降も、継続的に更新された情報の有無を確認することから、評価実施体制を維持することが重要である。
その他、新規化学物質等の届出又は申出を電子的に受付、データベース化するための３省情報基盤システムの管理では、維持管理のほか、事業者の利
便性向上のみならず、有害性情報等の届出内容を審議等の効率化に資するために更改を進める必要がある。

事業の概要
１．新規化学物質等の審査、既存化学物質毒性試験の実施。
２．電子申請システム及び３省（厚生労働省・経済産業省・環境省）共管情報基盤システムの管理。
３．PRTR法に基づき化学物質の排出量を所管する事業所のデータ受入及びシステム管理。
４．安全性確保水準を維持しつつ我が国の化学物質規制等を国際整合化させるための国際活動への参加協力。

アクティビティ
※一部省略

法制定前の既存化学物質を含む新規化学物質以外の一般化学物質については、毒性の不明なものを対象に、有害性情報を収集し、安
全性の点検を行う。

アウトプット
目標 一般化学物質のスクリーニング評価・リスク評価を継続的に実施

指標 スクリーニング評価・リスク評価結果の審議会の意見の聴取（法第五十六条に基づく）

↓ 一般化学物質のスクリーニング評価・リスク評価結果の審議会の意見を聴取することで、評価対象物質の人健康影響に係る有害性情報を
更新、もしくは追加するため、スクリーニング評価を毎年実施することを短期アウトカムとして設定。

短期アウトカム

目標 一般化学物質のスクリーニング評価を毎年実施

指標 評価対象物質の人健康影響に係る有害性情報を更新、もしくは追加

成果実績 2021～2024年度において、毎年度、評価対象物質の人健康影響に係る有害性情報を更新及び追加した。

理由 化学物質が使用されなくなる（環境汚染防止は達成）といった状況の変化によって、特定の化学物質のリスク評価を継続する必要性が低
下することもあり、事前に評価対象物質が定まらず、具体的な件数を目標値に設定することが出来ないため。

↓ 一般化学物質のスクリーニング評価の結果優先評価化学物質となった物質の人健康影響に係る有害性情報を更新、もしくは追加するため、
当該物質の段階的リスク評価を毎年実施することを中期アウトカムとして設定。

中期アウトカム

目標 スクリーニング評価の結果、優先評価化学物質となった物質の段階的リスク評価を毎年実施

指標 評価対象物質の人健康影響に係る有害性情報を更新、もしくは追加

成果実績 2021～2024年度において、毎年度、評価対象物質の人健康影響に係る有害性情報を更新及び追加した。

理由 化審法上の第二種特定化学物質の指定等の規制権限の行使の必要性を判断することを目的とするため

↓ スクリーニング評価、段階的リスク評価により得られた既存化学物質の安全性情報を公開することを長期アウトカムとして設定。

長期アウトカム
目標 既存化学物質の安全性情報を公開

指標 「既存化学物質毒性データベースJapan Existing Chemical Database (JECDB)」へ毒性試験の報告書を公開

STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜７．審査・検査（法執行）

• STEP 2
段階を刻んで効果を把握

業務フローを刻んでロジックのつながり
を整理することにより、事業のボトル
ネックが特定しやすくなっている。
① 化学物質の届出
② スクリーニング評価（短期）
③ 優先評価化学物質の指定
④ リスク評価（中期）
⑤ 安全情報の公開（長期）

• STEP 2
数値の意味（継続することの意
義）を補記

評価した物質数自体ではなく、安全性の
点検（スクリーニング評価、リスク評
価）を継続できているか（評価対象物資
の有害性情報の更新・追加ができている
か）を定性的に評価している。

• STEP 2
業務の質（厳格性）を評価

継続的に安全性の点検（スクリーニング
評価、リスク評価）を実施できているか
を把握している。

• STEP 2
業務の質（有効性）を評価

一連の活動が有効であったか（安全性情
報を公開することができたか）を定性的
に評価している。

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行費-厚生労働省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/73b81399-c94e-4fae-9f60-b35977907942
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STEP2 実例STEP1

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

データも使い、法執行事務を行うに当
たって直面している具体的な課題を整理
している。
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• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

令和7年度行政事業レビューシート
事業の目的
※一部省略

①我が国に訪れる外国人の出入国審査の円滑化に努める一方、テロリストや犯罪者の入国阻止による「水際」での国民の安全・安心の確保のため、厳格な入
国審査を実施し、我が国の国際交流の推進及び観光立国実現を目指す。

現状・課題
※一部省略

①2030年までに訪日外国人旅行者数6000万人の政府目標に向けて、今後大幅な増加が見込まれる訪日外国人旅行者の審査を円滑に行う必要がある。
一方、テロリストや不法就労等を企図する外国人の入国を防止し、「水際」での国民の安全・安心を確保する必要があるための厳格な審査を実施する必要があ
る。

事業の概要

・本邦に上陸する外国人の上陸審査、帰国する日本人の確認、出国する日本人･外国人の確認を行う。
・本邦に在留する外国人の在留資格の変更、在留期間の更新の許可、資格外活動の許可等を行う。
・本邦に不法に滞在する外国人の取締り及び退去強制手続を行う。
・本邦にある外国人が難民条約上の難民に該当するか否かの認定を行う。
・外国人との共生社会の実現に向けた環境整備を行う。

アクティビティ
※一部省略

訪日外国人旅行者数の増加等を目指すため、審査待ち時間短縮を目
的に、顔認証ゲートや上陸審査待ち時間を利用して前倒しで個人識別
情報（指紋及び顔写真）を取得するバイオカートを設置しており、また、
出入国審査場における旅客のきめ細かい誘導等を行うため、イミグレー
ションアテンダントを配備している。
さらに、空港到着時の審査手続等を簡素化するために、出発国でのプレ
クリアランス審査の試験導入や電子EDカードの普及を図る。

安心して外国人と共生できる社会の実現のため、テロリストや不法就労等を
企図する外国人を把握し、上陸を防止できるよう、事前旅客情報や乗客予
約記録を活用した事前審査や個人識別情報を活用した入国審査を実施し
ており、入国審査官によるセカンダリ審査及び特別審理官による口頭審理
等、厳格な出入国審査を実施している。

アウトプット
目標

より多くの外国人の上陸審査を行う。
※代表的な活動指標として右記指標を設定しているが、入国審査官の
数や顔認証ゲート・バイオカートの設置空港数等も活動指標である。

入国審査の実施

指標 イミグレーションアテンダントの配備空海港数 外国人入国者数

↓

電子ED、顔認証ゲート・バイオカート、イミグレーションアテンダント等の上
陸審査を円滑化するための設備等が入国審査待ち時間の短縮につな
がっているかを判断するためには、実際の設備等の利用状況が重要であ
ることから、それぞれの設備等が広く利用されることを短期アウトカムに設
定した。

外国人の上陸審査手続においては、外国人が上陸のための条件に適合し
ていることを自ら十分に主張・立証できるよう、いわゆる三審制の仕組みと
なっており、上陸申請を行った外国人が入国審査を受けた結果、上陸のため
の条件に適合していると認定されなかった場合等は、特別審理官に引き渡さ
れ、口頭審理を行うなど、慎重かつ厳格な審査が行われるような仕組みと
なっている。
また、入国者数が増加をたどる中、安心して外国人と共生できる社会の実
現に向け、テロリストや不法就労等を企図する外国人の上陸を阻止するため、
厳格な出入国審査の実施を確保することを長期アウトカムに設定した。
※外国人入国者数は、歴年の人数である。

短期アウトカム
目標 電子ED、顔認証ゲート・バイオカート、イミグレーションアテンダント等、審

査の円滑化のための設備等が広く利用される。

指標 顔認証ゲート及びバイオカート利用者数

↓

アフターコロナにより水際対策が緩和され、外国人旅行者数は急激に増
加していることから、電子ED、顔認証ゲート・バイオカート、イミグレーション
アテンダント等、審査の円滑化のための設備等を増やすことで、入国審査
待ち時間の短縮につながるため、入国審査待ち時間20分以内を長期ア
ウトカムに設定した。

長期アウトカム

目標 入国審査待ち時間の短縮 安心して外国人と共生できる社会の実現に向け、テロリストや不法就労等を
企図する外国人の入国を阻止するため、厳格な出入国審査が確保される。

指標 入国審査待ち時間20分以内達成率（平均） －

理由 －

厳格な出入国審査が実施できているかどうかについては、上陸口頭審理実
施件数、上陸拒否件数等に基づいて総合的に判断することが考えられるが、
単にそれぞれの件数が増加・減少したことで厳格な出入国審査が実施でき
たか否かを評価をすることは適切ではなく、また、その目標を立てることは適さ
ないものであるため、定量的な成果目標としては設定していない。

法執行事務を行うことにより、何を目指
すのかを整理している。

どのような社会課題があるかに加え、法
執行事務を行うに当たって直面している
具体的な課題を整理している。

アクティビティ｜７．審査・検査（法執行）

• STEP 2
段階を刻んで効果を把握

業務フローを刻んでロジックのつながり
を整理することにより、事業のボトル
ネックが特定しやすくなっている。
① 人員配置 / 機器設置
② 事前審査
③ 上陸申請
④ 上陸審査
⑤ 口頭審理
⑥ 上陸許可 / 上陸拒否

• STEP 2
業務の質（円滑性）を評価

入国審査業務の「質」について、円滑性
の観点で、適切な期間内に処理できてい
るか把握している。

• STEP 2
業務の質（厳格性）を評価

入国審査業務の「質」について、厳格性
の観点で、不正事案の発生を抑制できて
いるかを様々な指標に基づいて総合的に
判断している。

出入国管理業務の実施-法務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/bb8c2c61-e8bd-4117-a1c7-2f0f5a3750a0
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STEP3 指標等の参考例 実例STEP2STEP1
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• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

大型Ｘ線検査装置整備等経費-財務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/69dc27c7-9aea-44c4-9b8a-7ef0f716b934

令和7年度行政事業レビューシート

事業の
目的

・近年の密輸事犯の巧妙化、多様化に対応した取締体制の整備などを図ることにより、不正薬物や銃砲等の社会悪物品、大量破壊兵器等のテロ関連物資等の効果
的な水際取締りを図る。
・輸入申告時における申告外物品の発見等により、適正な関税等の賦課・徴収を図る。
・検査機器を活用した迅速かつ的確な検査の実施により、国際物流の迅速化・円滑化を図る。

現状・
課題

税関における令和６年の不正薬物全体の摘発件数は１，０２０件と前年比２４％増加、押収量は約２，５７９キロと前年比６％減少したものの、押収量は初
めて２年連続で２トンを超え、過去３番目を記録した。また、覚醒剤の摘発件数は１３９件と前年比５３％減少、押収量は約１，７６１キロと前年比２２％減
少したものの、押収量は過去３番目を記録した。これは薬物乱用者の通常使用量で約５，８７０万回分、末端価格にして約１，１６２億円に相当し、我が国への
不正薬物の流入が極めて深刻な状況となっている。
また、近年は海上貨物の取り扱いが増加しており、巧妙に隠匿する密輸事案が発生していることから、大型Ｘ線検査装置を活用した水際での効果的・効率的な取締

りが極めて重要となっている。

事業の
概要

大型Ｘ線検査装置は、コンテナ貨物、自動車やモーターボート、大型機械等の貨物に対する水際取締り及び物流の円滑化の両立を図るため配備しているものであり、
通常のＸ線検査装置では透過することができない検査対象貨物を破壊することなく、隠匿された不正薬物等の有無を的確かつ迅速に確認するために活用している。

アクティビ
ティ 大型X線検査装置を活用するための整備、維持管理

アウト
プット

目標 機器の計画的かつ効果的・効率的な配備・活用に努める

指標 大型Ｘ線検査装置の設置台数

↓
非違（申告外物品の発見や不正薬物等の摘発実績）発見件数の向上は「効果的な水際取締り」、「適正な関税等の賦課・徴収」に寄与するものであり、
大型Ｘ線検査装置を計画的かつ効果的・効率的に配備し、活用することにより実現される。本事業に係る活動状況の効果を短期的に検知ができるように、成
果として設定している。

短期
アウトカム

目標 大型X線検査装置による非違発見件数を前年度より向上させる

指標 大型X線検査装置による非違発見件数

↓

税関は、「安全・安心な社会の実現」のため、不正薬物等の密輸阻止を
重要な使命とし、その達成手段として、大型Ｘ線検査装置を配備・活
用している。不正薬物等の密輸阻止は、大型Ｘ線検査装置の非違発
見（短期アウトカム）等を積み重ねていくことにより実現されることから、
最終的な成果として設定している。

本事業の目的である「国際物流の迅速化・円滑化」を達成するため、その達成手
段として、大型Ｘ線検査装置を配備・活用している。問題のない貨物については、
物流の迅速化の観点から検査を省略する一方、リスクが高い貨物に対しては本装
置を活用することで検査時間の短縮が図られる。また、本装置により得られた画像か
ら、的を絞った効率的かつ深度ある開披検査が可能となっている。そのため、本装置
を貨物量の多い港へ配備することを最終的な成果として設定している。

長期
アウトカム
※一部省略

目標 大型Ｘ線検査装置による非違発見を通して、密輸に対する厳正な水際
取締りを実施することで、税関が不正薬物等の密輸阻止に貢献する 成果指標の９割以上を維持

指標 ー 全国の外貿コンテナ取扱個数に占める大型Ｘ線検査装置を配備した港の外貿コ
ンテナ取扱個数の割合

成果
実績

税関においては、出港前報告制度により入手する事前情報をはじめ、各
種情報を活用した検査対象貨物の選定業務の実施や摘発事例及び
摘発画像の共有など、職員の画像解析能力向上を通じて、検査の効
果的・効率的な実施を進めているところ、結果としてこれらの取組みは本
事業の目的の一つである「効果的な水際取締り」に寄与している。

ー

• STEP 2
業務の質（有効性）を評価

検査業務の「質」について、有効性の観
点で、検査により効果的な水際取締りが
できているか（水際で不正薬物を押収で
きているか）を把握している。

• STEP 2
業務の質（現場の苦労・工夫・
努力）を評価

現場で行っている工夫・努力（摘発事例
及び摘発時画像の共有を通じた職員の画
像解析能力向上等）を記載している。

• STEP 2
業務の質（合理性）を評価

検査業務の「質」について、合理性の観
点で、必要なところに機器を配備できて
いるか（大型X線検査装置を港の外貿コン
テナ取扱個数の９割以上で配備できてい
るか）を把握している。
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STEP3 指標等の参考例

法執行事務を行うことにより、何を目指
すのかを整理している。

• STEP 1
   (事業の目的や課題を改めて整理)

データも使い、どのような社会課題があ
るかに加え、法執行事務を行うに当たっ
て直面している具体的な課題を整理して
いる。

アクティビティ｜７．審査・検査（法執行）実例STEP2STEP1
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世の中の変化などにより、解決したい社会課題がどのようになっていて、それに対する行政の対応（監督・監
視・防止）にはどういったことが求められるのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

法令や閣議決定等に基づき粛々と事業を実施していることのみを表現するのではなく、

① 変化※１をどう捉えて、どう取り組んでいるか
② 変化によるリスクを顕在化させないために、どう取り組んでいるか※２

を表現すると、取組の妥当性や現場の苦労・悩み（＝事業の質を上げる努力）が伝わり、関係者の共感を得ること
ができる

※１ 例：社会・国際情勢の変化、事案の複雑・困難化、取締り対象の急激な増減、技術革新、人手不足・技能継承者の減少、インシデントの発生等

※２ 例：コロナ禍の影響により対応すべき事案が増加傾向にある（年平均○件増）ことに加え、各事案は複雑・困難化しており、期限内に処理できな
い事例が増加（年平均○件増）している。現場で対応する職員を増やすことは困難であるため、システム化やノウハウの収集・分析等を行い、
各事案への対応の質向上を図るとともに、業務の効率化を進めている。

現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

STEP2 STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜８．監督・監視・防止（法執行）実例

解決したい
社会課題

監督・監視・防止
事業

実施主体
世の中の変化を踏まえて対応
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STEP1

まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理
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STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例 アクティビティ｜８．監督・監視・防止（法執行）

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された
効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

: レビューシートの該当する記載欄

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定するSTEP 2

業務の流れ 各事案の解決各事案への措置申告の受付混信・妨害の発生

例１: 電波の取締り
良好な電波利用環境の確保のため、重要無線通信の混信・妨害の申告を受け付けている。各事案に対して措置（申告を受け、確認、現地調査、告発及び

行政指導を行う一連の対応を言う。）を行い、迅速に解決することにより、良質な電波環境の維持を図っている。

電波の取締り

アクティビティ

申告の受付

アウトプット

各事案への措置

短期アウトカム

各事案の解決

長期アウトカム

STEP１

で整理

現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策
目的を共有する
政策手段と合
わせて実現する

効果を含む

STEP１

で整理

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

①個々の業務プロセスを刻んで整
理し、実際の現場における取組を
評価し得るアウトカムを設定

②各アウトプット・アウトカムに
おける目標・指標は、量的な観点
だけでなく、「質」の観点※でも考
える
（設定例は短期アウトカム、長期ア
ウトカム参照）
※ 円滑性・迅速性、厳格性、合理性、
有効性、現場における苦労・工夫・努力
等があると考えられる

無線通信の混信・
妨害が申告されて
いるかを把握

例) 無線通信の混
信・妨害申告件数

①「質」の観点で考える
（業務の質を評価）

厳格性：対応すべき事象に対し、漏れなく対応す
ることができているかを指標とする

①の例) 事業の措置率（目標：100％）

②事業が課題解決に向けてどの程度寄与してい
るか等、指標・実績値等の意味を補記

②の例) 「措置」とは、申告を受け、確認、現地
調査、告発及び行政指導を行う一連の対応である
ことを補記し、「事案の措置率」の意味を表現

「質」の観点で考え
る
（業務の質を評価）

円滑性：対応すべき
事象に対し、期限内
に適切に処理を終え
られているかを指標
とする

例) 申告受付から３
日以内に解決した割
合

効果発現経路全体に関わること



74

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例 アクティビティ｜８．監督・監視・防止（法執行）

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された
効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

: レビューシートの該当する記載欄

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定するSTEP 2

業務の流れ 検査・調査に活用情報の回付情報の確認情報の受付人員配置

例２: 市場の監視活動
市場の監視活動のため、市場における不正取引に係る情報等を「情報提供窓口」において受け付けている。情報は、事実確認等を行った上で、取引審査、

検査部門等に回付し、検査・調査等に活用されている。

市場の監視活動

アクティビティ

業務員の配置

アウトプット

情報の受付・
確認・回付

短期アウトカム

検査・調査に
情報を活用

長期アウトカム
現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策
目的を共有する
政策手段と合
わせて実現する

効果を含む

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

①個々の業務プロセスを刻んで整
理し、実際の現場における取組を
評価し得るアウトカムを設定

②各アウトプット・アウトカムに
おける目標・指標は、量的な観点
だけでなく、「質」の観点※でも考
える
（設定例は短期アウトカム、長期ア
ウトカム参照）
※ 円滑性・迅速性、厳格性、合理性、
有効性、現場における苦労・工夫・努力
等があると考えられる

情報を受け付ける
窓口が整備されて
いるかを把握

例) 配置人数

「質」の観点で
考える
（業務の質を評
価）

円滑性：対応す
べき事象に対し、
期限内に適切に
処理を終えられ
ているかを指標
とする

例) 情報受付後、
1営業日以内に回
付した割合

「質」の観点で考える
（業務の質を評価）

有効性：一連の活動が有効であったか（情報が検査・
調査に活用されているか）を指標とする

なお、機密性が高く、具体的な件数を公開すること
が困難な情報もある。そのような情報は、対外的には
実績値は非公開としつつも、具体的な件数は内部で把
握し、事業の改善につなげることが有効である

例) 活用された情報件数
※ 具体的な件数は機密性の高い情報のため非公開。一
方で、内部では具体的な数値を把握し、事業の改善に
つなげている

STEP１

で整理
STEP１

で整理

効果発現経路全体に関わること



アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱の
カナリア）をモニタリングし、対象に望ましい
変化が見られない場合にはボトルネックを見つ
け解消する（交付要綱や実施要領の見直し、広
報・周知の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もあ
るが、まずは事業を広く認識してもらい使って
もらうといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも
見て課題・ボトルネックを捉える必要がある。
必要に応じて事業メニューの見直し、対象の絞
り込みなどを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く
状況の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえ
た最適な政策オプションを検討

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質

を改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極め、フェーズに沿って点検・改善する

D
P

C
A

D
P

C
A

D
P

C
A

毎年の点検

来年度昨年度

改善策の検討

改善の方向性

自己点検・外部点検

点検
結果

目標年度における
効果測定に
関する評価

公開
プロセス

外部有識者
による点検

モニタリング・
効果測定

点
検
改
善
の
ポ
イ
ン
ト

事業所管部局の「意
思」が反映されたロ
ジックモデル(STEP2で
作成)に沿って、事業
の実質的な効果を測る
ことで適切な効果測定
ができる

※事業の性格を踏まえ
て設定した指標を踏ま
えて効果測定を行うこ
とが重要

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例

75

監督件数の低下がみられる場合に
は、事業のターゲットへリーチで
きていないボトルネックを解消す
る方策を検討する

ボトルネックが一時的なものと判
断されるものであれば、引き続き
事業の実施を行う

Ａction!

監督・監視で指摘した事項につい
て、どのような対応が行われたの
か、また、適切な対応が行われた
割合を評価する

監督・監視で指摘した事項につい
て、原因究明及び実効性のある改
善措置を策定させるなど、監督・
監視の実効性を確保する

法令に基づく監督・監視の長期アウトカムの達成の可否は、民間企業の動向
等、外部要因も大きいと考えられることから、より手前のアウトプットやア
ウトカムの実現に注力することも一案

Ｃheck!フェーズ①

Ｃheck!フェーズ②

Ｃheck!フェーズ③

Ａction!

アクティビティ｜８．監督・監視・防止（法執行）

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

: レビューシートの該当する記載欄

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと
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STEP1 STEP3 指標等の参考例 実例STEP2

記載欄 評価の観点 参考例

円滑性・
迅速性

「アウトカム」
欄に記載

対応すべき事象に対し、期限内に適切に処理が終えられ
ているかを把握する。

・違反（勧告）事件の平均処理期間

円滑な執行のため、必要な備品等を迅速に整備できてい
るかを把握する。

・備品を事前の計画どおりに確保した割合○％

厳格性 「現状・課題」
「アウトカム」

欄に記載

業務がルールどおりに漏れなくできていることを把握す
る。

・計画日数に対する実稼働日数の割合
・○○要領に基づき、対応することができている[定性]

「アウトカム」
欄に記載

対処すべき事象に対する予測と実測の間に開きがないか
を把握する。

・予測値と実測値の差（比）

不正事案の発生を抑制・対処できているかを把握する。 ・対応することが不可欠な事案の対処率100％

合理性 「現状・課題」
欄に記載

限られた資源（人員及び機器）の中で合理的な対応がで
きているかを記載する。

・人員配置の見直しや予算の付け替えを行う等、管区の垣根を越えた捜
査を行うことで、限られた資源の中でも成果を上げている
・修理待ちの在庫を積み上げないよう、各整備工場での整備期間を調整
の上、在庫数を割り振っている

「アウトカム」
欄に記載

重点的な対処が必要な事案に注力できているかを記載す
る。

・限られた資源の中で監督を行うため、スクリーニングして、○○違反
の疑いが強い事案等に注力して対処し、効果的な違反事案の発見・解決
につなげている[定性]

有効性 一連の活動が有効であったかを把握する。
なお、機密性が高く、具体的な件数を公開することが困
難な情報もある。そのような情報は、対外的には具体的
な数値を非公開としつつも、内部では把握して事業の改
善につなげることが有効である。

・保護観察により再犯率を○％以内に抑えた
・一連の活動で収集した情報を検査・調査に活用できた件数
※「検査・調査に活用できた件数」は、機密性の高い情報のため非公開。一方で、内
部では具体的な数値を把握し、次なる改善につなげている

事業が課題解決に向けてどの程度寄与しているか等、指
標や実績値等の意味を補記（数値だけでは伝わらない事
業の効果を表現）する。

・監督・監視を行うことにより見込まれる成果（個々の摘発への寄与、
有効な情報入手、治安の強化等）を補記[定性]

現場におけ
る苦労・工
夫・努力

「現状・課題」
欄に記載

人材を確保する上で苦労・工夫している点を記載する。 ・監視業務を受託できる専門機関が減少しているため、一件当たりの単
価を上げないと受託者が見つからない

現場における職員の質向上のための工夫・努力を記載す
る。

・○○法令やガイドライン等に係る知識を習得させたり、現場における
対応能力やマネジメント能力等を向上させたりするなどといった取組を
行い、業務の質の均一化や効率化を図っている

業務プロセスの改善等を記載する。 ・目標として掲げた期限内に対応できなかったことから、各事案に関す
る検証を行い、早期解決に向けた改善方法を検討する
・○○というインシデント事案を受け、ガイドラインに防止策を反映

アクティビティ｜８．監督・監視・防止（法執行）



令和７年度行政事業レビューシート

事業の目的
社会経済活動の発展や高度情報社会の進展に伴って、電波利用は増大、多様化の一途をたどっており、混信・妨害や電波障害のな
い良好な電波利用環境の確保が求められている。このため、電波の監視（空間に発射される電波をとらえて行う電波の質及び無線局
の運用の監査、電波の発射状況及び混信状況の調査）を行うほか、不法に開設された無線局の探査や取締り、技術基準に適合しな
い無線設備に関する調査を行うことにより、良好な電波利用環境の維持を図る。

現状・課題
特に国民の生命や財産に関わる重要無線通信への妨害については迅速な解決が求められているが、重要無線通信妨害事案を免許
人申告受付から３日以内に解決した割合は近年、７割から８割に留まる（目標値：85%以上）ことから、引き続き電波監視等の
継続・強化により、良好な電波利用環境の維持を図ることが必要である。

事業の概要
航空・海上無線、携帯電話、消防無線などの重要無線通信への妨害を防止するため、電波の発射源を探査するための電波監視施設
を整備して監視を行うとともに、不法無線局の取締りを行う。
また、技術基準に適合しない無線設備の使用が、他の無線局に重大な悪影響を及ぼすことを防止・排除するため、市販されている無線
設備の技術基準への適合性に関する調査を行う。

アクティビティ
※一部省略

航空・海上無線、携帯電話、消防無線などの重要無線通信への妨害を防止するため、電波の発射源を探査するための
電波監視施設を整備して監視を行うとともに、不法無線局の取締りを行う。

アウトプット
目標 電波の監視を行うことにより、良好な電波利用環境の維持を図る。

指標 無線通信の混信・妨害申告件数（重要無線通信妨害申告件数を含む）

↓
無線通信のうち特に重要無線通信への混信・妨害の解消は、良好な電波利用環境の維持を図るために必要不可欠であ
ることから、重要無線通信妨害事案の措置率を短期アウトカムとして設定した。
※措置とは、申告を受け、確認、現地調査、告発及び行政指導を行う一連の対応を言う。

短期アウトカム
目標 良好な電波利用環境の維持を図るため、重要無線通信妨害事案の措置率100%を目指す。（前年比同率）

指標 重要無線通信妨害の措置率

↓ 重要無線通信妨害を迅速に解決することは、良好な電波利用環境の維持を図るために必要不可欠であることから、重要
無線通信妨害事案を免許人申告受付から３日以内に解決した割合を長期アウトカムとして設定した。

長期アウトカム
目標

良好な電波利用環境の維持を図るため、重要無線通信妨害事案の早期解決割合85%以上を目指す。（前年比同
率）
※申告受付から３日以内に解決した件数／重要無線通信妨害の申告件数

指標 重要無線通信妨害事案を免許人申告受付から３日以内に解決した割合

電波の監視等に必要な経費-総務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）:
https://rssystem.go.jp/project/fb858dc4-be14-444c-b6ec-25a37958b458

STEP1 STEP3 指標等の参考例STEP2

• STEP 2
段階を刻んで効果を把握

業務フローを刻んでロジックのつながり
を整理することにより、事業のボトル
ネックが特定しやすくなっている。
① 混信・妨害の発生
② 申告の受付（アウトプット）
③ 各事案への措置（短期）
④ 各事案の解決（長期）

• STEP 2
数値の意味（法執行事務の具体的
内容）を補記

「措置」で具体的に何が行われているか
示すことで、数値（措置率）だけでは伝
わらない事業の効果を表現している。

アクティビティ｜８．監督・監視・防止（法執行）

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

法執行事務を行うことにより、何を目指
すのかを整理している。

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

データも使い、どのような社会課題があ
るかに加え、法執行事務を行うに当たっ
て直面している具体的な課題を整理して
いる。

• STEP 2
業務の質（厳格性）を評価

監視業務の「質」について、厳格性の観
点で、漏れなく対応できているか
（100％措置できているか）を把握して
いる。

• STEP 2
業務の質（円滑性）を評価

監視業務の「質」について、迅速性の観
点で、期限内に処理を終えられているか
（早期解決割合が85％以上となっている
か）を把握している。
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実例

https://rssystem.go.jp/project/fb858dc4-be14-444c-b6ec-25a37958b458
https://rssystem.go.jp/project/fb858dc4-be14-444c-b6ec-25a37958b458
https://rssystem.go.jp/project/fb858dc4-be14-444c-b6ec-25a37958b458
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• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的 金融・資本市場における情報の収集・分析や調査・検査等の市場監視活動のための環境整備を行うことで、効率的・効果的な監
視活動を実施し、市場の公正性・透明性の確保、投資者の保護を図ること。

現状・課題
○ 証券取引等監視委員会の「情報提供窓口」では、市場における不公正取引に係る情報など年間7000件超の情報を受け付
けている。
○ 市場監視業務にとって「情報」は要であり、有用な情報の収集・活用が重要なところ、より確度の高い情報の受付件数の増加を
図っていく必要がある。

事業の概要
「粉飾決算」、「投資者保護上の問題」、「市場における不公正取引」などの情報を一般の方から幅広く受け付けるため、「情報提
供窓口」を設置している。当該窓口では、電話、インターネット、郵送などの方法により情報を受け付け、これら情報を的確かつ効率
的に受付・処理を行うため「情報提供窓口業務員」を配置している。

アクティビティ 機動的な市場監視を実施するための一般投資家等から情報収集を行う情報提供受付窓口の整備

アウトプット
目標 情報提供窓口業務員の配置

指標 配置人数

↓
情報提供窓口業務員の配置によって、寄せられる情報を的確かつ効率的に受付・処理等を行うことが可能となる。
（情報受付件数：令和３年度 6,324件、令和４年度 6,713件、令和５年度 7,786件、令和６年度 7,349
件）

短期アウトカム
目標 一般の投資家等から寄せられた情報を迅速に取引審査、検査部門等に提供しているか。

指標 情報受付後、１営業日以内に取引審査、検査部門等に当該情報を回付した割合

↓ 情報提供窓口業務員の配置によって、情報提供者より電話等でより有用な情報を取得することが可能となり、そのような
情報が検査・調査等で活用されることにより法令違反行為等の把握が可能となる。

長期アウトカム

目標 市場の公正性・透明性の確保等のための実効的な市場監視につながる情報を収集し、取引審査、検査部門等に提供し
ているか。

指標 調査・検査等を実施し、問題が認められた事案において活用された情報件数

成果
実績 長期アウトカムの指標は、機密性の高い情報のため具体の件数は非公開としているため。

市場の公正確保事業-金融庁-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/1e084cc3-a4e6-45ee-a13a-577f26bdfcbf

• STEP 2
段階を刻んで効果を把握

• STEP 2
業務の質（円滑性）を評価

• STEP 2
業務の質（厳格性）を評価

アクティビティ｜８．監督・監視・防止（法執行）
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STEP3 指標等の参考例STEP2 実例

データも使い、どのような社会課題があ
るかに加え、法執行事務を行うに当たっ
て直面している具体的な課題を整理して
いる。

法執行事務を行うことにより、何を目指
すのかを整理している。

窓口業務の「質」について、有効性の観
点で、一連の活動が有効であったか（情
報が検査・調査に活用されているか）を
把握している。
※機密性の高い情報のため、実績値は非
公開としつつも、具体的な件数は内部で
把握し、事業の改善につなげている。

窓口業務の「質」について、迅速性の観
点で、期限内に処理を終えられているか
（受付から１営業日以内に情報を回付で
きているか）を把握している。

業務フローを刻んでロジックのつながり
を整理することにより、事業のボトル
ネックが特定しやすくなっている。
① 人員配置（アウトプット）
② 情報の受付（短期）
③ 情報の確認（短期）
④ 情報の回付（短期）
⑤ 検査・調査に活用（長期）

STEP1

https://rssystem.go.jp/project/1e084cc3-a4e6-45ee-a13a-577f26bdfcbf
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https://rssystem.go.jp/project/1e084cc3-a4e6-45ee-a13a-577f26bdfcbf
https://rssystem.go.jp/project/1e084cc3-a4e6-45ee-a13a-577f26bdfcbf
https://rssystem.go.jp/project/1e084cc3-a4e6-45ee-a13a-577f26bdfcbf
https://rssystem.go.jp/project/1e084cc3-a4e6-45ee-a13a-577f26bdfcbf


まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

世の中の変化などにより、解決すべき課題（需要）がどのようになっていて、それに対する行政の対応（供
給）にはどういったことが求められるのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

法令や閣議決定等に基づき粛々と事業を実施していることのみを表現するのではなく、

① 変化※１をどう捉えて、どう取り組んでいるか
② 変化によるリスクを顕在化させないために、どう取り組んでいるか※２

を表現すると、取組の妥当性や現場の苦労・悩み（＝事業の質を上げる努力）が伝わり、関係者の共感を得ること
ができる

※１ 例：物価高・円安の影響、調達先の倒産・撤退、技術革新、維持管理する職員の人手不足・技術継承、インシデントの発生等
※２ 例：国際情勢の変化により、○○設備を用いて行っている取締り事案が増加傾向にある（年平均○件増）。予算の都合上、設備の数を増やすこと

はできないため、より必要性が高い地域への合理的な配備をすることで対応している。また、更新時期が到来した設備については、調達コス
トに留意しつつ、新しい技術が導入されたより性能の高いものに買い換えることで、業務の効率化にも取り組んでいる。

現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜９．設備導入・物品購入・修繕実例

解決したい
社会課題

事業
実施主体

世の中の変化を踏まえて対応

設備導入・物品購入・修繕 法執行（審査・検査/監督・監視・防止）
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予算の費目・使途が「設備導入・物品購入・修繕」等の事業について、「法執行（審査・検査 / 監
督・監視・防止）」の機能を果たすために予算計上されている事業は、法執行の政策目的にどう貢
献するのか、どう関係しているのかを意識して検討する必要がある。
※「７．審査・検査（法執行）」（P.64）、「８．監督・監視・防止（法執行）」（P.72）も参照
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STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例 アクティビティ｜９．設備導入・物品購入・修繕

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された
効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

: レビューシートの該当する記載欄

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定するSTEP 2

業務の流れ 密輸事犯の阻止不審事象への対処不審事象の発見監視艇の運航監視艇の配備

例: 税関監視艇の水際取締り
密輸事犯阻止のため、税関監視艇を配備し、計画的に運航することにより、取締体制を強化して、効果的な水際取締りを実施している。

税関監視艇の
水際取締り

アクティビティ

監視艇の配備

アウトプット

密輸事犯の阻止

長期アウトカム

監視艇の運航

短期アウトカム

不審事象の発見

中期アウトカム
現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策
目的を共有する
政策手段と合
わせて実現する

効果を含む

STEP１

で整理

STEP１

で整理

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

①個々の業務プロセスを刻ん
で整理し、実際の現場におけ
る取組を評価し得るアウトカ
ムを設定

②各アウトプット・アウトカ
ムにおける目標・指標は、量
的な観点だけでなく、「質」
の観点※でも考える
（設定例は短期アウトカム参
照）
※ 円滑性・迅速性、厳格性、合理
性、有効性、現場における苦労・工
夫・努力等があると考えられる

必要な設備が配
備されているか
を把握

例) 監視艇の配
備艇数

「質」の観点で考え
る
（業務の質を評価）

厳格性：活動（監視艇
の運航）が当初の計画
どおり行われているか
を指標とする

例1) 監視艇の総稼働
時間
例2) 運航計画日数に
対する実稼働日数の割
合

①不正事案の発生を抑制できてい
るか把握

例) 不審事象の発見数

②事業が課題解決に向けてどの程
度寄与しているか等、指標・実績
値等の意味を補記

不正事案の増減等、外的要因による
影響が否定できないため、不審事象
に対処することで得られる成果（摘
発への関与、指導を通じた治安強化
等）を補記し、「発見数」の数値の
意味を表現

期待どおりの成果を
上げているかを把握

例)不正薬物等の密輸
阻止に貢献出来ている
かを定性的なアウトカ
ムとして設定（密輸行
為は全体像を把握する
ことが困難であり、摘
発件数や押収量のみで
評価することは適切で
はないことから、定量
的な成果目標は設定し
ていない）

効果発現経路全体に関わること

長期アウトカム（密輸事犯の阻止）は、短期・中期アウトカムの積み重ね（計画的な
活動の実施・不審事象の発見）により実現される



アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱の
カナリア）をモニタリングし、対象に望ましい
変化が見られない場合にはボトルネックを見つ
け解消する（交付要綱や実施要領の見直し、広
報・周知の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もあ
るが、まずは事業を広く認識してもらい使って
もらうといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも
見て課題・ボトルネックを捉える必要がある。
必要に応じて事業メニューの見直し、対象の絞
り込みなどを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く
状況の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえ
た最適な政策オプションを検討

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質

を改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極め、フェーズに沿って点検・改善する

D
P

C
A

D
P

C
A

D
P

C
A

毎年の点検

来年度昨年度

改善策の検討

改善の方向性

自己点検・外部点検

点検
結果

目標年度における
効果測定に
関する評価

公開
プロセス

外部有識者
による点検

モニタリング・
効果測定

点
検
改
善
の
ポ
イ
ン
ト

事業所管部局の「意
思」が反映されたロ
ジックモデル(STEP2で
作成)に沿って、事業
の実質的な効果を測る
ことで適切な効果測定
ができる

※事業の性格を踏まえ
て設定した指標を踏ま
えて効果測定を行うこ
とが重要

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例
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整備計画等に基づいて、計画どお
り実施されているのかについて進
捗管理を行う

急速な物価高や円安の影響が見込
まれ、効率的な調達が課題として
顕在化した場合には、情勢を踏ま
えた対策を検討する

Ａction!Ｃheck!フェーズ①

有用性やニーズが認められ、需要
増が見込まれる場合には、数のみ
ならず質を評価し、不必要な利用
が増えていないか、地域によるバ
ラつきの原因等も注視する

整備コスト・ランニングコストが
高い場合は、運用を見直して、広
域連携の活用などの工夫も検討す
る

Ｃheck!フェーズ② Ａction!

アクティビティ｜９．設備導入・物品購入・修繕

・コスト適正化に努めるとともに、
活用実態や調達の効率化の観点か
ら設備の共有化なども検討する
・必要に応じて、新たな手法につ
いての効果やリスク等を確認しつ
つ柔軟に事業を改善していく

・事業の目的（例：国民の安全性
の確保）にかなっているのか、調
達の質の観点から適切性について
検証する
・結果（設備導入の効果）だけを
見るのではなく、市場の最新技術
など新たな手段の活用も視野に入
れ、その効果やリスクを確認

Ｃheck!フェーズ③ Ａction!

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

: レビューシートの該当する記載欄

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと
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STEP3 指標等の参考例 実例STEP2 アクティビティ｜９．設備導入・物品購入・修繕

記載欄 評価の観点 参考例

円滑性・
迅速性

「アウトカム」
欄に記載

円滑な執行のため、必要な設備を迅速に整備できている
かを把握する。

・備品を事前の計画どおりに確保した割合

厳格性 計画どおり設備等が確保できているか、稼働しているか
を把握する。

・故障等の状況を踏まえて○○の必要数を計画し、その計画どおり○○
を確保（確保数）
・運航計画日数に対する実稼働日数の割合

合理性 「現状・課題」
「アウトカム」

欄に記載

設備を合理的に配置できているかを記載する。 ・○○の調達・更新を希望した官署における充足率
・都道府県の要望を把握し、優先度の高い地域に配備している
・○○違反が発生しやすい施設・地域に重点的に機材を配備している

有効性 「アウトカム」
欄に記載

一連の活動が有効であったかを記載する。
なお、機密性が高く、具体的な件数を公開することが困
難な情報もある。そのような情報は、対外的には具体的
な数値を非公開としつつも、内部では把握して事業の改
善につなげることが有効である。

・取締り機器設置場所付近における事故件数
・維持整備や改修を行い、任務遂行可能な○○を確保（可動機数・可動
率）
※対処能力が明らかになるため具体的な数値は非公表。ただし、任務遂行
に支障は生じていない状況である

事業が課題解決に向けてどの程度寄与しているか等、指
標や実績値等の意味を補記（数値だけでは伝わらない事
業の効果を表現）する。

・導入した設備を活用して監督・監視・検査を行うことにより見込まれ
る成果（個々の摘発への寄与、有効な情報入手、治安の強化等）を補記
[定性]

効率性 必要十分な性能を要する設備を導入できているか（設備
の性能に過不足がないか）を記載する。

・業務に必要なスペックの設備を導入できている[定性]
※必要なスペックを備えているかという観点だけでなく、過剰なスペック
の設備を導入してコストが必要以上にかかっていないかの観点も踏まえて
評価

現場におけ
る苦労・工
夫・努力

「現状・課題」
欄に記載

設備を確保する上で苦労・工夫している点を記載する。 ・急速な物価高や円安の影響が見込まれ、効率的な調達が課題である
・地方官署での調達分も含め、中央調達にすることでコスト削減に努め
ている

有事の際に設備を使いこなせるように行っている工夫・
努力を記載する。

・緊急時のみ使用する○○システムについて、毎年の訓練の機会で使用
しシステム習熟度向上につなげている

業務プロセスの改善等を記載する。 ・コスト削減や稼働時間割合拡大のため他省庁と設備を共有化した

対応すべき事象が増えていたり、対処が難しい状況に
なっていたりする場合は、その要因・現況を記載する。

・不正○○の押収量は○年連続で１トンを超える深刻な状況にある。ま
た、その密輸方法も巧妙化しており、限られた人員で取締を行うには
○○機器を活用した効果的な取締りが必要である

STEP1



令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的 近年の密輸事犯の巧妙化や多様化に対応した取締体制の整備などを図り、不正薬物・銃器等の社会悪物品、大量破壊兵器等のテロ関連物資の効果的な水際
取締りを実施することを目的とする。

現状・課題

国内で乱用されている不正薬物は、そのほとんどが海外から密輸入されたものであるところ、税関における令和６年の不正薬物全体の摘発件数は1,020件（前年比
24%増）、押収量は約2,579キロ（同6％減）となっており、押収量は２年連続で２トンを超え、過去３番目を記録した。また、覚醒剤の摘発件数は139件（前
年比53％減）、押収量は約1,761キロ（同22％減）となっており、昨年から共に減少したが、押収量は過去３番目を記録した。これは薬物乱用者の通常使用量
で約5,870万回分、末端価格にして約1,162億円に相当するなど、我が国への不正薬物の流入が極めて深刻な状況にある。
こうした状況において、漁船等を利用した洋上取引などの密輸行為等、巧妙化・多様化する密輸事犯を阻止するため、税関監視艇を活用した取締体制の整備を図
り、効果的・効率的な水際取締りを実施していくことが極めて重要である。

事業の概要
税関では、貨物の水際取締りを実施するため、税関監視艇を活用し、海港における漁船等を利用した洋上取引などの密輸行為への対処及び抑止、沖合に停泊中
の外国貿易船に対する臨船、離島等における情報収集等の業務を遂行している。これら業務を的確に遂行するためには、税関監視艇に係る適正な整備・維持管理
をするとともに、必要な燃料の確保が不可欠であることから、税関監視艇の建造、法定検査及び修繕などの維持管理並びに運航に必要な燃料の調達を実施するもの
である。

アクティビティ 巧妙化・多様化する密輸事犯を阻止するため、税関監視艇を配備し、計画的に運航することで、取締体制を強化し、効果的かつ効率的な水際取締りを実
施する。

アウトプット
目標 効果的かつ効率的な水際取締りの実施に必要な税関監視艇の配備及び運航を確保する。

指標 税関監視艇の総稼働時間
※税関監視艇の配備艇数（年度当初時点）2022～2023年度：29艇 2024～2025年度：28艇

↓
密輸リスクや取締状況等を踏まえ、税関監視艇を計画的に運航させることにより、密輸事犯に対する一定の抑止力が見込まれるほか、「不審事象等の発見」
の向上といった成果が得られるものである。
なお、当該アウトカムについては、効果的かつ効率的な水際取締りの実施のために必要な税関監視艇の配備及び適切な運航の確保によって発現するもので
ある。

短期アウトカム
目標 運航計画に対する実施率100%を目標に税関監視艇を稼働する。

指標 運航計画日数に対する実稼働日数の割合

↓
税関監視艇を活用した水際取締りにおいて、不審事象等を発見し、対処することで、「（個々の）密輸事犯の摘発への寄与」「洋上において漂流・漂着する
貨物に対する検査等の実施」、「今後の水際取締りに有効な情報入手」及び「法令違反に対する指導を通じた治安強化」といった成果が得られるものである。
なお、当該アウトカムは、密輸リスクや取締状況等を踏まえた計画に基づき、短期アウトカムが的確に遂行されることによって、より効果的に発現するものである。

中期アウトカム
目標 税関監視艇による不審事象等の発見件数を前年度実績よりも向上させることを目標に税関監視艇を稼働する。

指標 不審事象等の発見件数

↓
税関は「安全・安心な社会の実現」のため、不正薬物の国内流入阻止を重要な使命とし、その達成手段として税関監視艇を配備・運航している。
不正薬物の国内流入阻止は、税関監視艇の計画的運航（短期アウトカム）及び不審事象等の発見（中期アウトカム）を積み重ねていくことにより実現さ
れることから、最終的な成果として設定している。

長期アウトカム
※一部省略

目標 税関監視艇の計画的運航や不審事象等の発見を通して、税関が不正薬物の密輸阻止に大きく貢献する。

成果
実績

税関監視艇は、近年の密輸事犯の巧妙化や多様化に対応した取締体制の整備を図り、不正薬物・銃砲等の社会悪物品、大量破壊兵器等のテロ関連物
資の効果的な水際取締りを実施している。
また、税関監視艇においては過去の摘発実績等に基づく取締りや税関間で連携した取締り等を通じて、効果的・効率的な取締りを実施しているところ、結果
として本事業の目的の一つである「効果的な水際取締り」に寄与している。

税関監視艇整備運航経費-財務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: 
https://rssystem.go.jp/project/2d4e79e1-aa9e-47d9-aa80-4311911373b5

STEP3 指標等の参考例 実例STEP2

• STEP 2
段階を刻んで効果を把握

業務フローを刻んでロジックのつながり
を整理することにより、事業のボトル
ネックが特定しやすくなっている。
① 税関監視艇の配備（アウトプット）
② 計画的な運航（短期）
③ 不審事象の発見（中期）
④ 密輸事犯の阻止（長期）

• STEP 2
数値の意味（成果を積み重ねるこ
とにより得られる効果）を補記

監視艇の運航（短期アウトカム）、不審
事象の発見（中期アウトカム）を行うこ
とで得られる成果を補記することで、数
値（実稼働日数の割合、不審事象等の発
見数）だけでは伝わらない事業の効果を
表現している。

• STEP 2
業務の質（厳格性）を評価

監視業務の「質」について、厳格性の観
点で、計画どおり稼働しているか（運航
計画に対してどれだけ監視艇が稼働して
いるか）を把握している。

アクティビティ｜９．設備導入・物品購入・修繕
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• STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

法執行事務を行うことにより、何を目指すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

データも使い、どのような社会課題がある
かに加え、法執行事務を行うに当たって直
面している具体的な課題を整理している。

STEP1

https://rssystem.go.jp/project/2d4e79e1-aa9e-47d9-aa80-4311911373b5
https://rssystem.go.jp/project/2d4e79e1-aa9e-47d9-aa80-4311911373b5
https://rssystem.go.jp/project/2d4e79e1-aa9e-47d9-aa80-4311911373b5
https://rssystem.go.jp/project/2d4e79e1-aa9e-47d9-aa80-4311911373b5
https://rssystem.go.jp/project/2d4e79e1-aa9e-47d9-aa80-4311911373b5
https://rssystem.go.jp/project/2d4e79e1-aa9e-47d9-aa80-4311911373b5
https://rssystem.go.jp/project/2d4e79e1-aa9e-47d9-aa80-4311911373b5
https://rssystem.go.jp/project/2d4e79e1-aa9e-47d9-aa80-4311911373b5
https://rssystem.go.jp/project/2d4e79e1-aa9e-47d9-aa80-4311911373b5


• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

大型Ｘ線検査装置整備等経費-財務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/69dc27c7-9aea-44c4-9b8a-7ef0f716b934

令和7年度行政事業レビューシート

事業の
目的

・近年の密輸事犯の巧妙化、多様化に対応した取締体制の整備などを図ることにより、不正薬物や銃砲等の社会悪物品、大量破壊兵器等のテロ関連物資等の効果
的な水際取締りを図る。
・輸入申告時における申告外物品の発見等により、適正な関税等の賦課・徴収を図る。
・検査機器を活用した迅速かつ的確な検査の実施により、国際物流の迅速化・円滑化を図る。

現状・
課題

税関における令和６年の不正薬物全体の摘発件数は１，０２０件と前年比２４％増加、押収量は約２，５７９キロと前年比６％減少したものの、押収量は初
めて２年連続で２トンを超え、過去３番目を記録した。また、覚醒剤の摘発件数は１３９件と前年比５３％減少、押収量は約１，７６１キロと前年比２２％減
少したものの、押収量は過去３番目を記録した。これは薬物乱用者の通常使用量で約５，８７０万回分、末端価格にして約１，１６２億円に相当し、我が国への
不正薬物の流入が極めて深刻な状況となっている。
また、近年は海上貨物の取り扱いが増加しており、巧妙に隠匿する密輸事案が発生していることから、大型Ｘ線検査装置を活用した水際での効果的・効率的な取締

りが極めて重要となっている。

事業の
概要

大型Ｘ線検査装置は、コンテナ貨物、自動車やモーターボート、大型機械等の貨物に対する水際取締り及び物流の円滑化の両立を図るため配備しているものであり、
通常のＸ線検査装置では透過することができない検査対象貨物を破壊することなく、隠匿された不正薬物等の有無を的確かつ迅速に確認するために活用している。

アクティビ
ティ 大型X線検査装置を活用するための整備、維持管理

アウト
プット

目標 機器の計画的かつ効果的・効率的な配備・活用に努める

指標 大型Ｘ線検査装置の設置台数

↓
非違（申告外物品の発見や不正薬物等の摘発実績）発見件数の向上は「効果的な水際取締り」、「適正な関税等の賦課・徴収」に寄与するものであり、
大型Ｘ線検査装置を計画的かつ効果的・効率的に配備し、活用することにより実現される。本事業に係る活動状況の効果を短期的に検知ができるように、成
果として設定している。

短期
アウトカム

目標 大型X線検査装置による非違発見件数を前年度より向上させる

指標 大型X線検査装置による非違発見件数

↓

税関は、「安全・安心な社会の実現」のため、不正薬物等の密輸阻止を
重要な使命とし、その達成手段として、大型Ｘ線検査装置を配備・活
用している。不正薬物等の密輸阻止は、大型Ｘ線検査装置の非違発
見（短期アウトカム）等を積み重ねていくことにより実現されることから、
最終的な成果として設定している。

本事業の目的である「国際物流の迅速化・円滑化」を達成するため、その達成手
段として、大型Ｘ線検査装置を配備・活用している。問題のない貨物については、
物流の迅速化の観点から検査を省略する一方、リスクが高い貨物に対しては本装
置を活用することで検査時間の短縮が図られる。また、本装置により得られた画像か
ら、的を絞った効率的かつ深度ある開披検査が可能となっている。そのため、本装置
を貨物量の多い港へ配備することを最終的な成果として設定している。

長期
アウトカム
※一部省略

目標 大型Ｘ線検査装置による非違発見を通して、密輸に対する厳正な水際
取締りを実施することで、税関が不正薬物等の密輸阻止に貢献する 成果指標の９割以上を維持

指標 ー 全国の外貿コンテナ取扱個数に占める大型Ｘ線検査装置を配備した港の外貿コ
ンテナ取扱個数の割合

成果
実績

税関においては、出港前報告制度により入手する事前情報をはじめ、各
種情報を活用した検査対象貨物の選定業務の実施や摘発事例及び
摘発画像の共有など、職員の画像解析能力向上を通じて、検査の効
果的・効率的な実施を進めているところ、結果としてこれらの取組みは本
事業の目的の一つである「効果的な水際取締り」に寄与している。

ー

• STEP 2
業務の質（有効性）を評価

検査業務の「質」について、有効性の観
点で、検査により効果的な水際取締りが
できているか（水際で不正薬物を押収で
きているか）を把握している。

• STEP 2
業務の質（現場の苦労・工夫・
努力）を評価

現場で行っている工夫・努力（摘発事例
及び摘発時画像の共有を通じた職員の画
像解析能力向上等）を記載している。

• STEP 2
業務の質（合理性）を評価

検査業務の「質」について、合理性の観
点で、必要なところに機器を配備できて
いるか（大型X線検査装置を港の外貿コン
テナ取扱個数の９割以上で配備できてい
るか）を把握している。
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STEP3 指標等の参考例

法執行事務を行うことにより、何を目指
すのかを整理している。

• STEP 1
   (事業の目的や課題を改めて整理)

データも使い、どのような社会課題があ
るかに加え、法執行事務を行うに当たっ
て直面している具体的な課題を整理して
いる。

実例STEP2STEP1 アクティビティ｜９．設備導入・物品購入・修繕
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まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

どのような人を対象に、どのような施設を整備するのか、それにより解決したい社会課題は何か。また、どう
いったところに、どれだけの施設を整備することを目指しているのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「安全・安心のため」、「○○の改善・向上のため」に施設を整備すると表現するのではなく、

① どのような社会課題が存在するのか

② ①の社会課題を解決するために、どのような施設を整備する必要があるのか

③ 整備する施設は、どこにどれだけ必要か（優先的に整備が必要な箇所はあるか）

④ ③で整備した施設にはどのような機能を発揮することが期待されるのか

を表現すると、取組の狙い、すなわち施設を整備することによって目指すべき姿を関係者間で共有できる

解決したい
社会課題

施設整備
施設の利用・活用事業

実施主体

現状・課題を分析し、事業の目的と手段を明確にするSTEP 1

アクティビティ｜10．施設整備STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例
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STEP1



STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例 アクティビティ｜10．施設整備

実施者側から受益者
側に視点を移して指
標を設定することで、
施設が機能している
かという観点で事業
の効果を把握する
（施設をどれだけ整
備したかまでだけで
なく、施設が利活用
されているか、機能
しているかまでを把
握する）

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

効果測定に当たっては、単にデータを取りやすい指標を設定するのではなく、STEP1で整理した政策意図が反映された
効果発現経路に沿って、実質的な効果を捉える指標を設定することが重要

施設整備

アクティビティ

事業の実施

アウトプット

整備

短期アウトカム

機能発揮

長期アウトカム

利用・活用

中期アウトカム現状
課題

受益者側 事業の
目的

インパクト
※同一の政策
目的を共有する
政策手段と合
わせて実現する

効果を含む

実施者側

STEP１

で整理STEP１

で整理

アウトプットの質を
担保できているか
（より必要なところ
で施設が整備できて
いるか（各地域の実
状を踏まえて整備で
きているか））を把
握する

例) 更新が早期に必要
と判明している施設に
おける対策着手の割合

施設が順調に整備で
きているかをモニタ
リング

例）整備の実施箇所
数（整備に当たり、
事業計画、費用負担
等について関係者間
の合意が必要であり、
事業の着手に苦労し
ている事例の場合）

施設が有用か（施設
が利用されている
か）を把握

例1) 施設の利用者数
例2) 施設の入居者数

施設の整備のメ
ニューごとに効果発
現経路を設定

例) 多様な世帯が安
心して暮らせる住環
境を整備する場合、
(1)高齢者向けの施設
整備
(2)住宅確保要配慮者
向けの施設整備
(3)子育て世帯向けの
施設整備
のメニューごとに効
果発現経路を設定

施設が求められる機
能を発揮しているか
を把握

例) 施設の入居率
※ 施設が利用者の
ニーズに合致した質
の高いものであれば、
入居者が増えて入居
率も上がることが考
えられる

客観的なデータだけでなく、受益者の視点
（受益者の主観）から事業の効果を把握する
ことも意識する

例）アンケートにおいて、満足度などから施
設の有用度を受益者視点で把握する
※ アンケートを実施する際には、データ収
集のコストも勘案しながら事業の効果を把握
すること

アウトプット・短期アウトカムには、事業が
順調に狙った効果に向かって進んでいるか、
異変が生じていないかを初期の段階で発見す
る「炭鉱のカナリア」としての役割が期待さ
れるため、改善につなげるために有効な指標
を設定することを意識する
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効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定するSTEP 2

効果発現経路
全体に関わること

: レビューシートの該当する記載欄



アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱の
カナリア）をモニタリングし、対象に望ましい
変化が見られない場合にはボトルネックを見つ
け解消する（交付要綱や実施要領の見直し、広
報・周知の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もあ
るが、まずは事業を広く認識してもらい使って
もらうといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも
見て課題・ボトルネックを捉える必要がある。
必要に応じて事業メニューの見直し、対象の絞
り込みなどを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く
状況の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえ
た最適な政策オプションを検討

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質

を改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極め、フェーズに沿って点検・改善する

D
P

C
A

D
P

C
A

D
P

C
A

毎年の点検

来年度昨年度

改善策の検討

改善の方向性

自己点検・外部点検

点検
結果

目標年度における
効果測定に
関する評価

公開
プロセス

外部有識者
による点検

モニタリング・
効果測定

点
検
改
善
の
ポ
イ
ン
ト

事業所管部局の「意
思」が反映されたロ
ジックモデル(STEP2で
作成)に沿って、事業
の実質的な効果を測る
ことで適切な効果測定
ができる

※事業の性格を踏まえ
て設定した指標を踏ま
えて効果測定を行うこ
とが重要

STEP1 STEP2 STEP3 指標等の参考例 実例

民間に委託している場合において
も、国として計画どおりに実施さ
れているか進捗管理を行い、遅滞
が発生・予見される場合にはその
要因を分析する

外部環境の変化により、従前どお
りに事業が実施できない状況と
なっている中、計画どおりに事業
を継続するため、行政はもちろん
民間も含めた技術の継承、人材の
確保に向け、様々な工夫を積極的
に検討する

Ｃheck! Ａction!

事業について新たなフェーズに移
行した場合には、国が実施する必
要性を改めて精査し、対応すべき
課題の変化に対応する方策を検討
する

引き続き必要と判断される場合に
は、補助対象者の特定、補助の範
囲を明確にし、施設管理水準の維
持向上、施設管理の充実・強化等
の事業の改善につなげる

Ａction!

施設の老朽化による機能喪失が起
こっていないか、施設の受益面積
などにより評価

目標に対する実績を踏まえ、突発
事故や機能喪失の未然防止及び早
期復旧にかかる手続き・制度につ
いても改善すべき点がないかを検
証し、必要に応じて見直しにつな
げる

Ａction!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

アクティビティ｜10．施設整備
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点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

Ｃheck!

Ｃheck!

: レビューシートの該当する記載欄

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと
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STEP3 指標等の参考例 実例STEP2 アクティビティ｜10．施設整備

記載欄 評価の観点 参考例

施設の整備 「アウトプット」
欄に記載

実施者側の指標として施設の整備件数を設定する。 ・施設の整備件数

より必要なところで施設が整備できているか（各地
域の実状を踏まえて整備できているか）を把握する。

・○○指定区域に指定された区域における施設の整備数

「アウトプット」
「アウトカム」

欄に記載

施設が順調に整備できているか、異変が生じていな
いかを初期の段階で把握する。[炭鉱のカナリア]

・整備の着手割合
※事業計画や費用負担等について関係者間の合意が必要である等、整備
の着手に向けて様々な調整を要する場合には、整備に着手できているか
どうかをもって事業が順調に進捗しているかを確認することも有効

「現状・課題」
「↓つながり」

欄に記載

施設を整備する上での苦労（国がコントロールでき
ない部分があること）を記載する。

・○○施設を整備するに当たっては、事業計画、費用負担等につ
いて関係者間の合意が必要であり、事業の着手に苦労している

施設の
利用・活用

「アウトカム」
欄に記載

アンケート調査等から施設の有用度・満足度を把握
する。
※有用度・満足度だけでなく、施設に対する具体的な要望
や不満等に関する回答結果を事業改善にいかすことも重要
である。

・施設の居心地等の向上（アンケート調査）
・施設に対して「不満がある」と回答する利用者の割合○％以下
※このほか、施設に対する具体的な要望や不満等（求める設備・サービ
ス、改善してほしい事項等）に関する回答結果も踏まえて、事業の改善
にいかしている

実施者側の指標の第一歩として、施設が利用されて
いるかどうかを把握する。

・施設の利用者数
・施設の入居者数
・○○防災施設見学会の参加者数（○年度比○％増加）
※防災施設を観光資源として捉えた事業のアウトカム

施設の
機能発揮

受益者側の視点に立ち、施設が機能しているかを把
握する。

・想定の被害世帯、被害面積、被害額の減少（防災施設の整備前
後で比較）
・遊水池を整備したことにより、○年の洪水の際に約○○万m３を
貯留することができ、○○地区において約○○haの浸水面積、約
○千戸の浸水戸数の被害を解消できたと推定している[定性]
・施設の入居率○％
※施設が利用者のニーズに合致した質の高いものであれば、入居者が増
えて入居率も上がると考えられる

STEP1



• STEP 1
  (事業の目的や課題を改めて整理)

令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的
地方部への訪日外国人旅行者の誘致の加速化に向け、我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から地方部の観光地等に至るまでの既
存の公共交通機関等について、訪日外国人旅行者のニーズが特に高い多言語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式化、キャッシュレ
ス決済対応等の取組を一気呵成に推進する。

現状・課題

「明日の日本を支える観光ビジョン」(2016年)では、2015年に1,974万人であった訪日外国人旅行者数を2030年に6,000万人に、
また、観光立国推進基本計画(2023年)では、2025年までに訪日外国人旅行消費額を早期に5兆円にするとしており、訪日外国人旅
行者数及び消費額の増加には、訪日外国人旅行者が快適に旅行するための環境整備が重要である。
現状においては、「訪日外国人旅行者の受入環境整備に関するアンケート」によると、訪日外国人旅行者の主な困りごとの一つが「公共

交通の利用」（例えば「多言語表示の少なさ・分かりにくさ」で困った交通機関として鉄道駅やバスターミナル構内等があげられている。）と
なっており、地方部への訪日外国人旅行者の誘致の加速化に向け、既存の公共交通機関等について、訪日外国人旅行者のニーズを踏
まえた多言語対応や移動手段の充実等を図り、一層快適でストレスフリーな旅行環境の実現が必要となっている。

事業の概要

公共交通事業者や旅客施設の設置管理者等が行う①多言語対応、②無料Wi-Fiサービス、③トイレの洋式化、④キャッシュレス決済
対応、⑤非常時のスマートフォン等の充電環境の確保、⑥大きな荷物を持ったインバウンド旅客のための機能向上、⑦移動そのものを楽し
む取組や新たな観光ニーズへの対応、⑧多様なニーズに対応する新たな交通サービスの創出等、⑨地方ゲートウェイの刷新による二次交
通への円滑なアクセス環境整備に要する経費の一部等を支援（①～④のうち３点以上をセットで整備、または①～④を整備後に、⑤～
⑨を支援可能）。

アクティビティ
地方部への訪日外国人旅行者の誘致の加速化に向け、我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から地方部の観光地等に至る
までの既存の公共交通機関等について、訪日外国人旅行者のニーズが特に高い多言語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式
化、キャッシュレス決済対応等の取組を一気呵成に推進する。

アウトプット
目標 公共交通事業者等の事業に係る交通サービスの利用環境の刷新

指標 観光庁長官が指定し、公共交通利用環境の革新等事業を実施した線区数

↓
本事業を実施しようとする公共交通事業者等は、事業の目標などを記載した計画を観光庁長官へ提出して認定を受けること、事
業実施後は自己評価を行い地方運輸局等へ報告することとなっている。支援を行った事業者自らによる事業の実施状況を確認
し、評価を成果指標とすることで、事業の実施による直接的な効果や課題を検証する。

短期アウトカム

目標 補助事業者の提出する自己評価において、事業実施によるインバウンド受入環境への効果として、「計画に位置づけられた事業の
効果はあった」と回答する割合を75%以上にする

指標 補助事業者の提出する自己評価において、事業実施によるインバウンド受入環境への効果として、「計画に位置づけられた事業の
効果はあった」と回答する割合

出典
補助対象事業者自らによる事業の実施状況の確認、評価（観光振興事業費補助金交付要綱 第23条）
令和4年度に実施した観光庁調査により、75%を目標指標とする。
補助事業者からの報告内容の例：訪日外国人旅行者が目的地へストレスなくスムーズに移動する事が可能となった

↓ 訪日外国人旅行者へのアンケート調査の結果で、不満の一つとなっている「公共交通の利用」について、本事業を実施することで、
「不満がある」と回答する訪日外国人旅行者の割合を改善させていく。

長期アウトカム
目標 「公共交通の利用」に不満があると回答する訪日外国人旅行者の割合を10％以下にする

指標 「公共交通の利用」に不満があると回答する訪日外国人旅行者の割合

公共交通利用環境の革新等（国際観光旅客税財源）-国土交通省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf

STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜10．施設整備

• STEP 2
段階を刻んで効果を把握

アウトプット～長期アウトカムにおいて、
実施者側から受益者側に視点を移して、
施設が機能しているかという観点で事業
の効果を把握している。
① 施設を整備し（アウトプット）
② 事業者が事業の効果を自己評価

して（短期）
③ 受益者が施設をどう評価したか

（長期）

• STEP 2
より必要なところ(計画の認定を
受けたところ)で事業を実施

より必要なところ（計画の認定を受けた
ところ）で施設の整備ができているかを
把握している。

• STEP 2
受益者の主観から効果を把握（ア
ンケート）

アンケートを用いて、受益者（訪日外国
人旅行者）の主観から施設の有用度を把
握している。

• STEP 1
  (事業の目的や課題を改めて整理)

施設整備を行うことにより、何を目指す
のかを整理している。
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データも使い、解決すべき具体的な社会
課題を整理している。

STEP2 実例STEP1

https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf
https://rssystem.go.jp/project/51ed2281-3f7a-4928-9d71-f77ea0a273cf


• STEP 2
段階を刻んで効果を把握

アウトプット～長期アウトカムにおいて、
実施者側から受益側に視点を移して、施
設が機能しているかという観点で事業の
効果を把握している。
① 施設を整備し（アウトプット）
② 早期に対応が必要な施設で対策に

着手して（短期）
③ 維持管理費を節減し（中期）
④ 施設の受益地で施設機能が保全さ

れているか（長期）

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

令和7年度行政事業レビューシート

事業の目的
農業用用排⽔施設（ダム、頭⾸⼯、⽤排⽔機場、⽤排⽔路等）は、⾷料安全保障の確保や農業の持続的発展、国⼟の保全や健全な⽔循環等の基盤。
農業用用排水施設の老朽化に伴う施設機能の低下を踏まえ、本事業で施設の計画的かつ効率的な補修・更新等を実施することにより、農業生産の基礎的
条件である農業用水の安定供給や農地の良好な排水条件を確保。

現状・課題

我が国の基幹的な農業用用排水施設は、戦後から⾼度経済成⻑期にかけて整備されたものが多く、標準耐用年数を超えた基幹的農業用用排水施設（箇
所数ベース）は全体の54%に及ぶ（R5.3時点）など、施設の⽼朽化が進⾏しており、パイプラインの破裂等の突発事故が2010年頃から増加してきている。
農業⽤⽔の安定供給や農地の良好な排⽔条件を確保するため、施設の点検、機能診断、監視等を通じた計画的かつ効率的な補修・更新等を⾏うことによ
り、施設を⻑寿命化し、ライフサイクルコストを低減する戦略的な保全管理を推進していく必要がある。
あわせて、施設の集約・再編、省エネ化・再エネ利⽤、ICT等の新技術活⽤等を推進し、維持管理の効率化を図っていく必要がある。

事業の概要

本事業は、受益農地がおおむね3,000ha以上（畑地の場合は1,000ha以上）の地域等を対象として、農業用用排水施設の補修・更新等を行い、農業
用水の安定供給や農地の良好な排水条件を確保するとともに、農業構造や営農形態の変化に対応した水管理の省力化や水利用の高度化、施設の長寿
命化とライフサイクルコストの低減を図るもの（国庫負担率：２／３等）である。具体的には、
①用水対策としてのダム、頭首工、用水機場、用水路等、排水対策としての排水機場、排水樋門、排水路等の整備、
②特に高度な公共性を有し、その管理に特別の技術的配慮を必要とする施設等の管理、
③それらに必要な調査・計画策定
を実施するものである。

アクティビティ 国営事業による基幹的な農業用用排水施設の補修・更新等

アウトプット
目標 基幹的な農業用用排水施設の補修・更新等の実施
指標 基幹的な農業用用排水施設の補修・更新等の実施地区数

↓ 基幹的な農業用用排水施設の点検・機能診断・監視を通じて機能保全計画を策定し、補修・更新が必要な施設の把握や、施設ごとの補修・更新
の工法・実施時期を決定することにより、これらを踏まえ、施設の劣化の進行を監視しつつ、補修・更新を適期に実施する体制を整備する。

短期アウトカム
目標

更新が早期に必要と判明している基幹的農業用用排水施設における対策着手の割合を令和7年度までに10割とする。
※土地改良事業の実施に当たっては、事業計画、費用負担等についての国、都道府県、市町村、土地改良区等の合意が必要であることから、合意
形成を経て対策着手に至った割合を成果目標として設定。

指標 更新が早期に必要と判明している基幹的農業用用排水施設における対策着手の割合

↓ 地区ごとに施設の集約・再編、省エネ化・再エネ利用、耐震化・耐水化、ICT等の新技術活用等を考慮した計画を策定して事業を推進することで、
維持管理の効率化・高度化、維持管理労力・費用の低減を図る。

中期アウトカム
目標

更新事業（機能向上を伴う事業地区を除く。）の着手地区においてストックの適正化等により維持管理費を節減する地区の割合を毎年度（令和
３～７年度）10割とする。
※更新事業（施設の集約・再編、省エネ化・再エネ利用、ICT等の新技術活用等を含む。）の実施によって維持管理の労力・費用の低減等が図ら
れることから、維持管理費を節減する地区の割合を成果目標として設定。

指標 更新事業（機能向上を伴う事業地区を除く。）の着手地区においてストックの適正化等により維持管理費を節減する地区の割合

↓ 施設の補修・更新により、老朽化による機能喪失を防止するとともに維持管理の持続性を確保し、用水供給・排水ができなくなり営農に支障を及ぼ
すことを防止する。

長期アウトカム
目標

農業用用排水施設の受益地において農業用水が確保（施設機能が保全）されている農地面積の割合を毎年度（令和６～７年度）10割とす
る。
※目標に対する実績を踏まえて、突発事故や機能喪失の未然防止及び早期復旧に係る手続・制度等について、改善すべき点がないのかを検証し、
必要に応じて見直ししていく趣旨で設定。
※農業用用排水施設の受益地の面積は、状況の変化を踏まえて毎年度更新。

指標 農業用用排水施設の受益地において農業用水が確保（施設機能が保全）されている農地面積の割合

農業用用排水施設の整備・保全（直轄）-農林水産省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: 
https://rssystem.go.jp/project/9a239758-c92e-454e-ae9b-ea793c01c6fc

STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜10．施設整備

• STEP 2
より必要なところ(更新が早期に
必要と判明している施設)で事業
を実施

より必要なところ（更新が早期に必要と
判明している施設）で施設の整備ができ
ているかを把握している。

• STEP 2
事業がうまく回っているかを確認
するため「炭鉱のカナリア」を設
定

施設を整備するに当たり、事業計画や費
用負担等について関係者間の合意が必要
であるところ、まずは整備に着手できて
いるかを把握することにより、事業が順
調に進捗しているかを初期の段階で確認
している。

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

施設整備を行うことにより、何を目指す
のかを整理している。
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STEP2 実例STEP1

データも使い、解決すべき具体的な社会
課題を整理している。
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令和７年度行政事業レビューシート

事業の目的
サービス付き高齢者向け住宅や民間賃貸住宅の空き室や空き家を活用したセーフティネット登録住宅の整備、高齢者等の居住の安定確保と健康の維持・増進に資
する先導的な住環境整備、子育て世帯等のための支援施設等の整備を伴う市街地再開発事業及び子どもの安全・安心に資する共同住宅の整備、見守りなどを行
う住宅等を供給する賃貸人等の不安感の軽減に資する先導的な取組を行う事業等に対して支援を行い、高齢者、障害者、子育て世帯等の多様な世帯が安心して
健康に暮らすことができる住環境を実現することを目的とする。

現状・課題

・2025年には団塊の世代が後期高齢者になり、2060年には高齢化率が約4割となるなど、高齢者人口が増加する中で、高齢者の居住に対応できる住宅のストック
整備が不十分であることから、見守り等を行うサービス付き高齢者向け住宅の整備を促進する必要がある。 ・住まいの確保に困難を抱える世帯をはじめ、多様な世帯
が安心して暮らせるよう、高齢者、障害者、子育て世帯等の居住の安定確保及び健康の維持・増進に資する取組みを促進する必要がある。 ・子育て世帯等の暮らし
を支える生活拠点の整備を進め、まちなかへの居住や生活環境の向上を図る必要がある。 ・子どもの事故発生場所は、住宅内で発生することが多いことから、子どもの
安全・安心の確保を図る必要がある。

事業の概要
※一部省略

①サービス付き高齢者向け住宅整備事業 サービス付き高齢者向け住宅の供給促進のため、整備費に対して補助を行う。
②セーフティネット住宅改修事業（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅等改修事業） 既存住宅等を改修して住宅確保要配慮者専用の住宅とするものに対し、改
修費の補助を行う。
⑥子育て支援型共同住宅推進事業 子どもの安全・安心や子育て期の親同士の交流機会の創出に資する共同住宅の整備に対し補助を行う。

アクティビティ
※一部省略

高齢者が安心して健康に暮らせる住まいの確
保を実現するため、サービス付き高齢者向け住
宅の整備に対して支援を実施する。また、定期
的に調査を行い、整備後もサービス付き高齢
者向け住宅として適切に維持されているか管理
状況を確認する。

高齢者、障害者、子育て世帯等の住宅確保要配
慮者の入居に対し、他の入居者・近隣住民との協
調性に対する不安や家賃の支払いに対する不安な
どから、賃貸人の一定割合は拒否感を有しており、
入居制限がなされている状況がある。高齢者、障
害者、子育て世帯等の居住の安定確保のため、民
間賃貸住宅等を活用したセーフティネット登録住宅
（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅）に対して支
援を実施する。

共同住宅（分譲マンション及び賃貸住宅）を対象に、
事故防止や防犯対策などの子どもの安全・安心の確保
に資する住宅の新築・改修の取り組みや、子育て期の
親同士の交流機会の創出に資する居住者間のつなが
りや交流を生み出す取り組みを支援することにより、こど
もと親の双方にとって健やかに子育てできる環境の整備
を進める。

アウトプット
目標 サービス付き高齢者向け住宅の供給 住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の供給 共同住宅における子どもの安全・安心の確保に資する

設備や居住者等による交流を促す施設の設置

指標 サービス付き高齢者向け住宅整備事業の実施
事業数

住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業の補
助戸数 子育て支援型共同住宅推進事業の実施事業数

↓

サービス付き高齢者向け住宅が供給されること
により、見守り等のサービスが必要となる高齢者
世帯のニーズに沿った住宅が整備され、当該世
帯の入居が促進されると想定し、補助を受けた
サービス付き高齢者向け住宅（管理開始２
年以上）の管理戸数を分母、入居戸数を分
子として算出した入居率を短期アウトカムとして
設定した。

住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業が実
施されることにより、住まいの確保に困難を抱える世
帯のニーズに沿った住宅が整備され、当該世帯の入
居が促進されると想定し、補助を受けた住宅確保
要配慮者専用賃貸住宅の管理戸数を分母、入居
戸数を分子として算出した入居率を短期アウトカム
として設定した。

本事業を活用して、子どもの安全・安心の確保に資す
る設備等を整備した共同住宅が増加することで、死亡
事故等の重大事故を防止するため特に重要で配慮が
必要な設備の整備及びその他の子どもの安全確保に
向けて推奨される設備の整備を行っている戸数の割合
が増加すると想定して、初期アウトカムを設定した。

短期
アウトカム

目標 補助を受けたサービス付き高齢者向け住宅の
入居率の確保

補助を受けた住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の
入居率の確保

完了事業のうち、死亡事故等の重大事故を防止する
ため特に重要で配慮が必要な設備の整備及びその他
の子どもの安全確保に向けて推奨される設備の整備を
行っている戸数の割合の増加

指標 サービス付き高齢者向け住宅の入居率 住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の入居率
完了事業のうち、死亡事故等の重大事故を防止する
ため特に重要で配慮が必要な設備の整備及びその他
の子どもの安全確保に向けて推奨される設備の整備を
行っている戸数の割合

↓

高齢者人口に対するサービス付き高齢者向け
住宅の割合が増加することで、見守り等のサー
ビスが必要となる高齢者世帯に対する高齢者
向け住宅の増加につながると想定し、長期アウ
トカムとして設定した。

住宅確保要配慮者専用賃貸住宅における入居者
の入居期間が確保されていることで、入居者の居住
の安定が図られていると想定し、入居者の平均入
居期間を長期アウトカムとして設定した。

死亡事故等の重大事故を防止するため特に重要で配
慮が必要な設備の整備及びその他の子どもの安全確
保に向けて推奨される設備を整備した共同住宅の割
合が増加することで、共同住宅におけるバリアフリー対応
（子どもの事故防止に関するもの）の割合の増加にも
つながると想定し、長期アウトカムとして設定した。

長期
アウトカム

目標
高齢者の居住の安定確保を図るため、見守り
等のサービスが必要となる高齢者世帯に対する
十分な高齢者向け住宅の供給

住宅確保要配慮者の居住の安定 共同住宅におけるバリアフリー対応（子どもの事故防止
に関するもの）の割合の増加

指標 高齢者人口に対するサービス付き高齢者向け
住宅の割合

住宅確保要配慮者専用賃貸住宅における入居者
の平均入居期間

共同住宅におけるバリアフリー対応（子どもの事故防止
に関するもの）の割合

スマートウェルネス住宅等推進事業-国土交通省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/3de59186-a58f-4abd-b780-fd06f618e955

STEP3 指標等の参考例 アクティビティ｜10．施設整備

• STEP 2
施設の整備のメニューごとに効果
発現経路を設定

施設の整備をメニューごと（①高齢者向
け、②住宅確保要配慮者向け、③子育て
世帯向け）に効果発現経路を設定し、事
業全体で得られた成果を的確に把握して
いる。

• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

施設整備を行うことにより、何を目指す
のかを整理している。

• STEP 2
段階を刻んで効果を把握

アウトプット～長期アウトカムにおいて、
実施者側から受益側に視点を移して、施
設が機能しているかという観点で事業の
効果を把握している。
① 施設を整備し（アウトプット）
② 受益者の入居率、入居期間等

（短期・長期）

• STEP 2
訴求対象（ターゲット）にリーチ
できているかを把握

ニーズに沿った住宅が整備されているか
といった施設の「質」を、入居率（入居
が促進されているか）、入居期間（入居
者の居住の安定が図られているか）によ
り把握している。
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• STEP 1
(事業の目的や課題を改めて整理)

データも使い、解決すべき社会課題を整
理している。

STEP2 実例STEP1
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